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序     文 
 

インドネシア共和国政府は、同国の国内貧富格差の解消を早急に取り組むべき重要開発課題と

して位置づけており、また、インドネシア共和国は、2001年より本格的な地方分権化を開始し、

2004年の法改正を経て、州政府並びに県政府が地域開発を担うこととなり、地方の開発課題対応

能力の向上が求められています。このような状況下、2006年、同政府は、西部インドネシア地域

（KBI）との開発格差が顕著である東部インドネシア地域における地域開発能力の向上を目指した、

技術協力の要請を行いました。 

同国政府の要請を受け、独立行政法人国際協力機構は2007年9月より、東部インドネシア地域の

スラウェシ島にある北スラウェシ州、ゴロンタロ州、中部スラウェシ州、西スラウェシ州、南ス

ラウェシ州、南東スラウェシ州の6州を対象に、「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト（英

語名：Sulawesi Capacity Development Project）」を開始しました。 

本プロジェクトの活動終了に先立ち、プロジェクトの成果を確認し、今後のプロジェクトに関

する提言と教訓を得るべく、2010年6月27日から7月31日まで、終了時評価調査を行いました。本

調査は、調査内容について、日本・インドネシア共和国側双方で合意を形成したうえで、本プロ

ジェクトの実績、実施プロセス、評価5項目に関する情報を収集・分析し、プロジェクト実施期間

延長の是非の判断、及び今後の類似分野における協力に生かすことを目的として実施され、その

結果を協議議事録として取りまとめ、署名・交換を行いました。 

本報告書は、この終了時評価調査の結果を取りまとめたものであり、本プロジェクト及び関連

する国際協力事業の推進に活用されるとともに、両国の一層の発展に役立つことを願うものです。

本調査の実施に際し、ご支援とご協力をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表

します。 

 

平成22年8月 

 

独立行政法人国際協力機構 
 

インドネシア事務所長 小原 基文 
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評価調査結果要約表 
 

１．要件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト 

（略称：スラウェシCDプロジェクト） 

分野：貧困削減・地域開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：4億円 主管部署：インドネシア事務所（マ

カッサルフィールドオフィス） 
先方関係機関：内務省援助調整局、国家開発企画庁

（ BAPPENAS ）、 ス ラ ウ ェ シ 6 州 の 地 域 開 発 計 画 庁

（BAPPEDA） 

日本側協力機関：日本福祉大学 

本部支援部署：経済基盤開発部 

協力期間：2007年9月16日～2010年

9月15日（3年間） 

他の関連協力：東北インドネシア地域開発プログラム 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）においては、1999年以降地方分権化が

進められており、2004年には新自治法32号法（2004）、国家開発システム法第25号法（2004）が

制定され、地域開発の主役は州・県・市政府へと移った。特に県・市政府には、住民各層のニ

ーズをボトム･アップによる計画策定プロセス（ムスレンバン）により取り入れ、地域の特性に

応じた地域開発計画を作成し、実施することが強く求められている。また、州政府には、国家

開発計画との整合性をもった州全体の開発計画を作成すると同時に、計画策定プロセスにおい

て県・市政府に対する支援・調整を行うことが求められている。 

JICAはこれらの課題に関連して、これまでにスラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェクト

（1997～2002年）、地域開発政策支援プロジェクト（2001～2005年）、地方行政人材育成プロジ

ェクト（2002～2007年）、市民社会の参加によるコミュニティ開発プロジェクト（2004～2006年）

をスラウェシ6州を含めた地域で実施してきており、地方分権下での地域開発支援に関する経験

と教訓、インドネシア側関係者・機関とのネットワーク等のアセットを蓄積している。 

こうした背景を下に、インドネシア政府は、スラウェシ6州を対象地域として、地方政府のイ

ニシアィブによる地域開発の推進を図る技術協力プロジェクトを、わが国に要請してきた。こ

れを受け、スラウェシ6州において、地域開発に係る関係者間の協働メカニズムの定着を目的と

して、「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」（Sulawesi Capacity Development Project：CDP）

が実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

CDPは、地域開発に関わる関係者の協働メカニズム（地域開発にかかる資源（人材、資金等）

の提供・活用を、関係者相互の協議・調整に基づき行うプロセス）構築のため、関係者の能力

向上を目指すものであり、スラウェシ6州において、州・県レベルの地域開発関係者（①政策決

定者、②計画官、及び ③コミュニティ・ファシリテーター（NGOスタッフ等からなる））に対

し、参加型開発にかかる「研修」を実施し、その後の「実践（パイロット活動）」、及び「経験

共有」を通して、上記関係者の能力強化を行ってきた。 

（1）上位目標 

スラウェシ6州において、関係者の協働メカニズムが普及することにより、地方主導の地

域開発が推進される。 
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（2）プロジェクト目標 

スラウェシ6州において、地域開発に関る関係者の能力が強化され、協働のメカニズムが

整備される。 

（3）成果 

・成果1：研修を通じて計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画能力が強化される。

・成果2：パイロット活動（Pilot Activity：PA)1の経験を通じて、制度化された関係者の協

働による事業実施運営能力が強化される。 

・成果3：州内外の情報交流ネットワークが整備され、知識・経験が共有される。 

（4）投入（評価時点） 

日 本 側 

長期専門家派遣 3名 計111名/月 短期専門家派遣 計28名/月 

本邦研修 計42名 現地研修 計315名 

機材供与 車両6台 現地活動コスト 114億ルピア 

相手国側 

C/P配置 6州各2名（州

BAPPEDA局

長、州実施委員

会（PIC)2、フ

ォーカル・ポイ

ント） 

事務所スペース ・プロジェクト事務所（南

スラウェシ州BAPPEDA

内） 

・PO3用事務所（各州） 

現地活動コスト 124億ルピア（6州と11県・市の合計） 
   

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

調査者 

団長（総括） 

参加型開発/地域開発 

協力企画1/案件担当 

協力企画2/連携促進 

評価分析1 

評価分析2 

佐々木 隆宏

菅原 鈴香 

鈴木 幸子 

瀬戸 典子 

皆川 泰典 

熊沢 憲 

JICA東南アジア第一・大洋州部次長 

国際協力専門員 

JICA インドネシア事務所MFO企画調査員 

JICA東南アジア第一・大洋州部東南アジア第一課

㈱システム科学研究所 

㈱アルメック 

調査期間 2010年6月27日～7月31日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

終了時評価時点では、研修と実践（PA）を通して協働メカニズムが整備された事例はな

い。しかしながら、対象県29県のうち7県がPAを実施中であり、9県・市がPAの認定申請を

準備している状況を勘案すると、CDPが2年延長されるならば、対象県のなかで6件以上の

協働メカニズムが整備される可能性は高い。 

                                            
1 PA は、地域の能力向上（組織・制度）、住民の主体的参加、地方政府のコミットメント（予算）等の 8 つの選定基準に基づき、州

実施委員会（PIC）とスラウェシ地域開発能力向上プロジェクト（CDP）による選考プロセスを経て実施される。 
2 州知事令により設置された CDP 運営のための組織。地方政府、大学、NGO 等の約 15 名がメンバー。 
3 州 C/P と CDP チーム間の連絡調整、PIC、対象県へのファシリテーションを担当。CDP が雇用。 
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（2）成果の達成状況 

1）成果1（3層研修） 

CDPでは3層の研修（政策決定者、計画官、コミュニティ・ファシリテータ（Community 

Facilitator：CF）の各層を対象としたセミナー・研修）を実施し、（参加者315名）、研修参

加者は、おおむね内容を理解している。他の関係者との協働で作成されたアクションプ

ランは、既に承認されたものが7件、準備中のものが9件となっている。PAの経験を活用

した研修プログラムの数は23件となっている。また5県38村において、開発計画が策定ま

たは改訂された。研修修了者が研修修了後、主体的に実施した活動は、42件にのぼって

いる。また、州及び県のイニシアティブによる追加的研修活動をCDPから支援した（参

加者1,268名）。研修成果は、研修参加者によるその後のPAへの展開やその他の活動とし

て表れている。 

2）成果2（実践：PA） 

CDPでは、PAによる関係者間での協働を通して、事業実施運営能力の向上を図ってい

る。PAの実施状況は上記1）に示したように、7県が実施中、9県・市がPAの認定申請準備

中である。PAの実施/準備のために34のグループが地域につくられた。PAを実施中の7県

は、それぞれ県知事令により実施組織をつくるとともに、関係者や研修修了者の参加す

るフォーラムなど20の団体を組織した。活動継続化のための協働メカニズムの制度化は、

2県で取組中であり、1県では素案がつくられた。 

3）成果3（経験共有） 

関係者間のネットワーク化や、情報・資源の共有化のために、PAの7件のほか、CDPで

はグッドプラクティスとして6件を検証・共有した。また、ホームページを立ち上げたほ

か、ニュースレター （8号まで）、紹介ビデオ3本を作成して発表した。この間のCDPへ

の問合せは、スラウェシ島外から4件、島内のプロジェクトに参加していない5県・市か

らあった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の理由により、妥当性は非常に高いと考察される。 

インドネシアでは、新自治法第32号（2004年）、国家開発計画法第25号（2004年）が施行

され、地方分権の制度が推進されている。同法では、計画作成プロセスについて地方政府

の主体性、参加型、ボトムアップ・アプローチが要件として規定されている。また、イン

ドネシアで新しく制定された中期国家開発計画（RPJM 2010～2014年）においても、「開発

プロセスに住民が関わることが大変重要な要素になる」としている。他方、本調査でのイ

ンタビュー対象者の多くが、CDPのアプローチが従来からの資源投入型のアプローチでは

なく、ローカルリソースの活用とコミュニティの能力開発を目指すものであり、また、特

定のグループを対象とするアプローチではなく地域社会における主要なステークホルダー

を包括的にとらえるアプローチである点を高く評価している。このように、インドネシア

側の開発政策とCDPのアプローチは十分に合致している。 

また、CDPは、東部インドネシアの地域開発に重点を置く日本国政府の支援政策の下で、

実施中の「東北インドネシア地域開発プログラム」の中核プロジェクトとして、位置づけ

られている。 

さらに、CDPはスラウェシ地域で過去に実施された、JICA技術協力プロジェクトの経験・

ノウハウ・アセットを十二分に活用して運営されており、手段としての適切性が高い。ま

た、プロジェクトは各州、州実施委員会（Provincial Implementation Committee：PIC）が州

内対象県選定を行うSelf-selectionの原則を適用し、PICのオーナーシップ醸成に貢献し、プ
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ロジェクト実施期間中も州・県間調整は、おおむね問題なく進められており、プロジェク

ト対象地の選定は適切であった。他方、先方のイニシアティブを尊重する案件とはいえ、

PIC（及び県、政府）が選定基準（貧困率の勘案等）の説明責任を果たす必要はある。 

 

（2）有効性 

以下の理由により、有効性は高いと考察される。 

成果1（研修）及び成果2（PA）により、関係者に意識の変化（住民、行政、NGOのそれ

ぞれがお互いの役割を認識）、業務の変化（行政側においては住民やNGOからの要請に対し、

積極的に現地へ出向き、事実に基づく計画に取り組むようになった）、及び制度の変化（州・

県市スラウェシ州の地域開発計画庁（Regional Development Planning Board：BAPPEDA）で、

ムスレンバン制度の改善として、CDPのアプローチを具体化する取り組みが実施され始め

ている）が見えており、また、成果3（経験共有）がPAの更なる質の向上につながっている。

CDP対象29県のうち、26県において活動が展開されており、（PAに認定されているものは

7県の活動であり、PAの認定申請準備中であるものが9県、活動が個人レベルのものに限定

されているものは10県の活動である）、CDPアプローチが有効であることが示されているも

のの、最も進展が見られる2県にしても、現段階は協働の制度づくりを始めたばかりであり、

その後の「運用・定着」を経るまでに更に時間が必要であることが見込まれる。これらの

ことから、プロジェクト目標達成には至っていないものの、能力開発の取り組みにおいて、

一定の成果を上げていることから、CDPアプローチは有効であると判断される。 

他方、成果の対外的発信や、類似案件形成・実施プロセスにおいて、CDPアプローチの

有効性は、更なる検証（可能な限り相対化させたうえで）と教訓の取りまとめを行うこと

が重要となる。 

 

（3）効率性 

以下の理由から、CDPの効率性は高いと判断される。 

成果1と成果3の成果は計画どおりに達成されている。成果2では、ほとんどの対象県でPA

形成に向けた何らかの取組みがあったが、進捗にはバラツキがでている。 

1）成果の達成に貢献している要因は、 

a）CDPが実施した3層研修において、強調されたボトムアップ・アプローチ等のコンセ

プトが、インドネシア側の地方自治の定着化での人・組織・制度づくりのニーズに合

致した、 

b）地域の関係者のオーナーシップ醸成を重視するため、プロジェクトから事業資金提

供をしない姿勢を貫いた、 

c）既存の類似JICA技術協力プロジェクトの経験・ノウハウ・アセットを、活用した等

である。 

2）成果の達成を阻害している要因 

a）対象県での首長選挙に伴い、研修参加者あるいはその上司が人事異動し活動が個人

レベルにとどまった、 

b）首長選挙に関連した事業に予算が重点配分され、PAのために申請した予算が削減さ

れた等である。 

CDPでは、費用対効果を高めるため、以下のようにプロジェクトをデザインしている。

    

① 各州にPICとプロジェクト・チームとの調整役として、POを配置した。 

② CF研修担当として、インドネシア人の長期専門家を雇用している。 

③ 日本人長期専門家は、全員インドネシア語が堪能なため、通訳・助手が不要。 
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④ インドネシア側のオーナーシップ醸成を図り、PA等に必要な事業経費のインドネシア

負担の割合を増やした（インドネシア側予算負担は、初年度20％から3年目は82％に

増加した）。 

 

（4）インパクト 

以下の理由から、CDPのインパクトは大きいと判断される。 

インタビューによれば、PAに認定されている先進的な県市（7県）の活動が進展すれば、

上位目標の指標である「地方主導の地域開発プログラムの数」が、将来的に増加すること

が見込まれる。他方、それ以外の対象県（PA申請の予算化・意思表示段階9県、個人レベル

の活動取り組み段階10県）がPAを計画・実施していくためには、追加的研修あるいはコン

サルテーションを提供する（CDプロジェクト・チームに代わる）組織が形成される必要が

ある。 

CDPの波及効果として、州、県政府が独自に実施した追加的研修等は2州8県であり、1,268

名の参加があった。CDP主導による3層研修の参加者は計315名で、その4倍の人が地方政府

独自の、研修活動の裨益者となっている。また、CF研修参加者が他のドナープログラムの

ファシリテーターになっている事例が確認されている。さらに、PAに認定されていないが

その準備段階等で、3層研修参加者が主体的に始めた活動は、6州の19県で確認されている。

したがって、PAを実施中の7県を含めて、3層研修後何らかの活動が実施されている県は計

26県あり、対象県の90％で裨益者がでている。 

 

（5）自立発展性 

以下の理由から、自立発展性は中程度と判断される。 

政策・制度面では、各州ではCDPの継続活動として、農業普及員向け計画官研修、CF研

修等の研修活動、またBAPPEDA Forumを通じたCDプロジェクト活動の普及、活動が停滞し

ている対象県へのコンサルテーションを計画中である。さらに、いくつかの州では独自の

参加型地域開発事業にCDPアプローチを活用することを検討している。しかしながら、こ

れらの政策を州が独自に実施する段階には至っておらず、CDPからの支援が引き続き求め

られている。 

組織・財政面では、各州がPIC機能の州政府内への内在化のため、州と県・市のBAPPEDA

間のコミュニケーション・チャネルであるBAPPEDA Forumを通じて、関係者間の調整、PA

のモニタリング・評価を実施することを検討中である。 

技術面では、CDPが実施した計画官研修、CF研修の教材をベースに、州・県が独自に研

修コースを改訂した事例が５つ確認された。このことから、CDPの3層研修の内容は基本的

なものとしてインドネシア側に受け入れられており、また、改定版を作成する工夫がなさ

れている。一方、CDPの実施において各州POが担った機能（研修での講師、コンサルテー

ション等）は大きいものがあり、これをいかに確保するかの検討が必要である。 

その他、研修講師について、計画官研修については、参加型地域社会開発（Participatory 

Local Social Development：PLSD）本邦研修参加者が着実に増えており、また、CF研修につ

いては優秀なCFが養成されてきており、またマスターファシリテーター用のガイドブック

（研修教材）をCDP側で作成済みで、講師の人材は揃いつつある。今後は、これらの人材

を組織化する講師人材バンクのような組織化が、研修事業の継続・普及に必要である。さ

らに、CDPアプローチ普及のための方策として、具体的には、他地域・事業へのCDPアプロ

ーチ導入のための端緒づくりが求められる。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）現地のニーズに合致したCDPのアプローチ 

CDPが実施した3層研修（政策決定者向け、計画官向け、CF向け）において強調された

ボトムアップ・アプローチ、参加型アプローチ、事実に基づくこと、RON（資源、組織、

規範の重視）等のコンセプトが、インドネシアの地方自治の定着化における人づくり・

組織づくり・制度づくりのニーズに合致した。また、地域のステークホルダーのオーナ

ーシップ醸成を重視するため、プロジェクトから事業資金提供をしない姿勢を貫いた点

も有効であった。 

2）既存の類似技プロの経験・ノウハウ・アセットの活用 

「１－１協力の背景と概要」で述べている通り、CDPはスラウェシ地域で展開された

既存の類似技術協力プロジェクト4件のアセット（人材、研修教材、人的ネットワーク）

とその経験・教訓を十分に活用していることが、業務の円滑な実施に寄与している。 

（2）実施プロセスに関すること 

1）PICとPOの配置によるコンサルテーション 

各州にPICを州知事令により設置するとともに、POを配置してプロジェクト・チームと

PICとの調整を行う体制を構築したことが、活動全体の推進に寄与している。また、プロ

ジェクト・チーム内に、日本人専門家と同等なナショナル・エキスパート（CF研修担当）

を採用し、PIC及びPOとの、円滑な意思疎通を行うとともに、対象県でのステークホルダ

ー間へのコンサルテーションを随時行っており、プロジェクト・チーム、州PIC、県市の

間で一体的な活動が実施された。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）PA形成過程の長期化 

CDPは、研修アクションプラン作成PAというプロセスに基づくが、PAの実施に当

たり、プロジェクト・チーム及びPICによるPAの認定手続きが必要となる。特に、地方政

府の予算確保という条件について関係者との調整に時間がかかったため、PAに認定され

た７県の事例はすべて2009年以降の実施になった。その結果、プロジェクト期間（３年）

でCDPのプロセスをすべて実践することが困難となった。 

2）CFの不足 

対象県毎の研修参加者は計画官5名に対し、CFは1名のみであったため、住民に働きか

けるコミュニティ・ファミリテーター（Community Facilitator：CF）の活動が、PA形成活

動フローのネックとなるケースがみられた。なお、いくつかの県では、独自のCF研修を

実施し、CFの増員を図っていた。 

3）今後の研修実施体制の検討が不十分 

CDPが自立発展するためには、研修実施体制、特に研修講師の確保を検討する必要が

ある。計画官研修についてはPLSD本邦研修参加者が着実に増えていること、CF研修につ

いては優秀なCFが養成されてきていること、及びマスターファシリテーター用のガイド

ブック（研修教材）がCDP側で作成済みであり、講師の養成手段ができたことから、講

師人材バンクのような組織化が必要であるが、評価時点では十分な検討がなされていな

い。 

4）計画段階からの中央政府巻き込みが不十分 

一地方で実施される案件とはいえ、他地域への普及プロセスがスムーズに進展するた

めにも、計画段階から中央政府を巻き込んでおくべきであったものの、専門家からの定
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期報告以外の協力関係を築いてこなかった。 

5）達成すべき目標の不明確さ 

CDPは、C/Pのイニシアティブを尊重するタイプの案件であるため、プロジェクトが提

供する階層別研修後の展開が読みにくい面はあるものの、誰・何がどのような状態が目

標達成といえるのか、第三者的に明確になっていなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

いくつかの対象県では、計画官研修参加者や、その上司が首長選挙に伴う人事異動で、

他部署に移ったため、CDPアプローチを共有する人的ネットワークが分断され、活動が停

滞したケースが見られた。また、首長選挙向け予算への重点配分から、CDP向けに確保さ

れた予算が削減されたため、活動が停滞したケースも散見された。その他、以下の要因が

挙げられる。 

    

① BAPPEDA以外の関連部局に対する研修機会が限られていた 

② PAにおける技術支援が迅速さを欠いているケースが散見された 

③ 動きが見られない対象県は、首長選挙の影響で人的ネットワークが分断されたうえに、

選挙前後の数年間政治的に不安定となっていた 

④ 本部課題部（経済基盤開発部）からの支援が限定的であった 

 

３－５ 結 論 

5項目評価による評価結果は以下のとおり。 

（1）妥当性：必要性/ニーズ、政策の優先度、手段としての適切性、対象地すべてにおいて妥

当であり、非常に高いと考察される。 

（2）有効性：成果がプロジェクト目標達成のため、不十分ではあったものの、C/Pの能力開発

に一定の成果が上がっており、有効性は高いと判断される。 

（3）効率性：成果2（PA）達成には、対象県間のバラツキがあるものの、成果1（研修）及び

成果3（経験共有）は予定どおり達成されている。その他、C/Pの費用負担の割合が高いこ

と、及び、過去のJICA協力アセットを十分活用していることなどから、効率性は高いと判

断される。 

（4）インパクト：現在実施中のPA進展に伴い、「地方主導の地域開発プログラムの数」が、将

来増加することが見込まれる。また、CDP主導による3層研修の参加者の4倍に上る人数が、

地方政府独自の研修活動の裨益者となっているなど、波及効果は大きく、インパクトは大

きいと判断される。 

（5）自立発展性：政策・制度面、組織・財政面、技術面、普及可能性それぞれにおいて要検

討事項があり、自立発展性は中程度と判断される。 

    

上記評価結果を踏まえ、能力開発を通した取組は一定の成果を挙げつつあるも、プロジェク

トの目標が未達成であること、インドネシア側から他地域への展開の要望があったこと、プロ

ジェクト機能を引き継ぐ組織がなく、自立発展性に懸念があることの3点から、2年間の延長が

妥当と判断する。延長にあたり、以下の点に留意する。 

① 多くの県では実現に向け、活動の成果を発現させるために、プロジェクトからの適切なコン

サルテーションが必要である。 

② 自立発展性の確保のために、研修講師、ファシリテーターの組織化と育成が必要である。 

③ 先進的な州及び県のモデルを他の地域へ普及、浸透させていくプロセスが必要であり、プロ

ジェクトとして教訓を整理し、対外的に発信していくことが重要である。 
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④ 中央政府から要望のある他地域への展開に関して、延長期間中に試行し適用の条件等を整理

する。 

 

３－６ 提 言 

プロジェクトの2年間延長の結論を受け、2年後のJICA支援の終了を念頭に、特にCDPの有効

性、自立発展し、波及効果を高めるため以下に一連の提言を示す。 

（1）延長期間の位置づけと新たなタスク：‘Glocalization’ of Sulawesi CDP 

1）延長期間の位置づけ：プロジェクト目標の達成のみならず、インドネシア側の人材・

組織のより有効な活用とコミットメントによる事業運営（Localization of CDP operation）

とCDアプローチの普及（Globalization of market for the CDP approach）を図る’Glocalization’ 

of Sulawesi CDP’を機軸とする。 

2）延長期間に取り組むべき追加的タスク： 

① CDの継続的実施・普及のための人材登録組織（仮称「CDリソースバンク）」の設

立検討・準備 

② CDアプローチの有効性の更なる検証と教訓の取りまとめ 

③ CDアプローチ普及のための方策検討 

④ 他地域・事業へのCD アプローチ導入への端緒づくり 

 

（2）より効率的、効果的な事業の実施 

実施プロセス上散見された懸念点に関しては以下の提言を行う。 

1）プロジェクトによるCF研修、PLSD研修にかかる講師研修（Training of Trainers：TOT）

実施促進 

2）研修を受けるべき適切な人材の選抜 

3）セクター別事業部、コミュニティ・エンパワメント部局の人材に対する研修機会の提

供 

4）タイムリーかつ適切な技術支援 

5）PA対象県の変更可能性の検討 

6）モニタリング評価、及びコンサルテーションへの情報通信技術（ICT）の有効活用 

7）PAの一環としてのCF活動対象村選定クライテリアの貧困率・状況の勘案 

8）CDP副主管部署の変更：本部経済基盤部→公共政策部（ガバナンス／貧困削減） 

 

（3）2年後の終了を踏まえた事業の持続性・自立発展性確保 

1）州レベルで実施される計画官研修、及びCF研修の制度化（州政府） 

2）研修講師やトレーナー傭上費に対する、州政府の部分的コスト負担（州政府） 

3）州政府による県政府のコミットメントの醸成促進（PIC） 

4）地方政府の若手スタッフに対する、村レベルの実地研修（エクスポージャー）実施の

検討（州、県・市政府） 

5）PIC解消後のPIC機能の州政府部局への内在化と組織体制づくり（州BAPPEDA） 

6）CDPと中央政府との関係強化（PIC） 

 

（4）他地域へのCDアプローチの普及・拡大 

1）CDPプロセス・経験のより体系だった記録努力と、中央政府への情報発信・政策提言

（対PIC、CDP） 

2）「CDリソースバンク（仮称）」の組織形態（民間、NGO、政府機関、半官半民）の検討

（対CDP） 
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3）フェースブックや、オンライン研修提供等ICT活用によるCDPの経験共有・アプローチ

の普及（対CDP） 

4）中央政府機関、他ドナーとの協調・連携に向けたJICA専門家の機能の拡大 

 

（5）CDPのアプローチによる有効性の更なる検証と、普及のためのほかドナー、事業との連

携促進（対CDP） 

1）第三者評価を通じた類似案件・アプローチの比較研究実施のためのワーキンググルー

プ（議長は内務省、現時点参加ドナーはUSAID、AusAID、世界銀行）への積極的参加 

2）州実施プログラムとの協調・連携促進 

3）国家プログラムとの連携促進、特に国家コミュニティ開発プログラム（PNPM） 

4）他のJICA協力事業との連携促進 

 

３－７ 教 訓 

CDPの特徴を整理のうえ、類似案件形成・実施に向けての教訓、及び検討事項として、以下

を提示する。 

（1）CDPの特徴：「プロジェクトをもち込まないプロジェクト」 

事業実施理念として、「プロジェクトをもち込まないプロジェクト」を掲げ、具体的には

以下を強調してきたと推察される。 

1）コンサルテーション＞物理的資源投入： 

CDPは時機を得た効率的・効果的資源活用のため、資源投入前・中の社会的準備・整

備のための研修やコンサルテーションに力を注ぎ、PAの事業運営に必要となるリソース

については意図的にインドネシア側からの負担を前提とするアプローチを採った。 

2）自助努力＞援助： 

CDPは住民、県、州のすべてのレベルにおいて、まずは自助努力を強調・引き出す方

針を採り、そうした要件が満たされた場合のみPAが実施されることになった。 

3）能力強化＞インセンティブ供与： 

上と関連して、CDPの前提として近年の地方分権化の流れの中で、ムスレンバンなど

ボトムアップでの事業計画・実施を進める法・制度は整備されたものの、それが必ずし

も実効的に機能しないという理解があった。そしてその原因は、住民参加型の地域開発

促進にかかる関係者の能力不足にあると認識され、そのためインセンティブや資源供与

よりも能力強化研修が重視された。 

4）包括的思考＞セクター思考： 

CDPのCF研修や活動ではコミュニティを包括的かつ住民の視点から理解することに努

め、コミュニティ／住民が自らのもつ資質、対処すべき優先課題を特定し、解決策を模

索するよう促した。 

5）経験的学習アプローチ＞ブループリントアプローチ： 

CDPでは関係者が決められたことをこなす能力以上に、現実のなかで変化していく状

況や課題に柔軟に対処できる能力を培うことを目指した。 

 

（2）教訓と検討事項 

上記の特徴をもつCDPは、プロジェクトに対する相手国側の様々なレベルでのオーナー

シップ、自助努力、資源投入を促すものとして、また州により違いはあるものの、C/Pのイ

ニシアティブにより、PA対象地域を超えたインパクトをだしつつある。しかし、類似アプ

ローチの他地域や、他事業への導入が即同様の効果やインパクトを生むかどうかについて

は、未知数の部分もあり、そうした点について早急、かつ慎重な整理・検討が必要である。
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以下の教訓及び検討事項を列挙する。 

1）達成すべき目標、及び出口戦略の明確化： 

階層別集団研修後の展開に関しては、C/Pのイニシアティブを尊重する案件とはいえ、

実施期間中に達成すべき目標やJICAの出口戦略については、事前評価時点で詳細の設定

は難しくとも、少なくとも中間評価時点では、具体的に明示することが重要である。 

2）計画段階からの中央政府の巻き込みの重要性： 

一地域の能力開発案件とはいえ、その効果の持続性担保や、他地域への波及を念頭に、

案件形成の初期段階から、継続的に中央政府の関係部局を巻き込んだ活動展開や戦略が

必要である。 

3）ICTの有効活用： 

広範囲にわたる能力強化案件の場合、開発途上国で急速に普及している携帯端末など

ICTをより有効に活用し、研修教材等もデジタル化やオンライン化し、場合によっては、

市場を介してそうした研修に対する広範な需要を満たすことも重要である。 

4）CDPのアプローチが功を奏する社会的文脈特定の必要性と地域の専門家の活用： 

CDPのアプローチの導入がそれなりの効果をあげるためには、そうしたアプローチへ

のニーズやそれを実施可能とするいくつかの、社会的条件が前提になると推察される。

当該アプローチとインドネシアや、スラウェシの置かれた状況を整理することにより、

他地域への同様のアプローチ導入の的確性や、可能性などを検討する判断材料を提供す

ることが肝要と考える。 

5）CDPのアプローチの相対化とその有効性の再検証の必要性： 

PAなど具体的事業に関しては原則「金を出さない」アプローチは、様々な分野で実施

されている「ブロックグラント」方式のプロジェクトの対極をなす。当該アプローチに

ついては、相手国側の自助努力やオーナーシップを醸成し、よってある面での持続性を

高めるものとして評価できるが、その効果や適応可能性については、ブロックグランド

方式の類似案件とともに分析・評価し、それぞれの比較優位性、適用が望まれる事業や

社会的条件を特定することが望ましい。そのため第三者による比較研究の実施、その前

提となる分析枠組みや、指標設定等が早期に検討される必要がある。 
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評価調査結果要約表（英文） 
 

１．Outline of the Project 

Country：Indonesia Project title：Sulawesi Capacity Development Project 

Issue/Sector： 

Poverty Reduction / Regional 

Development 

Cooperation scheme：Technical Cooperation Project 

Total cost (as of evaluation)：JPY 409 Million  Division in charge：Indonesia Office 

(Makassar Field Office) 

Supporting Department：Economic 

Infrastructure Development Department 

Partner Country’s Implementing Organization：Ministry of 

Home Affairs (Center for Management of Overseas 

Cooperation), BAPPENAS (Directorate of Regional 

Development), BAPPEDA in 6 Provinces in Sulawesi 

Supporting Organization in Japan： 

Nihon Fukushi University 

Period of Cooperation(R/D signed on 

7 August 2007)： 

16 September 2007-15 September 2010 

(3 years) 
Related Cooperation：Northeastern Indonesia Regional 

Development Program 

１－１ Background of the Project 

Since 1999, Indonesian political system has been decentralized. Enactment of Laws No. 25 and No. 32 

of 2004 regarding development planning system and regional autonomy respectively indicates that 

national development planning should be implemented by central, provincial, and district/city 

governments based on the roles and functions as prescribed in the aforesaid laws.  

Under such circumstances, the role as coordinator and intermediate policy channel in a new bottom-up 

policy process to district/city governments while maintaining consistency with national development 

plan is required for provincial governments. For district/city governments, on the other hand, the role to 

execute bottom-up regional development planning and implementation reflecting communities’ needs is 

required.  

Thus, 6 provincial governments of Sulawesi requested a Technical Cooperation Project which 

promotes regional development based on local governments’ initiatives. In response to this request, 

Sulawesi Capacity Development Project (hereinafter referred to as CDP) which aims to establish 

collaboration mechanisms among the stakeholders of regional development in 6 provinces in Sulawesi 

has been implemented.  

Related Technical Cooperation Projects are as follows：Empowerment of the Poor in South Sulawesi to 

Support Poverty Alleviation Program (1997-2002); Regional Development Policies for Local 

Government (2001-2005); Project for Human Resource Development for Local Government (HRDLG) 

(2002-2007); Community Empowerment Program with Civil Society (PKPM) (2004-2006). 

 

１－２ Project Overview 

CDP aims at strengthening the capacity of the stakeholders for regional development in establishing 

collaboration mechanisms among the stakeholders in Sulawesi. CDP has attempted to strengthen the 

capacity of the stakeholders at provincial and district levels (i.e. 1) policy makers; 2) planners; 3) 

community facilitators (e.g. NGO staff)) through the implementation of 1) a series of trainings; 2) pilot 

activities (PA); and 3) sharing experiences.  
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(1) Overall Goal 

Regional developments in Sulawesi with local initiative under the collaboration of stakeholders are 

promoted. 

(2) Project Purpose 

The capacity of stakeholders for regional development in Sulawesi is strengthened and the 

mechanisms of collaboration among stakeholders are developed. 

(3) Outputs 

Output 1：The planning capacity of stakeholders for regional development is enhanced through their 

understanding of its process of planning and implementation. 

Output 2：The management capacity of stakeholders for regional development is developed through 

experience of pilot activities. 

Output 3：Function of Provincial Implementation Commettee (PIC) to share experiences in each province 

is strengthened and sharing information among 6 provinces and in other regions is promoted. 

(4) Inputs (as of evaluation) 

Japanese side 

Long-term 

Expert 

111 MM Short-term 

Expert 

28 MM 

Trainees 

received 

42 persons In-Country 

Training 

315 persons 

Equipment 6 vehicles Local cost IDR 11,400 million 

Indonesian Side 

Counterpart 2 in each of the 6 provinces 

(Head Provincial 

BAPPEDAand Focal Point 

of PIC)  

Office 

Facilities 

1 office/province, total of 6 

Local Cost IDR 12,400 million (total of 6 provinces and 11 districts/cities) 
  

２．Evaluation Team 

Team Leader 

 

SASAKI Takahiro 

 

Deputy Director General, Southeast 

Asia I & Pacific Department, JICA HQ

Participatory 

development/Regional 

development 

SUGAWARA Suzuka Senior Advisor (Poverty reduction), 

JICA HQ 

Evaluation Planning 1 SUZUKI Sachiko Project Formulation Advisor, JICA 

Indonesia Office (MFO) 

Evaluation Planning 2 SETO Noriko Researcher, Southeast Asia I & Pacific 

Department, JICA HQ 

Evaluation Analysis 1 MINAGAWA Yasunori System Science Consultants Inc. 

Members of 

Japanese 

Evaluation 

Team 

Evaluation Analysis 2 KUMAZAWA Ken Almec Corp. 

Ms. Emiyarti Staff, Center for Overseas Cooperation 

Administration, Ministry of Home 

Affairs 

Indonesian 

Authorities 

Concerned 

Mr. Zamhir Islamie Staff, Directorate General of Regional 

Development, Ministry of Home Affairs
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Period of 

Evaluation 

From June 27 to July 31, 2010 Type of Evaluation：Terminal  

 

３．Results of Evaluation 

３－１ Progress of the Project 

(1) Achievement of Project Purpose 

As of terminal evaluation, no case of established collaboration mechanism has been found. However, 

it is highly likely that at least 6 cases of collaboration mechanism will be established in the target 

districts if CDP is extended its cooperation period for 2 years.  

(2) Achievement of Outputs 

1) Output 1 (3-laryered trainings) 

CDP has conducted a series of trainings to 3 layers of the stakeholders of regional development, 

namely Policy makers, Planners, and Community Facilitators (CFs) (the participants amount to 315), and 

the concept is well understood by the participants. The number of action plans developed though 

collaboration with other stakeholders are 16 (7 action plans are already authorized and the remaining 9 

are under preparation), The number of training programs which utilizes the experiences obtained through 

PA amount to 23. Development plans have been developed or revised in 38 villages in 5 districts. The 

number of spontaneous activities conducted by the alumni of trainings amount to 42. Additionally, 

follow-up trainings have been conducted by provincial and district governments with the support of CDP 

(the participants amount to 1,268).  

 

2) Output 2 (Practice：PA) 

PA aims to strengthen the management capacity of the stakeholders through their collaboration. The 

progress among the 29 target districts are as follows： 

Preparation for authorization：9 districts 

Implementation：7 districts (of 2 are in the process of institutionalization) 

 

3) Output 3 (Sharing experience) 

Aside of 7 PAs, CDP conducted Good Practice Case Studies of 6 cases for analysis and sharing. In 

addition, CDP has established the website, published newsletter (up until volume 8), and produced 3 

documentary films. Number of inquiries from non-target regions is as follows：4 from outside of 

Sulawesi, 5 from the non-target districts/citiesin Sulawesi.  

 

３－２ Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

  For the following reasons, the relevance of the Project is considered to be very high. 

In Indonesia, since the revised Local Autonomy Law No.32 and National Development Planning 

Law No.25 were enacted in 2004, the decentralized system has been promoted. These laws stipulate local 

government's initiatives, participatory and bottom-up approach as the requirements of planning process 

for regional development. The approach of the Project is corresponding to the development policy of 

Indonesia. Furthermore, the Project has close relevance to the major issues stipulated in the newly 

developed Mid-Term National Development Plan (RPJMN 2010-2014) such as Agenda V of 

Development Agenda：Inclusive and Equality Development. The agenda mentioned that involvement of 

the community in the development process become a very important component. According to the 

interviews conducted for the final evaluation, most people indicated that one of the unique advantages of 
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this Project's capacity development approach is to mobilize locally available resources and capacity 

towards development of the community, instead of resource-input orientated approach. They gave high 

marks for comprehensive approach of this Project which involves all the stakeholders in a local society, 

which is different from the conventional target group approach. 

Japan's Country Assistance Strategy (CAS) includes "Creating a Democratic and Equitable Society" as 

one of three main pillars which deals with poverty reduction as one of its approaches. Under the pillar, 

the Northeastern Indonesia Regional Development Program was formulated, corresponding to the policy. 

This Project is recognized as a main project in the Program since then.  

Additionally, the fact that CDP has fully utilized the experiences and assets obtained through JICA’s 

technical cooperation projects of the past shows the appropriateness of methodology.  

Furthermore, CDP has applied the self-selection principle (i.e. each PIC selects their target districts), 

which has contributed to create a sense of ownership of PIC thus contributed to relatively smooth 

coordination between the provincial and district governments throughout the project period. Therefore, it 

can be concluded that the selection of target areas was appropriate. Nevertheless, even though the 

Project’s nature is to fully respect the initiatives of the partners, PIC (and district governments as well) 

should be accountable for the selection criteria (e.g. poverty rate) 

 

(2) Effectiveness 

 For the following reasons, the effectiveness of the Project is considered to be high. 

    Output 1 (trainings) and Output 2 (PA) has contributed to the changes of the stakeholders as 

follows：firstly, the change of awareness (i.e. realizing eachother’s roles), secondly, the change of work 

attitude (i.e. government officers began fact-based planning through on-site observation), thirdly, the 

change of system (i.e. in an attempt to materialize CDP approach, provincial and district BAPPEDAs 

have improved Musrenbang). Additionally, Output 3 (sharing experiences) has contributed to further 

improvement of PA.  Out of 29 districts in 6 provinces, follow-up activities are taking place in 26 

districts (those whose PAs have been authorized by the PIC and the Project Team are 7 districts. 9 

districts are in the process of preparing for their PAs. In addition, there are 13 districts whose progresses 

are still at individual level.), which shows CDP approach’s effectiveness. However, even the 

“forerunner” 2 districts are still in the process of institutionalization and they need time for the stage of 

regular operation and establishment. Consequently, even though the project purpose has not been 

achieved yet, a certain degree of outputs have been achieved in capacity development, CDP approach is 

considered to be effective.  

     On the other hand, however, it is important to disseminate the outpus towards external parties. 

Furthermore, it is equally important to further verify its effectiveness through comparison and compiling 

lessons learned in the course of formulating and implementing similar projects. 

According to the interviews, it was confirmed that concepts which were emphasized in the three 

layered trainings of the Project (namely Seminar for Policy Makers, Training for Planners, and Training 

for CFs), such as bottom-up approach, participatory approach, fact-based, RON (Resources, 

Organization and Norm), matches the participants' concerns and the participants' reactions were very 

positive. Furthermore, the following cases were also reported：1) community, government, and NGO 

make collaboration based on mutual understanding of each stakeholders’ responsibility and role (change 

of perception on stakeholders' roles); 2) When a government receives a request or consultation from a 

community or NGOs, they try to visit a site and take fact-based response (change of attitude for 

working); 3) BAPPEDA of local governments are considering CDP approach for the improvement of 

Musrenbang which is one of planning process with bottom-up approach (change of system).  



xv 

(3) Efficiency 

 For the following reasons, the efficiency of the Project is considered to be high. 

The outputs of Output 1(three layered trainings) and Output 3 (sharing information) have been 

achieved as planned. As for Output 2 (PA), though activities for forming PA were carried out in almost 

target districts, the progress varied widely. 

 

1) Contributing factors 

a) CDP’s concept, including bottom-up approach emphasized in the three-layered trainings matched 

with the needs of the development of individual, organizational, and societal levels in time of regional 

autonomy in Indonesia.  

b) The consistency of attitude not to provide funding for their activities has contributed to raise the 

strong sense of ownership of the stakeholders.  

c) The experience, know-how, and asset of past Technical Cooperation Project were fully utilized. 

 

2) Interference factors 

a) The activities of some of the training alumni remained at individual level due to personnel transfer 

in relation to the elections of heads of local governments.  

b) The planned budget for PAs was cut and allocated to the activities related to the elections of heads 

of local governments. 

 

(4) Impact 

For the following reasons, the impact of the Project is considered to be large.  

If it will be going as present, it is expected that the number of development projects/programs utilizing 

local resources and characteristics will be increased. On the other hand, for target districts with small 

progress in designing and implementing PA, an organization needs to be established which will be able 

to implement additional trainings and provide necessary facilitation in place of the CD Project Team.  

Additional trainings organized by local governments were implemented in eight (8) districts in two (2) 

provinces (North Sulawesi and Gorontalo) and the number of participants was 1,268 persons in total. 

Since the number of participants in trainings by CD Project is 315 persons in total, four time the 

participants of basic trainings by the Project became beneficiaries of that of local governments. 

Influence to other donors' projects/programs was also confirmed in the interviews that the participants 

of CF trainings organized by the Project as well as by local governments' initiative are working as 

facilitators for those projects/programs. 

Post-training activities were identified in 26 districts out of 29, both authorized and not authorized as 

PAs, meaning that the project has benefited 90% of the target districts.  

 

(5) Sustainability 

 For the following reasons, the sustainability of the Project is considered to be medium. 

1) Policies and systems 

Each provincial government is planning to continue training programs introduced by CDP, including 

the trainings for planners and CFs. In addition, they plan to conduct dissemination of CDP activities 

through BAPPEDA forum, and consultation to non active target districts. Furthermore, provincial 

governments have their own development plans and are considering the application of CDP approach in 

implementing those programs. However, provincial governments’ capacity is not enough to conduct 

those activities by themselves, thus the support from CDP is still required.  
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2) Organizational and financial aspects 

The function of PIC such as the promotion of participatory approach, coordination with district 

governments, and monitoring and evaluation of activities in CDP are needed to be internalized into the 

function of BAPPEDA. PICs have action plans to sustain CDP approach and their ownership is very 

strong. 

 

3) Technical aspect 

The contents of 3-layered-training is well-accepted by the Indonesian side, with revisions depending 

on the needs. On the other hand, the function played by POs in each province (e.g. training resource 

person, consultation) is significant and how to ensure that function needs to be considered.  

 

4) Others 

Regarding training lecturers, for Planners Training, the number of participants to JICA's PLSD 

Training in Japan has been increasing steadily in Indonesia. For CF Training, some capable CFs have 

been trained in the CDP and a training guideline for TOT for master facilitators has been secured by the 

CDP. An organizational set-up will be required in order to ensure sustainability and expansion of the 

training activities in the future. Additionally, finding a breakthrough for introducing CDP approach to 

other regions or programs is required as a measure to replicate CDP approach.  

 

３－３ Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to Planning 

1) CDP approach which matched with local needs 

The concept emphasized in the 3-layered trainings, including bottom-up approach, participatory 

approach, fact-based, and RON (Resource-Organization-Norm), and so on, was fit to the needs of 

developing individual, organizational, and societal system capacity in the process of consolidating 

regional autonomy in Indonesia.  

2) Utilization of experience, know-how, and asset of similar Technical Cooperation Projects (TCP) 

The full utilization of the assets (human resources, training modules, human network) and its 

experiences and lessons learned from the 4 TCPs mentioned in 1-1. Has contributed to smooth 

implementation of the project operation.  

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1) Consultation through the establishment of PICs and staffing of POs 

The establishment of PICs in each province, endorsed by governors’ instruction as well as the staffing 

of POs in each province for ensuring good coordination between the CDP team and PICs is considered 

a contributing factor for facilitating project activities as a whole. In addition, the employment of a 

national expert (expert for community development) as a peer of Japanese experts has contributed to a 

smooth communication between PICs and POs and timely consultation to target districts. This allows 

consistent activities among the CDP team, provincial PICs, and target districts.  

 

３－４ Factors that impeded realization of effects  

(1) Factors concerning to Planning 

1) Protracted PA formulation process 

 Prior to the implementation of a PA, in flow of Training => Action Plan Development => PA, the plan 
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is required an authorization from PIC and the CDP team. Especially, it took fairly long time to acquire 

activity budget from local governments. This means that the implementation of all the PAs were possible 

only after year 2009. As a result, it turned out to be difficult to complete the CDP process within the 

planned project period of 3 years.  

 

2) Limited number of CFs 

The number of training participants for CFs was 1 per district (cf. 5 for planners training) and this 

could be the bottleneck of formulating PAs. However, in some districts, they tried to increase the number 

of CFs by conducting additional CF trainings of their own.  

3) Insufficient strategy on training management in the future 

Regarding training lecturers, for Planners Training, the number of participants to JICA's PLSD 

Training in Japan has been increasing steadily in Indonesia. For CF Training, some capable CFs have 

been trained in the CDP and a training guideline for TOT for master facilitators has been secured by the 

CDP. An organizational set-up will be required in order to ensure sustainability and expansion of the 

training activities in the future. Nevertheless, it has not been considered thoroughly as of terminal 

evaluation.  

4)Insufficient involvement of the central government from the planning stage 

Central government should have been properly involved from the planning stage in order to make a 

replication process to other regions easier. However, the Project has not built partnership with central 

government other than regular reporting by the experts.  

 

On top of all above issues, the following should be noted. 

5)Unclear project purpose 

Due to the nature of the Project i.e fully respect counterparts’ initiatives hence it can be hard to predict 

or control the post-training activities. Nevertheless, the state of things as to “who” and “what” become 

“how” mean achieving project purpose was unclear to the third party.  

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1) Influence of personnel reshuffle due to elections of local heads of government and appropriate 

selection of training participants 

In some target districts, the planned activities were interrupted caused by transfer of trained personnel 

or their superiors to other positions due to the elections of local heads of government which resulted in 

the distraction of human network which shares CDP approach.  

In addition to ①the following should be noted： 

②Limited seats were available for relevant Dinas other than BAPPEDA;  

③lack of promptness of technical support in PA in some cases;  

④as for non-responsive districts, in addition to the distraction of human network due to 

the influence of local elections mentioned 1), those districts became politically instable 

for a few years prior to and after the elections; and 5)the support from JICA’s 

headquarter (Economic Infrastructure Developmet Department) was limited.  

 

３－５ Conclusion 

The evaluation results by 5 criteria is as follows: 

(1) Relevance 

It is considered very high from all aspects (needs, policy priority, appropriateness of methodology, 
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selection of target areas). 

(2 )Effectiveness 

The Outputs have not been sufficient to achieve the project purpose; however, the Outputs have 

contributed to the capacity development of the counterparts to a certain degree. Consequently, its 

effectiveness is considered high.  

(3) Efficiency 

Although the achievement of Output 2 (PA) varies from district to district, Output 1 (trainings) and 

Output 3 (sharing experiences) have been achieved as planned. In addition, the ratio of the cost borne by 

the counterparts is high and the assets of JICA’s cooperation in the past have been fully utilized. 

Consequently, its efficiency is considered high. 

(4) Impact 

As currently ongoing PAs progress, the number of regional development programs initiated by the 

regions is expected to increase. Additionally, the multiplier-effect is large as shown by the fact that the 

total number of people benefited from the training programs replicated by regional governments is 4 

times the number of people originally trained by CDP. Consequently, its impact is considered to be large. 

(5) Sustainability 

There are points of concerns from all the aspects of policies and systems, organizational and financial, 

technical, and replicability. Consequently, its sustainability is considered to be medium.  

 

Based on the above evaluation results, although CDP has made substantial progress with numerous 

positive impacts which were unforeseen at the beginning of CDP, CDP has not yet completely achieved 

the project purpose. In addition, the GoI requested the Team to replicate CDP to other regions. Moreover, 

there is a concern regarding the sustainability due to lack of organizational set-up which can play the 

function CDP has been playing so far. Consequently, the team recommends extending the duration of 

cooperation for 2 years. The following points should be taken into consideration during the extension 

period.  

- There will be remarkable outputs and certain amount of PA to be realized within next 3years. The 

CDP shall provide proper consultation to each PA. While PA will be implemented properly, the CDP 

should show tangible results to promote the CDP concept efficiently. 

- To provide qualified training is one of the key for sustainability of the CDP. The proper institution to 

hold CDP approach will be considered during extension period. 

- The lessons learned from experience of the “forerunner” targeted districts will be documented and 

disseminated to the other districts. 

- There is demand for application of the CDP approach developed in Sulawesi. The replicability of the 

CDP will be considered as trial cases at the extension period. 

 

３－６ Recommendations 

    Following the conclusion which ends with a proposal for the extension of the project for two more 

years, the team presents a series of recommendation considering smooth project termination in 2 years 

time, especially in terms of effectiveness, sustainability, and impacts.  

(1) Inclusion of new tasks in CDP which should be carried out during the extension period：

‘Glocalization’ of Sulawesi CDP 

 

1)Positioning of the extension period：Not only aiming at the achievement of the project purpose, but it 

also aims to implement the project through further utilization of human and institutional resources in 
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Indonesia (Localization of CDP operation) and  dissemination of CDP approach (Globalization of 

market for the CDP approach). 

2)New Tasks during the extension period: 

- Preparation of strategy for creating enabling organizational set-ups. This includes consideration of a 

possibility and feasibility to establish ‘CD Resource Bank’ (a tentative name) which will play a core 

role in providing training and consultation services on the CDP approach. 

- Drawing of lessons learned on the CDP processes and experiences with identification of promoting 

and inhibiting factors. These lessons will provide valuable inputs for similar projects in future. 

- Identification of measures for replication of the project outputs in six provinces in Sulawesi and 

other regions 

- Attempt for introducing the CDP approach to other regions outside Sulawesi and/or in other 

community/regional development or sectoral programs/projects. 

(2) Implementation of more effective and efficient CDP (all towards CDP except 8) 

1) Implementation of TOT on CF trainings and PLSD trainings by CDP 

2) Selection of appropriate personnel for the trainings 

3) Provision of trainings to Dinas and Community Empwerment Board personnel 

4) Timely and appropriate technical support to PA 

5) Considering changing target districts 

6) Better utilization of ICT for monitoring, evaluation and consultation 

7) Consideration of poverty rates as one of the criteria for selection of CF activity village as a part of 

PA 

8) Change of supporting department at JICA HQ：Economic Infrastructure Development Dept → 

Public Policy Dept. 

(3) Exit strategy which ensures sustainability and replication 

1) Institutionalization of planners training and CF training conducted at provincial level (to 

provincial government) 

2) Cost sharing by provincial government for hiring resource persons for those trainings(to provincial 

government) 

3) Provincial government’s facilitation to ensure district governments’ commitment (to PIC) 

4) Conduct OJT (exposure) at village level to young staff members of regional governments (to 

provincial/district governments) 

5) Internalization and establishment of organizational set-up of PIC function after dissolution of PIC 

(to provincial BAPPEDA) 

6) Strengthening the relationship between CDP and central government institutions (to PIC) 

(4) Replication and expansion of CDP approach to other regions 

1) More systematic documentation of CDP experience and presentation of a quasi-policy paper to the 

central level (to PIC, CDP) 

2) Preparation of strategies for the establishment of ‘CD Resource Bank’ (tentatively named) by the 

project (to CDP) 

3) Sharing experiences and dissemination of CDP approach through utilization of social network 

services or provision of on-line training (to CDP) 

4) Expansion of the role of JICA-experts for collaboration with central government and donor 

institutions  

(5) Enhancement of collaboration with other programs for further verification of the effectiveness 

of CDP approach and dissemination (to CDP) 
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1)  Active involvement to decentralization donors’ working group  

2)  Collaboration with other provincial programs 

3)  Collaboration with National Program, PNPM among others 

4)  Collaboration with other JICA-assisted projects 

 

３－７ Lessons Learned 

 The characteristics of CDP, and the points of consideration in the process of formulation and 

implementation of similar projects are as follows: 

(1)Characteristics of CDP：”Project which does not bring in project” 

It is considered that the Project employs the philosophy of “Project which does not bring in project” 

and put emphasis on the following: 

1)Consultation rather than physical input of resources 

The Project made a considerable effort in trainings and consultation for establishing social 

preparedness before and during inputing resources in order that the resources are utilized in timely, 

efficient, and effective manner. To this end, the Project intentionally made it a precondition for the 

Indonesian side to bear necessary resources for implementing PAs.  

2)Self-help rather than aid 

CDP put emphasis on self-help at all levels – community, district, and province. Upon fulfillment of 

such a condition, then only can PA be implemented.  

3)Capacity development rather than provision of incentives 

CDP was designed based on the assumption that although the laws and regulations for bottom-up 

planning and implemention has been established, including Musrenbang, they are not functioning well 

and the bottleneck is a lack of capacity of stakeholder in promoting participatory regional development. 

Bsed on the assumption, capacity development was considered important rather than provision of 

incentives. 

4)Comprehensive minded rather than sector oriented 

CF trainings and activities were designed for CFs to facilitate a community to understand themselves 

comprehensively from their viewpoint which allows them to identify their own capacity and priority 

issues to be tackled and a solution towards those issues.  

5)Empirical approach rather than “blue-print” approach 

CDP aims to develop the stakeholders’ capacity to flexibly handle changing situations or issues in the 

real world in addition to the capacity to deal with their routines.  

 

(2)Lessons Learned and Points of Consideration 

 CDP with above-mentioned characteristics has promoted the ownership, self-help, and resource input 

from the different levels of the counterparts. In addition, it also has created impacts beyond target 

districts, although it varies from province to province. However, it is still unknown whether the 

application of similar approach can bring similar effects or impacts to other regions or other programs. 

Therefore, a consideration on the following points will urgently and thoroughly be required.  

1) Clarification of designated goal and exit strategy：The Project fully respects  the initiatives of 

counterparts hence the development of the post-training activities is up to the initiatives of 

counterparts. However, designated goal by the end of the cooperation period and JICA’s exit 

strategy should be clarified at the latest by the time of mid-term evaluation if it is hard to do so 

as of ex-ante evaluation.  
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2) Importance of central government’s involvement from the planning stage：Although the Project 

targets at the capacity development of a certain region, the involvement of related institutions 

of central government from the planning stage would be required in order to ensure the 

sustainability and replication to other regions.  

 

3) Better utilization of ICT：In case of a capacity development project which covers large regions, 

it is important to utilize mobile equipment which has been spreading out at among developing 

countries at an increasing speed, to make training modules available on-line or in digital 

format, or even fulfilling the broad range of training needs through the market.  

 

4) Identifying the social context which CDP approach proves effective：It is considered that the 

specific social conditions and the demands for such an approach would be the precondition in 

order that CDP approach works well. It is important to provide the means of verification of the 

feasibility of similar approach to other regions by analyzing CDP approach and the conditions 

in Indonesia or in Sulawesi. 

 

5) Relative verification of CDP approach and re-verification of its effectiveness：CDP, whose 

principle is not to provide funding for the activities planned by the counterparts, takes the 

opposite approach of common ‘block grant’ provision approach of projects. From CDP point of 

view, it can be effective way of promoting the ownership, self-help, hence ensuring 

sustainability. However, its effectiveness and replicability should be verified in a relative 

manner together with ‘block grant’ provision approach projects as to comparative advantages 

of each approach and specific type of projects or social conditions which is desirable to apply 

that approach. To this end, conducting a comparative study by the third party and the analytical 

framework and the indicators as the preconditions for conducting it should urgently be 

considered. 
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第１章 調査団の派遣 
 

１－１ 経緯と目的 

１－１－１ 経緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」においては、これまでの開発政策の実施により、

国全体としての国民の生活と福祉の質の向上に成功した一方で、特に西部インドネシア地域と

東部インドネシア地域の間の開発格差の拡大は顕著であり、政府が早急に取り組むべき課題と

して国家中期開発計画に示されている。 

また、新自治法32号法、及び国家開発システム法第25号法の成立に代表される、2001年以降

の地方分権化の流れのなかで、中央政府に代わって地方政府が地域開発の主体となることが定

められている。加えて、参加型開発計画プロセスが上記関連法令で定められており、州政府は、

国の開発計画との整合性を保ちつつ、県・市政府に対する調整を行うファシリテーターの役割

を果たすことが求められている。一方、県・市政府に対しては、住民のニーズをボトムアップ

で汲み取り、地域開発計画を立案し、実施する役割が求められている。しかしながら、長年に

わたるトップダウンの開発プロセスの影響は強く、地方行政が住民のニーズを汲み取り、開発

計画に反映させ実施する能力が充分ではない。 

6州からなるスラウェシ地域は、東部インドネシアにおける経済社会活動において、重要な役

割を果たしており、東部地域における開発の拠点となる可能性をもつ。各州が地理的に隣接し

ていることから、地方分権化、地方自治の枠組みのなかで地域開発に向けた地域間協力が期待

されており、その効果を最大化するためには、総合的な人材育成が重要課題である。 

JICAはこれらの課題に関連して、これまでに「スラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェク

ト（1997～2001年）」、「地域開発政策支援プロジェクト（2001～2005年）」、「地方行政人材育成

プロジェクト（2002～2007年）」、「市民社会の参加によるコミュニティ開発プロジェクト（2004

～2006年）」等をスラウェシ6州を含めた地域で実施し、地方分権下における地域開発に関する

知見が各地域に蓄積され、かつ、「インドネシア」側関係者・機関における人材が育成されてき

ている。他方、これらプロジェクト成果は、関係者個人の能力向上に限定されているケースや、

計画の実践を伴わないケースもあった。関係者間のリンケージに基づく協働、及び地域間の連

携を強化していくことにより、地域開発推進の基礎を強固なものとするとともに、これまでの

協力効果を面的に広げていくことが肝要である。 

こうした状況下、JICAは、2007年9月から2010年9月までの3年間の計画で、関係者相互の協議・

調整に基づき、地域の資源提供・活用に基づいた地域開発を行うための関係者の能力向上を目

指し、スラウェシ6州において、「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」（以下、本プロジ

ェクト）を実施してきた。2009年5月には、中間レビュー調査が行われ、プロジェクトの妥当性・

効率性が高いことが評価された一方、モニタリング・評価の手法や、枠組みの開発が課題とし

て挙げられた。加えて、研修・計画・実践・制度化の一連のプロセスをフォローするため、協

力期間の延長が提言された。当初予定していた事業実施期間が、9月に終わるため、本プロジェ

クトの終了時評価を行い、実績に基づいて妥当性・効率性・有効性を検証し、プロジェクト目

標の達成度を測るとともに、中間レビューにて提言された協力期間の延長について検討する。 
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１－１－２ 目的 

（1）計画達成度の評価 

これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達

成度を確認する（実績、実施プロセス、因果関係）。その際、中間レビュー調査時に改訂さ

れたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）指標に沿って

データ収集を行う。また、成果・目標の達成度を測るためにその他必要な指標があれば追

加し、関連データを収集する。 

（2）5項目評価 

計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、プロジェクト・チーム、インドネシア側関係者とともに、プロジェクトの終

了時評価を行う。 

（3）第三者による評価 

JICAによる終了時評価に先行し、第三者による評価を実施（インドネシアハルロレオ大

学研究者への委託）し、特に、1）定量的変化、2）キャパシティ・デベロップメントにか

かる形式知化の進度、及び3）他地域への普及展開の可能性、の3点について検証を行う。 

（4）今後の協力について 

上記（1）～（3）の評価結果に基づき、先方の自立的な取り組みを促すための提言を取

りまとめ、今後のインドネシアでの取り組みや、JICAの類似案件に役立てる。中間レビュ

ー結果、並びに協力期間終了までに日本、インドネシア双方で合意したプロジェクトの成

果発現、及び目標達成は困難な状況であることを踏まえ、協力の延長是非を判断する。な

お、具体的な延長期間及び必要となる活動については、目標達成に至らなかった原因等を

詳細に分析したうえで、終了時評価において明確にすることとする。 

 

１－２ 調査団構成・日程 

１－２－１ 調査団員構成 

日本側 

担当分野 氏 名 所 属 調査期間 

団長・総括 佐々木 隆宏 JICA東南アジア第一・大洋州

部次長 

2010年7月18日～31日 

参加型開発/地域開発 菅原 鈴香 JICA国際協力専門員（貧困削

減） 

2010年7月19日～31日 

連携促進/協力企画2

 

瀬戸 典子 

 

JICA東南アジア第一・大洋州

部東南アジア第一課 

2010年7月18日～31日 

 

協力企画1 

 

鈴木 幸子 

 

JICAマカッサル・フィール

ド・オフィス 企画調査員 

2010年6月27日～7月31日

 

評価分析1 皆川 泰典 株式会社システム科学研究所 2010年6月27日～7月31日

評価分析2 熊沢 憲 株式会社アルメック 2010年6月27日～7月31日
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インドネシア側 

氏 名 所 属 調査期間 

Ms. Emiyarti Center for Overseas Cooperation 

Administration, Ministry of Home Affairs 

2010年7月20日～23日 

Mr. Zamhir Islamie Directorate General of Regional 

Development, Ministry of Home Affairs 

2010年7月27日 

 

１－２－２ 調査日程 

   評価分析1 評価分析2 総括・参加型開発/協力企画

26 土    

27 日 
ジャカルタ/マカッサルへ 
移動 

ジャカルタ／マカッサルへ 
移動 

 

28 月 
マカッサル･フィールド･オフ

ィス（MFO）にて打合せ 
MFOにて打合せ 

 

29 火 
タカラール県（南スラウェシ

州）視察 
タカラール県（南スラウェシ

州）視察 
 

6月 

30 水 
マムジュ/マジェネ（西スラウ

ェシ州）へ移動 
マナド（北スラウェシ州）へ

移動 
 

1 木 

政策決定者、計画官、及び村

民へインタビュー（西スラウ

ェシ州：マジェネ県） 

政策決定者、計画官、ファシリ

テーター（CF）へのインタビ

ュー（北スラウェシ州：北ミナ

ハサ県） 

 

2 金 
PIC、プロジェクトオフィサー

（PO）へインタビュー（西ス

ラウェシ州：マジェネ県） 

州実施委員会（PIC）へインタ

ビュー（北スラウェシ州：ボラ

アンモゴンドウ県） 
 

3 土 マカッサルへ移動 マカッサルへ移動  

4 日 
ワカトビ県（南東スラウェシ

州）へ移動 
資料整理  

5 月 

政策決定者、計画官、CF、村

民へインタビュー（南東スラ

ウェシ州：ワカトビ県） 

パル/パリギモウトン県（中部

スラウェシ州）へ移動 
ワーキンググループ（WG）へ

インタビュー（中部スラウェシ

州：パリギモウトン県） 

 

6 火 

政策決定者、CF、ハサヌディ

ン大学村落開発修士コース受

講生、村民へインタビュー（南

東スラウェシ州：ワカトビ県）

政策決定者、計画官、CF、村

民へインタビュー（中部スラウ

ェシ州：パリギモウトン県）
 

7 水 

クンダリ（南東スラウェシ州）

へ移動 
PIC、POへインタビュー 

パル市（中部スラウェシ州）へ

移動 
政策決定者、計画官、PIC、POへ

インタビュー（中部スラウェシ

州：トジョウナウナ県、パル市）

 

8 木 マカッサルへ移動 マカッサルへ移動  

9 金 団内協議 団内協議  

10 土 資料整理 資料整理  

11 日 資料整理 資料整理  

12 月 団内協議 団内協議  

7月 

13 火 

タカラール県（南スラウェシ

州）へ移動 
政策決定者、計画官、CF、研

修参加者へインタビュー（南

スラウェシ州：タカラール県）

ポフワト（ゴロンタロ州）へ

移動 
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14 水 

政策決定者、計画官、CFへイ

ンタビュー（南スラウェシ

州：スラヤール県、シドラッ

プ県） 

政策決定者、計画官、CF、及

び村民へインタビュー（ゴロン

タロ州：ポフワト県） 
 

15 木 

PIC、PO、参加型地域社会開発

（PLSD）インスティトゥート

へインタビュー（南スラウェ

シ州） 

POへインタビュー（ゴロンタ

ロ州：ポフワト県） 
 

16 金 資料整理 
ハサヌディン大学村落開発修

士コース受講生、CFへインタ

ビュー（ゴロンタロ州） 
 

17 土 資料整理 マカッサルへ移動  

18 日 資料整理 資料整理 
ジャカルタへ移動 （佐々木、

瀬戸） 

19 月 資料整理 資料整理 

内務省、貧困削減地方インフ

ラ開発事業（RISE）コンサル

タ ン ト 、 国 家 開 発 企 画 庁

（BAPPENAS）との協議 
大使館報告 
マカッサルヘ移動 
ジャカルタ /マカッサルへ

移動（菅原） 

20 火 団内協議 団内協議 団内協議 

21 水 ミニッツ準備 ミニッツ準備 
パル/パリギモウトン県（中部

スラウェシ州）へ移動 

22 木 ミニッツ準備 ミニッツ準備 

政策決定者、計画官、CF、及

び村民へインタビュー（中部

スラウェシ州：パリギモウト

ン県） 
パル市へ移動 

23 金 ミニッツ準備 ミニッツ準備 
政策決定者、PICへインタビ

ュー 
マカッサルへ移動 

24 土 ミニッツ準備 ミニッツ準備 団内協議 

25 日 ミニッツ準備 ミニッツ準備 ミニッツ協議 

26 月 ミニッツ準備 ミニッツ準備 ミニッツ協議 

27 火 PICへのミニッツ案共有 

6州BAPPEDA長官とのミニッツ署名 
28 水 

  ジャカルタへ移動 

29 木 
資料整理 資料整理 内務省、世界銀行、

BAPPENASとの協議 
ジャカルタ発（佐々木） 

30 金 

ジャカルタへ移動  / ジャカ

ルタ発 
ジャカルタへ移動 / ジャカル

タ発 
オーストラリア国際開発庁

（AusAID）との協議、インド

ネシア事務所報告 
ジャカルタ発 

7月 

31 土 日本着 日本着 日本着 

 

１－３ 調査方法 

終了時評価調査は、「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）」に基づき、以下の手順で実施され

た。 

（1）2007年8月7日付でJICAとスラウェシ6州、スラウェシ州の地域開発計画庁（Badan Perencanaan 
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Pembangunan Daerah：BAPPEDA）長官との間で締結された討議議事録（Record of Discussion：

R/D）にあるPDM、及び中間レビュー調査報告書、プロジェクト・チーム作成資料に基づいて、

終了時評価のための評価グリッドを作成する。 

（2）関係者への質問票・インタビュー、本調査に先行して実施された第三者評価調査（インド

ネシアハルオレオ大学研究者に委託）を含む、いくつかのデータ収集方法を通じ、入手した

情報をもとに、これまでの本プロジェクトの実績（投入、アウトプット）及び実施プロセス

（活動、マネジメント体制）を検証する。 

（3）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の5項目から、本プロジェクト

の活動状況を評価する。 

（4）上記の作業を通して、本プロジェクトの今後の協力に関する提言を行う。 

なお、評価5項目の内容は以下のとおりである。 

 

評価5項目 評価の視点 

妥当性 
当該国の開発政策、現場のニーズに対して、本プロジェクトのア

プローチはどの程度妥当か。 

有効性 

活動と成果を通じて、プロジェクト目標がどの程度達成されてい

るか、また、いかに効果的に達成されているか。 

特に、本プロジェクトのアプローチの有効性を評価する。 

効率性 
プロジェクトへの投入資源がいかに有効に活用され、活動及び成

果につながっているか。 

インパクト 
プロジェクトの実施により、長期的、間接的効果や波及効果がど

の程度であるか。 

自立発展性 

外部支援が終了したあとに、プロジェクトの成果を維持・発展で

きるかを、政策・制度面、組織・財政面、技術面、そして普及可

能性の側面から検証する。 

 

１－４ 主要面談者 

１－４－１ インドネシア側関係者 

＜ジャカルタ＞ 

（1）内務省援助調整局（AKLN） 

・Drs. Nuryanto, MPA 援助調整局長 

・Trisulo Budi 二国間協力課長 

・Marlina Agus Setyaningsih, Dra 二国間協力課職員 

・Emiyarti 援助調整局 職員（現地調査同行） 

（2）内務省地域開発局（Bangda） 

・Drs. Eka Atmaja B. Murp 地域開発局 課長 

・Heru Tjahyonu 地域開発局 セクション長 

・Nyimas Dwi K 地域開発局 セクション長 

・Zamhir Islamie 地域開発局 職員 
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（3）内務省村落開発局（PMD） 

・Imran 村落開発局 セクション長 

（4）国家開発企画庁（BAPPENAS）二国間協力局 

・Kennedy Simanjuntak 二国間協力局長 

（5）国家開発企画庁（BAPPENAS）地域開発局 

・Sumedi 地域社会経済分析課長 

 

＜スラウェシ地域＞ 

1）ゴロンタロ州 

Prof. Dr. Ir. Hj. Winarni Monoarfa, 

MS 

州BAPPEDA局長 州実施委員会/政策決定者（本

邦研修参加者） 

Ir. Aryanto Hussain, MMP 州BAPPEDA経済部長 州実施委員会/フォーカルポ

イント（PLSD本邦研修参加

者） 

Nana Yuliana Enggoa, SS 州BAPPEDA開発経済・協力

課長 

州実施委員会（計画間研修参

加者） 

Israwanto Masia 州BAPPEDA職員 UNHAS修士コース参加者 

Siswan NGO CF研修参加者 

・ポフワト県 

Irfan Saleh, S. Pt 県BAPPEDA計画課長 計画官研修参加者 

Lahmudin Laparaga BAPPEDA長官 政策決定者 

Sridayani, Husain Abdul Wahid, 

and Narti 

NGO CF研修参加者 

Ram Botutihe マレノ村長 住民代表 

Rony コミュニティ・リーダー 住民代表 

2）中部スラウェシ州 

Drs. Rais Lamangkona MT 州BAPPEDA局長 政策決定者 

Ir. CH. Sandra, T, MTP 州BAPPEDA経済部長 州実施委員会委員長 

Drs. M. Ramlan Yunus, Msi 州BAPPEDA経済二課長 州実施委員会事務局長 

Anwar Djanggola, SE/Rivan 

Burase 

州BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

PICメンバー 

・パリギ・モウントン県 

Ir. Moh. Idrus, Msi 県BAPPEDA局長 政策決定者 

Nisfah Suaib 県BAPPEDA職員 計画官 

Nasir Dj. Totou, Mahlil dan Jadid ペタニ村村長、NGO、郡政

府職員 

住民代表、CF研修参加者 

Supriyanto 県BAPPEDA職員 CF研修参加者 

・トジョ・ウナウナ県 

Dra. Yolanda 県BAPPEDA社会文化課長 計画官研修参加者 

Arief Rachman, SE Ampana郡開発局 CF研修参加者 
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3）南スラウェシ州 

Ir. H. Tan Malaka Guntur, Msi 州BAPPEDA局長 政策決定者 

Drs. A. Irawan Bintang, M. Si 州BAPPEDA社会文化

課長 

州実施委員会事務局長 

Muh. Harsani 州BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

Andi Ambaru Keteng, S. Sos, MSi 州BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

・シドラップ県 

Syamsul Rizal,S.Pi 

 

県農業局職員 CF研修参加者 

Abdul Hadi,S.Sos,M.Si（cadangan） 県BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

Anwar D.Nurdin（cadangan） 県BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

・タカラール県 

Ir. H Nirwan Nasrullah 県BAPPEDA長官 政策決定者 

Nur Linda NGO/SISDUKのField 

Officer 

CF研修参加者 

Hasim 県労働局 計画官研修参加者/タス・クフォ

ース 

・スラヤール県 

Taufik Kadir 県BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

Nuzri Isla NGO CF研修参加者 

4）南東スラウェシ州 

Drs. H. La Ode Ali Hanafi, M. Si 州BAPPEDA局長  

J. Robert 州BAPPEDA部長 PICフォーカルポイント 

La Ode Muh. Ali Said, SE, M. Si 州BAPPEDA職員 計画官研修参加者/GPCS Team 

Member 

Ir. La Ode Muh. Alwi 州BAPPEDA社会文化

課職員 

計画官研修参加者 

Dr. La Ode Nafiu Haluleo大学教員 州実施委員会 

Nur Aisyah Rauf NGO Equator 州実施委員会 

・ワカトビ県 

Hugua 県知事 政策決定者 

Ir. Abd. Halim, Msi 県BAPPEDA次長 Master Facilitator 

Sunarwan NGO CF研修参加者 

Sariamin, SPd, Msi 県BAPPEDA協力課長 計画官研修参加者 

Muh. Yamin ロンガ村村長 CF研修参加者 

Harianto dan Peserta OJT NGO CF研修参加者 

Hidrawati 県BAPPEDA職員 UNHAS修士コース参加者 

5）北スラウェシ州 

Dr. Ir. Adolf Lucky Longdong MEd. 州BAPPEDA局長 政策決定者 

Jane Mendur 州BAPPEDA次長 州実施委員会委員長 
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Rillya Gobel 州BAPPEDA職員 州実施委員会事務局長 

Ferra Koluod 州BAPPEDA職員 州実施委員会 

・ボウラン・モゴンドウ県 

Drs. Suharjo Makalalag, M. Ed 県BAPPEDA局長 政策決定者 

・北ミナハサ県 

Carolus Paruntu 県BAPPEDA局長 政策決定者 

Diane Ch. Pangow 県BAPPEDA職員 計画官研修参加者 

Drs. Franky Koloud NGO, Lempalhi 

Minahasa 

CF研修参加者 

Joseph Dengah 県議会議員 政策決定者セミナー参加者 

Tomy NGO NGO代表 

6）西スラウェシ州 

Ir. M. Hatta Latief, M. Eng 州BAPPEDA局長 政策決定者 

Ir.Lilies Listiowaty 州BAPPEDA課長 州実施委員会フォーカ・ルポイ

ント 

Muh. Syauqi 州BAPPEDA職員 州実施委員会 

A. Nurfalah 州BAPPEDA職員 州実施委員会 

・マジェネ県 

Syamsiar Muchtar 県BAPPEDA局長 政策決定者 

Albar Mustar 県BAPPEDA計画課職

員 

計画官研修参加者 

Muzrifah Nur 県BAPPEDA計画課課

長 

計画官 

Abd. Hamid 農民グループ代表 住民代表 

Ikhsan Welly NGO代表 CF 

 

＜PLSDインドネシアインスティトゥート＞ 

Prof. Dr. Darmawan Salman Senior Lecture, ハサヌディン大学 

Bachrianto Bachtiar Executive Coordinator 

 

１－４－２ 日本側関係者 

（1）在インドネシア日本大使館 

前田 徹 公使 

中田 響 一等書記官 

 

（2）JICAインドネシア事務所 

小原 基文 インドネシア事務所長 

中川 和夫 マカッサル・フィールド・オフィス所長 

多田 知幸 インドネシア事務所 次長 
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＜プロジェクト関係者＞ 

専門家 

佐久間 弘行 プロジェクト・リーダー/地域開発政策 

中嶋 浩介 ネットワーク構築/業務調整 

新谷 直之 研修管理/地方行政 

中山 一三 参加型開発/制度化 

Mr. Ashar Karateng コンサルタント/ファシリテーター研修 

 

＜プロジェクト・オフィサー＞ 

Ms. Nur Syarhi Jah Bone ゴロンタロ州 

Mr. Azis Gapnal 中部スラウェシ州 

Mr. Kamaruddin Azis 南スラウェシ州 

Mr. Ruslan 南東スラウェシ州 

Mr. Noni A Tangkilisan 北スラウェシ州 

Mr. Manarangga Amir 西スラウェシ州 

 

１－４－３ 他ドナー等関係者 

（1）貧困削減地方インフラ開発事業（RISE） 

Kim Suk Rae コンサルタントチームリーダー 

1）世界銀行 

J. Victor Bottini 社会開発専門家（PNPM Rural担当者） 

2）AusAID 

Scott Guggenheim 社会政策アドバイザー 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

プロジェクトは、PDM（付属資料2（Annex4）参照）に基づき実施されている。PDMに示され

る協力シナリオは下表のとおりである。 

 

（1）案件名 

スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト 

協力期間 

2007年9月16日～2010年9月15日（3年間） 

 

（2）上位目標 

スラウェシ6州において関係者の協働により地方主導の地域開発が推進される。 

 

（3）プロジェクト目標 

スラウェシ6州において、地域開発に関る関係者の能力が強化され、協働のメカニズムが

整備される。※「協働メカニズム」とは、地域開発にかかる資源（人材、資金等）の提供、及び活用を行ううえで

の関係者間の協議と調整プロセスを指す。 

 

（4）成果 

1）研修を通じて計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画能力が強化される。 

2）パイロット活動（Pilot Activity：PA）の経験を通じて、関係者の協働による事業実施運

営能力が強化される。 

3）州内外の情報交流ネットワークが整備され、知識・経験が共有される。 

 

（5）活動 

 

活動1： 

１－１ 研修ニーズの分析（含む地域開発実施に関する現状分析） 

１－２ 研修プログラムの作成・改訂 

１－３ 地域開発計画研修の実施（政策決定者、計画担当者、ファシリテーター） 

１－４ アクションプラン作成への助言・支援 

１－５ 州政府、県・市政府の地域開発計画等へのアドバイス 

１－６ 州、県・市の計画担当者向けのハサヌディン大学村落開発計画修士コース支援 

１－７ 本邦研修への参加者派遣 

 

活動2：  

２－１ 作成されたアクションプランに基づくパイロット活動の選定 

２－２ パイロット活動の形成 

２－３ パイロット活動の実施・モニタリング・評価 
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２－４ パイロット活動を通した地域開発の制度化 

 

活動3： 

３－１ 先行地域開発事例の調査・分析 

３－２ パイロット活動の経験共有 

３－３ 各州における情報発信・提供の体制整備 

 

２－２ 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト 実施体制 

● JICAプロジェクトチーム 

・日本人専門家（総括、研修運営、

制度化、地域ネットワーク構築） 

・インドネシア専門家（コミュニティ

開発） 

・スラウェシ6州プロジェクトオフィサー 

 

内務省 

（援助調整局）

国家開発 

企画庁 

（地域開発局）

南スラウェシ州

地域開発 

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

 

南東スラウェシ

州地域開発 

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

 

西スラウェシ州

地域開発 

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

 

中部スラウェシ

州地域開発

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

  

ゴロンタロ州 

地域開発 

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

 

北スラウェシ州

地域開発 

企画局 

 

州実施委員会

（PIC） 

 

● 合同調整委員会（JCC） 

議長：内務省援助調整局、プロジェクトチーム 

 

● 合同調整委員会委員 

インドネシア側：国家開発企画庁（地域開発局）、スラウェシ6州地域開発企画局 

日本側：JICAインドネシア事務所（マカッサル・フィールド・オフィス） 
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２－３ プロジェクト概念図 

プロジェクト概念図は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト概念図（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト概念図（２） 

研修①

③ 州実施委員会によるファシリテーション（経験共有）

C
D
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

住民の課題把握・解決能力向上、住民と地域行政のリンケー
ジづくり、住民ニーズを反映した計画づくりと効果的な予算執行

実 践

州、県・市
開発プログラムに

おける適用
•ＣＤ、地域開発手法の
周知（会議、セミナー）

•村落開発プログラムへ
の応用（州政府）
•計画担当者への研修
•ファシリテーター育成等

ＮＧＯ等による実践
•住民ファシリテーション
活動

② 研修後の派生的活動

協
議
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地域住民

①

②パイロット活動

③ 州実施委員会によるファシリテーション（経験共有）

地方政府による予算措置

住民の課題把握・解決能力向上、住民と地域行政のリンケー
ジづくり、住民ニーズを反映した計画づくりと効果的な予算執行
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8つの審査基準：住民イニシアティブ、行政オーナーシップ、連携促進、
地域総体の能力向上

政策決定者
計画官

ファシリ
テーター

協
議
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第３章 プロジェクトの進捗状況 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

日本側投入は、本プロジェクトの実施に関してインドネシア側とJICAが署名を交わしたR/D

（2007年8月7日）に基づいて以下のとおりに実施された。 

 

（1）専門家派遣 

2007年9月のプロジェクト開始から2010年9月までの3年間に、日本人長期専門家3名（108

名/月）と日本人短期専門家8名（26.35名/月）が派遣されている（付属資料2 ANNEX３－１

参照）。 

プロジェクト期間を通じて「コミュニティ開発」を担当するインドネシア人専門家１名

を採用して、日本人専門家とともに、プロジェクト・チームを組んできた。 

スラウェシ各州でプロジェクトオフィサー（Project Officer：PO）1名を採用して、州実施

委員会（Provincial Implementation Committee：PIC）とプロジェクト・チームの調整にあた

らせた。 

 

（2）供与機材 

プロジェクトは各州にプロジェクト活動用車両1台を提供した（付属資料2 ANNEX３－２

参照）。 

 

（3）研修員受入れ 

本邦研修として合計42名を受け入れた（付属資料2 ANNEX３－３参照）。研修コースは

以下を含む。 

1）国別研修（C/P研修）：2回、計11名 

2）青年研修：2回、計18名 

3）課題別研修：6回13名（参加型地域社会開発（PLSD）研修（4回、計9名）、地域開発マ

ネジメント研修（1回、計2名）、アジアにおける政府と市民社会組織の協

働研修（1回、計2名）） 

    

C/P研修は、BAPPEDAの局長クラスを対象に行った。第1回研修参加者の多くが、その後

の人事異動で本プロジェクトに直接関わることがなくなった。しかし、第2回研修を行った

ことで、プロジェクトを継続的に進める体制をとることができた。 

参加型地域社会開発（Participatory Local Social Development：PLSD）研修は、本プロジェ

クトがめざす地域開発の関係者による協働メカニズム整備について、理解を深めることに

役立つものであった。 
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（4）現地活動費 

JICAがプロジェクト・チームを通じて支出した現地活動費は、３年間で114億ルピアと見

積もられる。その内容には、現地での研修、パイロット活動（Pilot Activity：PA）の支援、

ハサヌディン大学地域開発S2（マスターコース相当）への奨学金、プロジェクトのネット

ワーク構築や、その他管理経費が含まれる。 

Rp. 1,521 million（実績 JFY2007） 

・43億9,100万ルピア（実績：2008年度） 

・42億1,500万ルピア（実績：2009年度） 

・13億1,800万ルピア（見通し：2010年度） 

 

本プロジェクトでは、政策決定者、計画官、コミュニティ・ファシリテーター（Community 

Facilitator：CF）を対象とした3層の研修を実施した。その合計参加者は315名であった。 

（付属資料2 ANNEX３－４参照） 

 

３－１－２ インドネシア側投入 

インドネシア側の投入についても、R/Dに基づいて以下のとおりに実施された。 

 

（1）C/Pの配置 

スラウェシ6州において各州知事令に基づき、本プロジェクトの州実施委員会（PIC：Project 

Implementation Committee）が設置された。州BAPPEDA局長が委員長であり、フォーカルポ

イントが事務局を担っている（付属資料2 ANNEX３－５参照）。PICはそれぞれ十人余りに

より構成されており、州BAPPEDA職員のみならず、州事業局、大学研究者、NGOなどを含

んでいる。 

 

（2）プロジェクトオフィスの設営 

各州ではPOの日常業務を行う執務室を、州BAPPEDA内、または隣接した所に設営した。

業務に必要な家具、機材も備え付けられた。 

 

（3）州のプロジェクト予算 

本プロジェクトを実施するために、各州が組んだ予算の合計は34億ルピアとなった。PIC

の運営費、ターゲット地域のモニタリング、指導のための費用、州主催の研修やその他取

り組みなどに充てられた。 

・2,300万ルピア  （報告分：2007年9月～2008年3月） 

・11億8,400万ルピア（報告分：2008年4月～2009年3月） 

・13億7,300万ルピア（報告分：2009年4月～2010年3月） 

・8億1,900万ルピア （見通し：2010年4月～2010年9月） 

 

（4）参加県市のプロジェクト予算 

本プロジェクトにおいては29の対象県・市のうち、11県・市がプロジェクトに関する活

動を行うために予算をとった。内容としては研修、PAの費用、その他実施主体の費用であ
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り、合計は90億ルピアとなった。 

・4,300万ルピア （報告分：2007年9月～2008年3月） 

・5億4,500万ルピア （報告分：2008年4月～2009年3月） 

・19億6,000万ルピア（報告分：2009年4月～2010年3月） 

・64億400万ルピア （見通し：2010年4月～2010年9月） 

 

JICAプロジェクト・チーム、6州、11県・市のそれぞれの現地活動費を、期間別に分けて図３－１

に示す。プロジェクト期間を通じた現地活動費の割合は、JICA側48％、インドネシア側52％であ

った。後半の1年半にのみ着目すると、JICA側34％、インドネシア側66％となっており、PAが本格

化してインドネシア側のプロジェクトにおける活動のイニシアティブが高まったことが表れてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万ルピア） 

 

図３－１ 主体別期間別現地活動費 

 

３－２ 成果の達成度 

３－２－１ プロジェクト目標 – スラウェシ6州において、地域開発に係る関係者の能力が強

化され、協働のメカニズムが整備される。 

協働メカニズムの整備については、プロジェクト・チームとPICの間で承認された記録はまだ

ない。しかしながら、ターゲット地域である29県・市のうち、現在7県がPAを実施していて、さ

らに9県・市がPAを実施する準備を行っている。 

現在の取組み状況、３－２－２のとおり、成果1及び成果3は、十分成果が上がっており、成

果2については、制度化の途上にあるケースが、2件と、達成度合いは十分ではないものの、PA

を実施中であり、制度化予備軍のケースが7件（上記2件を含む）あるという状況を勘案すると、

本プロジェクトが２年延長されれば、関係者間で6件以上の協働メカニズムが整備される可能性

は高い。 
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３－２－２ 成果の達成状況 

本プロジェクトのPDMによると、達成すべき成果は三つである。終了時評価におけるそれぞ

れのグループの達成状況を以下に記す。 

 

（1）成果1：研修を通じて計画・実施プロセスが理解され、関係者の計画能力が強化される 

本プロジェクトは3層の研修を政策決定者、計画官、CFを対象に行い、州や県が主体とな

った研修を支援した。研修修了者への質問表の返答では、研修内容のほとんどについて理

解していた。 

3層の研修プログラムは、参加者にそれぞれの県・市でPAに取り組むように促すものであ

った。現在実施中の7つのPA参加者は、経験を通じて貴重な知識と教訓を得ているところで

ある。プロジェクトの導入ワークショップ、本邦研修、CF研修以外のすべての研修とワー

クショップでは、PAを導き、貴重な経験として利用されている。そのプログラム数は、合

計23件である。PAの実施により5県の38村が開発計画を策定または改訂した。 

3層の研修は参加者がその他の活動を起こす契機ともなっている。本プロジェクトが記録

しているその他の活動数は、他のドナープログラムにおける活動を除いて、42件あった。 

 

（2）成果2：パイロット活動（PA）の経験を通じて、制度化された関係者の協働による事業実

施運営能力が強化される 

本プロジェクトのPAは、研修段階よりも多くの関係者を巻き込むことに成功している。

PAの中では多くの研修やワークショップが行われ、計画官、CF、村落サービス職員、村民

などを含む、合計1,268人が参加した。モデル村における協働では、34の住民グループが参

加している。 

本プロジェクトのPAは、地方行政の計画と開発に影響を与えている。7県すべてが県知事

令の下にPAを実施するチームを設立している。そして、いくつかの県では関係者や研修修

了者によるワーキンググループや、フォーラムをつくっており、その総数は20にのぼる。

タカラール県とワカトビ県の2県では、地域開発の制度を策定しているが、これらの制度は

持続的なオペレーションという視点からは、まだ完成されたものとはいえない。ポフワト

県は地域開発の制度の試案をつくり、実験的なオペレーションを行っている。 

 

成果3：州内外の情報交流ネットワークが整備され、知識・経験が共有される 

グッドプラクティスは、地域開発の関係者の能力向上のために効果的な参考例となるの

で、本プロジェクトでは、実施中のPA 7件以外にも6件を分析して紹介した。本プロジェク

トは、いろいろなメディアを用いて啓もうと情報の共有を図ってきた。それは、ニュース

レター（8号まで発行）、ビデオ（3巻作製）、二国語によるウェブサイトである。 

これらの努力により、本プロジェクトはスラウェシ島外から4件の研修に関する問い合わ

せと、島内の5県・市からターゲット地域として、プロジェクトに参加したいという要望を

受けた。 
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３－２－３ プロジェクトの実施プロセス 

（1）活動と技術移転 

プロジェクトの活動は、ほぼ計画どおりに実施されている。3層（政策決定者、計画官、

CF）の研修内容は高く評価されている。その後のPAに関するコンサルテーション、及び協

働メカニズム制度化へのアドバイスについては、参加県・市の主体性を重んじて適切に行

っている。 

 

（2）マネジメント体制 

プロジェクト全体のモニタリングは、内務省を議長とする合同調整委員会（ Joint 

Coordinating Committee：JCC）により行った（2008年9月と2010年2月に開催）。またJICAは

中間レビュー調査団（2009年5～6月）を送り、6州責任者とその報告・協議、そしてPDMの

改訂を行った。 

PICは各州知事令により設立され、プロジェクト期間を通じて機能している。その内容は、

定例会、研修活動、州内対象県・市での活動の進捗モニタリングを含む。POはプロジェク

ト・チームとPIC間の調整を行い、PICの活動を補強している。 

PA実施県は、県知事令により実施体制を確立して活動を行うとともに、モデル村へのサ

ポートをしている。 

プロジェクト・チームはPlan of Operationに基づく活動を行うとともに、PICとよく協議し

て、PICの独自活動への支援、及びターゲット県・市によるPAの認定を行っている。プロジ

ェクト・チームの専門家は、通訳を介さずにナショナルエキスパート、及びPOとは円滑な

意思疎通をし、一体的な活動を行っている。 

 

（3）JICAとプロジェクト・チームの関係 

本プロジェクト・チームとJICAとのコミュニケーションは、マカッサル・フィールド・

オフィス（Makassar Field Office：MFO）を通して頻繁に行われており、プロジェクト・チ

ームから半期ごとに提出される業務進捗報告書以外に、毎月月例報告書が提出されている。 

プロジェクト延長の際には、プロジェクト・チームとしては、本部の関係部署について

は地域部（東南アジア第一・大洋州部）と、経済基盤開発部の体制から地域部と公共政策

部となることを希望している。プロジェクト・チームは、本プロジェクトの類似案件は公

共政策部に多くあり、より有益な助言を受けることでできると考えている。 

 

（4）プロジェクト参加者 

各州BAPPEDA局長のプロジェクトへの参加意欲は高い。各州のPICは適切なメンバー構

成を行っている。ただし、BAPPEDA職員以外のメンバーの参加が乏しい州がある。プロジ

ェクト・チームとのコミュニケーション・チャンネルとして、フォーカルポイントが有効

に働いている。 

ターゲット県・市からの計画官研修参加者、CF研修参加者は、PICが自主的に選定基準を

設けて選定し、おおむね適格者が参加している。PAを契機に、新しく積極的な参加者が生

み出されている。 
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（5）プロジェクト実施中に起きた問題 

プロジェクトの目標や、期待される成果に深刻な影響を与える問題は発生しなかった。 

人事異動によりPICのメンバーが大きく入れ替わる州があった。そのPICの運営に一定の

影響を与えた。同様に、ターゲット県・市の研修参加者が人事異動のため他部局に移った

ことより、活動が停滞したところがあった。ターゲット県・市の首長並びに議会選挙にと

もない、活動の中断やPA予算の削減が一部で起こった。 

 

（6）プロジェクト実施のプロセス 

本プロジェクトのアプローチは、実施機関の理解を得ており、適切なものであった。 

    

1）PAの認定基準 

①地域の能力向上（組織・制度含む）、 

②住民の主体的な参加、 

③地方政府のコミットメント（予算含む）、 

④関係者の責任の明確化、 

⑤関係者間の協働促進、 

⑥公平性、 

⑦現存の資源活用、 

⑧地域特性への配慮は、PAに参加する県・市が適切な準備をするための良き指針であっ

た。それはPA認定後の活動がどこも停滞なく行われていることにより示されている。 

ただし、PAの準備に予算措置を含むために時間がかかり、プロジェクトのPA認定はすべ

て2009年以降となった。結果として、本プロジェクトのアプローチの一通りの実践を、プ

ロジェクト期間（3年）以内に完了することが難しくなった。 

 

３－３ 実施プロセスに関する事例分析 

本プロジェクトの実施のプロセスは、研修による人づくりとPAによる組織づくりと制度作りに

大別される。そのプロセスがターゲット地域において、どう具体的に展開されたかを検証するた

めに、事例分析を行った。 

終了時評価時点では、ターゲット地域において上記の3プロセスがすべて完了して、ステークホ

ルダー間の協働のメカニズムが確立されたところはまだない。したがって、PAが行われている7地

域のなかから、以下の4地域において、本プロジェクトの実施のプロセスの途中経過の事例として

分析した。 

    

①タカラール県（南スラウェシ州） 

②ワカドビ県（南東スラウェシ州） 

③ポフワト県（ゴロンタロ州） 

④パリギ・モウトン県（中スラウェシ州） 

なお、タカラール県とワカトビ県は、実施プロセスのなかで、現在制度づくりへの取り組みま

で進んでいるところであり、ポフワト県とパリギ・モウトン県では、現在パイロット活動による

組織づくりを中心としているところである。 
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図３－２ 事例分析の対象県位置 

タカラール県 ワカトビ県 

ポフワト県 

パリギ･モウトン県 
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事例分析1：タカラール県（南スラウェシ州） 

経 緯 タカラール県は、「スラウェシ貧困対策村落開発プロジェクト」の経験があり、その

成果である参加型開発行政支援システム（Sistem Dukungan：SISDUK）が継続実施さ

れている。本プロジェクトにおいては、パイロット活動（PA）として、県知事の提唱

する「沿岸・島嶼部住民活性化プログラム（Gerbang P2K Program）」という都市部と、

沿岸・島嶼部（計33村）間の格差改善について、めざす取り組みを具体化することに

した。県知事は、SISDUK形成時には県議会議長であり、条例化に大きな役割を果た

した人物である。 

本プロジェクトのCF研修（2008年4月～2009年1月）に参加したNGOのヌルリンダ氏

と村落開発事務所のカマルディン氏が、CF研修開始とともに動きだし、研修の実践の

場とした3カ所のPAとした事業の企画を県知事に提案した。その提案は、両名並びに

計画官研修受講者のジャマルディン氏（Bopped職員）、及び政策決定者セミナー受講

者のニルワンBAPPEDA長官との協議を経て、2009年4月にGerbang P2K Programとして

実現された。同プログラムのタスクフォースを設立する県知事例は、2008年8月に出

された。その後、本プロジェクトによるコンサルテーションを元にタスクフォースが

行うPAの内容を決定して予算をつけて、2009年7月にその計画はCDプロジェクト・チ

ームとPICに認定された。 

PAでは、ワークショップとCF研修（2009年7月～2010年4月）を開催する一方で、対

象村でバイオガスによる燃料確保、貯水タンク建設による飲料水確保、マングローブ

植林による海岸浸食防止などが企画・実践されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：プロジェクト・チーム作成 

 

図３－３ プロジェクトの実施プロセス 

 

 

組織化 タカラール県は ”Gerbang P2K Program” の県条例をつくり、2011年からの始動を目指

している。タスクフォースが作成した協働メカニズムのダイアグラムには、SISDUK

以来の経験を生かしつつ、開発が遅れている県内沿岸・島嶼部で持続的な地域開発が

進むように、以下に述べるユニークな点が組み込まれている。 

（1）地域開発のためのいろいろな資金ソースを活用できる。 
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（2）メカニズムのなかに、セクター別の開発との調整をするワーキンググループが位

置づけられている。SISDUKでは県の各事業部との調整が弱い点を補強している。

（3）現地NGOのFIK KSM（ヌルリンダ氏代表で県CF研修受講生の多くが、参加）が、

CFに対する活動の調整や技術支援をし、1村1名のCFがそれぞれ対象村へのファ

シリテーションを継続して行う。 

県の ”Gerbang P2K Program” は、本プロジェクトのみでつくっているものでは

なく、プロジェクトなしでも県知事は具体化したであろう。タカラール県は

SISDUK以来、村落開発については先進的に経験を積んでいる県であり、本プロ

ジェクトは人づくり、組織づくりへの協力により、”Gerbang P2K Program” の体

制を、より総合的な地域開発制度となるために貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：タカラール県作成 

 

図３－４ タカラール県で作成した協働メカニズム 

 

 

JICAの過去の関連事業と本プロジェクトが引き継いだ人的アセット 

1）「スラウェシ貧困対策村落開発プロジェクト」（1997～2002年） 

2）ヌルリンダ氏（NGO 代表）：上記プロジェクトのフィールドオフィサー（FO）で、本プ

ロジェクトのPAにCFとして参加している。本プロジェクトにおけるマスターファシリテ

ーター候補生。 

3）カマルディン氏（タカラール県職員）：上記プロジェクトのフォローアップに参加。

SISDUKのFOを経て県職員に。本プロジェクトにおけるマスターファシリテーター候補

生。 
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事例分析2：ワカトビ県（南東スラウェシ州） 

 

経 緯 ワカトビ県は、フグワ県知事が「市民社会の参加によるコミュニティ開発プロジェク

ト」のマスターファシリテーターであり、県政としてCFを活用した村落開発に積極的

に取り組んでいる。フグワ知事はそのユニークな活動により、2009年には国内外で10

個の賞を受賞した。 

    

本プロジェクト開始時には、県予算でCF研修を開始し、その後プロジェクトと協働

メカニズムづくりの基本コンセプトを整理し、PAが認定された2009年4月までに、そ

の中核をなる6名のCFを育成した。これらの活動を企画・実践したのは、ハリム県

BAPPEDA次長を中心としたCF研修受講者と計画官研修受講者である県BAPPEDAの

職員たちであった。 

    

PAでは、計画官研修を行い、NGOスタッフなどへCF研修を行う一方、モデル村6村

で村レベルの中期開発計画を行うための、村長へのワークショップを開催し、CFの支

援などによりワカトビ県で、初めてとなる村レベルの中期開発計画を策定した。 

モデル村では、CFによるファシリテーションにより29案件をムスレンバンを通して

県に申請する一方、村民は自主的にできること（植林、防波堤、井戸、貯水タンク等

の工事と管理）を行った。県は2010年に6村のムスレンバンに申請した要望への事業

支援を決めた。6村のステークホルダーにとっては、PAに参加した便益は大きかった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：プロジェクト・チーム作成 

 

図３－５ ワカドビ県におけるCDプロジェクト実施のプロセス 

 

 

組織化 ワカトビ県は2010年以降にPAの対象村を65村に拡大する意向であり、そのためにCF

育成に力を入れている。たとえばその一環として、県では2008年からCFの能力の高い

NGO職員を採用している。 

ワカトビ県ではこれまで県主催のCF研修で、本プロジェクトのサポートを受けてき
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た。今後は、ハリム氏を中心とし、育成され経験を積んできたCFによって、自力でCF

研修に取り組むことも可能と思われる。 

    

ワカトビ県が作成した協働メカニズム図の特徴は、下は集落単位から県までの各レ

ベルでCFの活躍を見込んでいるところにある。県のCFを活用した村落開発の方針は、

CDプロジェクト開始前から確立していた。CDプロジェクトは人づくり、組織づくり

への協力により、CFを取り込んだ行政と住民の協働による地域開発制度であるという

体制準備の支援をしている。したがって、CDプロジェクトの貢献は、県の目指す地域

開発の質の向上に資するものであったといえる。 
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資料：ワカトビ県作成 

 

図３－６ ワカドビ県で検討している地域開発の協働メカニズム 

 

 

 
CF：Community Facilitator 
Musrenbang：Development Planning Meeting 
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JICAの過去の関連事業と本プロジェクトが引き継いだ人的アセット 

1）フグワ氏（県知事）：「市民参加によるコミュニティ開発プロジェクト」（2004～2006年）

に州都クンダリに拠点をもつNGOの代表として参加して、マスターファシリテーターと

なった。 

2）ハリム氏（県BAPPEDA次長）：州BAPPEDA職員中に「市民参加によるコミュニティ開発

プロジェクト」に参加して、マスターファシリテーターになった。フグワ県知事との関

係より、県BAPPEDAへ異動した。 

 

事例分析3：ポフワト県（ゴロンタロ州） 

 

経 緯 ポフワト県では、CDプロジェクトの計画官研修（2008年6～7月）に参加した県、

BAPPEDA経済課長のイルファン氏がリーダーシップを発揮して、県の政策決定者を説

得して一連のワークショップとトレーニングを行った。特筆すべきはその参加者数で

あり、合計430名が県の行ったトレーニング、ワークショップ、類似比較調査などへ参

加した。その中には県内103村すべての参加による「村ムスレンバン」や「ステークホ

ルダーの協働」に関するワークショップがある。 

    

県の計画は、村中期開発計画策定を通じて地域開発にかかわる関係者の能力向上を目

的としており、2009年11月にPAとして認定された。 

県主催のCF研修（2009年11月から実施中）とともに、モデル村に指定したマレオ村

において、CFのファシリテーションをきっかけに、村民の主体的な動きがはじまった。

地区の深刻な問題である井戸水への海水の混入や、海岸浸食に対応するために、マング

ローブの植林を現在行っている。活動規模は小さなものではあるが、CFが村に入るこ

とで村民の知識・態度・技能（KAS）が、変化して協働がはじまる、という経験をした。

    

2010年のPAでは、CF研修第３シリーズ（18名参加）、メタファシリテーター研修（42

名参加）を行う一方で、研修参加者のファシリテーション活動により20村の中期開発計

画を策定する予定である。2011年は研修を継続するとともに、活動を全県に広げて、す

べての村は県計画官とCFとともに中期開発計画を策定する予定である。 
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資料：プロジェクト・チーム作成 

 

図３－７ ポフワト県におけるCDプロジェクト実施のプロセス 

 

 

組織化 ポフワト県の場合は、県計画官が短期間にトレーニング・ワークショップを行うこと

で、本プロジェクトのアプローチへの理解者を増やすことに成功した。県知事及び県

議会は理解があり、適切なタイミングで予算をつけて、県のPAを支援している。プロ

ジェクトを通じた県の活動は、以前のJICA技術協力による人的アセットが、ほぼない

状態ではじまっており、プロジェクトが地域開発の新しいプレーヤーをづくり、活動

を支援した貢献は大きいといえる。 

    

県がCDプロジェクトのアプローチを全域に広げる過程で、その制度化は不可欠であ

り、プロジェクト・チームと協働メカニズムの検討を行っている。現在の検討案を下図

に示す。 
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図３－８ ポフワト県で検討している地域開発の協働メカニズム 

 

 

JICAの過去の関連事業と本プロジェクトが引き継いだ人的アセット 

 

事例分析4：パリギ･モウトン県（中スラウェシ州） 

 

背 景 パリギ・モウトン県のなかではブタパ村周辺は、古くから定着している地元民（カイ

リ族）の集落である。政府のジャワ・バリ・マドゥラ人の国内移民政策（Transmigration）

は、1980年代前半にピークを迎え、ブタパ村周辺から県都パリギにわたり入植地ができ

た。彼らは元より近代的な生活様式をもっていたうえに、移民政策により道路、住宅等

を初めから与えられたので、土着の集落との生活レベルの格差は大きなものとなった。

格差改善のために、ブタパ村周辺は1990年代半ばには、中央政府により後進地区に指定

された。 

    

この地域では、利水のためにビナンガ村に灌漑堰を設けてブタパ村方面へ灌漑水路を

引いていたが、1998年の洪水で灌漑堰が崩壊してしまいビナンガ村はブタパ村への水門

を閉じてしまった。これには、年々川の水量が減っていることも影響している。2007年

には大規模な地滑りが起きて、ブタパ村とジョノヌヌ村では、水田が土砂により埋まっ

てしまう被害があった。このように自然災害により、ブタパ村はより貧しくなったが、

一村だけでは解決できない状態であった。 
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図３－９ ブタパ村を含む５村の位置関係 

 

経 緯 パリギ・モウトン県では、本プロジェクトの計画官研修（2008年8月）参加５名とCF

研修（2008年4月～2009年1月）参加者スプリヤント氏が中心となり、PAを準備した。PA

はその目的を、関係者の協働と能力向上を通じた地域開発計画システムの強化とし、

2009年7月に認定された。PAでは、県はまず計画官研修（23名、2009年11月）とCF研修

（開始時は20名、終了時は9名とオブザーバー5名、2009年8月～2010年7月）を行った。

    

CF研修参加者の二人（マフリル氏とジャディド氏）がプタパ村と、その隣接村にファ

シリテーション活動に入り、地区の課題である過去の洪水と地滑りの被害（灌漑堰と水

路、土砂にうまった水田）の復旧と、水源地涵養のための背後森林の保護について議論

を喚起した。その結果、2010年5月には5村と関係県機関の会議につなげ、その後すみや

かに5村の村民による灌漑堰の復旧作業を行った。二人のCFは、長年利水に関して軋轢

のあった村々の関係修復に成功するとともに、5村関係者が今後共同で植林や水田復旧、

さらに水源涵養地や、水資源の共同管理などの活動をしていくという地域開発のシナリ

オを村民に提起している。 

    

パリギ・モウトン県の事例では、県主催のCF研修生が農村で、実際に協働を行うため

のリーダーシップを発揮した。県ではPAを実施するワーキンググループ（WG）が調整

機能を発揮して、関係する県機関職員が村民の活動をタイミングよく支援することがで

きた。PAは県知事の支持を得ており、WGには県議員が参加している。 
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資料：CDプロジェクト・チーム作成 

 

図３－10 パリギ・モウトン県におけるCDプロジェクト実施のプロセス 

 

 

組織化 県では、県内他地域にパイロット活動を展開することやCDプロジェクトのアプローチ

を制度化することについての具体的な検討を、まだ始めていない。CDプロジェクトの実

施プロセスからみると、県は地域開発の組織づくりを行っている段階といえる。 

 

 

JICAの過去の関連事業と本プロジェクトが引き継いだ人的アセット 

1）過去のプロジェクトはない。 

2）本プロジェクトの中スラウェシ州プロジェクトオフィサー（Project Officer：PO）のアジ

ズ氏は、「市民参加によるコミュニティ開発プロジェクト」のマスターファシリテーター

である。彼がトレーナーとなった本プロジェクトのCF研修、及びパリギ･モウトン県の

CF研修で育った3人のCFが県パイロット活動で活躍している。 
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第４章 終了時評価結果 
 

４－１ 評価5項目による評価 

評価5項目による評価結果は以下のとおりである。評価グリッド（英）については付属資料2の

ミニッツを、評価グリッド（日）については付属資料3を参照されたい。 

 

４－１－１ 妥当性 

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は非常に高いと考察される。 

 

（1）必要性/ニーズ 

インドネシアでは、中央集権体制から地方分権体制に移行しており、また、地方政府首

長の選出も住民の直接選挙になっており、地域開発における住民参加型アプローチ、ある

いは、ボトムアップ・アプローチの重要性が、ステークホルダーの間で認識されている。

本プロジェクトが取り組んでいる地域社会全体のキャパシティ・デベロップメント、ステ

ークホルダー間の協働メカニズムの構築は、こうしたインドネシアの政治・社会面の変化

に十分合致するものである。 

 

（2）政策上の優先度 

「インドネシア」では、新自治法第32号（2004年）、国家開発計画法第25号（2004年）が

施行され、地方分権の制度が推進されている。同法では、地域開発計画作成プロセスにつ

いて、地方政府の主体性、参加型アプローチ、ボトムアップ・アプローチが要件として規

定されている。さらに、本プロジェクトは、インドネシアで新しく制定された国家中期開

発計画（Rencana Pembangunan Jangka Menengah Nasional：RPJM）2010～2014年の開発アジ

ェンダの一つ「アジェンダV：包括的かつ均一な開発」と密接に関り合っている。同アジェ

ンダでは、開発プロセスに住民が関わることが大変重要な要素になる、としている。こう

したインドネシア側の開発政策と、本プロジェクトのアプローチは十分に合致している。 

一方、わが国の国別援助計画では、「民主的で公正な社会づくり」のためのガバナンス、

地方分権支援が挙げられている。また、JICA国別援助実施方針では、東部インドネシアに

集中して地域開発を実施するという方針が打ち出され、「東北インドネシア地域開発プログ

ラム」が現地ODAタスクフォースにより形成された。本プロジェクトは、同プログラムの

なかの中核プロジェクトとして位置づけられており、日本の援助政策・JICA国別援助実施

方針に沿って実施されている。 

 

（3）手段としての適切性 

スラウェシ6州の面積は、日本の本州の8割に相当する広大な地域であるが、本プロジェ

クトの形成にあたって、参考とした既存の類似JICA技術協力プロジェクトが実施された地

域であり、日本、インドネシアともにその経験・ノウハウ・アセットを有していたことか

ら、プロジェクトの立ち上げが円滑に進められた。また、プロジェクトは、各州PICが州内

対象県選定を行うSelf-selectionの原則を適用し、PICのオーナーシップ醸成に貢献し、プロ

ジェクト実施期間中も州・県間調整はおおむね問題なく進められており、プロジェクト対
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象地の選定は適切であった。他方、先方のイニシアティブを尊重する案件とはいえ、PIC（及

び県政府）が、選定基準（貧困率の勘案等）の説明責任を果たす必要はある。 

インタビュー回答者の多くが、本プロジェクトのアプローチが、従来からの資源投入型

のアプローチではなく、地元資源の活用とコミュニティの能力開発をめざすものであり、

この点にプロジェクトの優位性があると指摘している。特に、特定のグループを対象とす

るアプローチではなく、地域社会におけるステークホルダーを包括的にとらえるアプロー

チを高く評価している。また、ファシリテーション技術について、本プロジェクトのCF研

修が他ドナーのものより体系化されており、他のプロジェクトにも活用ができるとの評価

が多く聞かれており、本プロジェクトのアプローチは手段として適切であった。 

本プロジェクトで実施している3層研修のうち、「政策決定者セミナー」及び「計画官研

修」は、「参加型地域社会開発（PLSD）」理論の教材をベースに、JICA技術協力プロジェク

ト「スラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェクト」（1997～2002年）で開発されたインド

ネシア向けの教材の改訂版を利用しており、講師も同プロジェクトに参加した大学講師等

が担当した。一方、CF研修では、JICA技術協力プロジェクト「市民社会の参加によるコミ

ュニティ開発プロジェクト（略称PKPM）」（2004～2006年）の教材と、同プロジェクトで育

成されたマスターファシリテータを講師として活用している。また、計画官研修の実施は

北スラウェシ州、及び南スラウェシ州職員研修所であるが、これはJICA技術協力プロジェ

クト「地方行政人材育成プロジェクト」（2002～2007年）における内務省との協力関係に基

づいて、先方からの協力を得たものである。さらに、単なる研修にとどまらず、研修参加

者の主体的提案をもとにしたPAを通して、関係者間での協働を実践するという本プロジェ

クトの枠組みには、JICA技術協力プロジェクト「地域開発政策支援プロジェクト」（2001～

2005年）からの教訓が生かされている。このように、スラウェシ地域で過去に実施された

類似のJICA技術協力プロジェクトの経験やノウハウを十二分に活用して、本プロジェクト

は運営されている。 

 

４－１－２ 有効性 

以下の理由により、本プロジェクトの有効性は高いと考察される。 

 

（1）プロジェクト目標の達成予測 

成果1（研修）及び成果2（PA）により、関係者に意識の変化（住民、行政、NGOのそれ

ぞれがお互いの役割を認識）、業務の変化（行政側においては住民やNGOからの要請に対し、

積極的に現地へ出向き、事実に基づく計画に取り組むようになった）、及び制度の変化（州・

県市BAPPEDAで、ムスレンバン制度の改善として、本プロジェクトのアプローチを具体化

する取り組みが実施され始めている）が見えており、また、成果3（経験共有）がPAの更な

る質の向上につながっている。 

プロジェクト・チームの資料によれば、対象県のPAの状況をステージ別にみると次頁表

のとおりである（評価時点）。このうち、対象29県のうち、PAに認定されている（8つの認

定基準に基づき、プロジェクト・チーム、PICでの選考プロセスを経て、対象県との間で

Minutes of Understandingを取り交わした活動）のは次頁の表４－１（1）から（3）の7県の

活動であり、PAの申請準備中であるものが同（4）、（5）の9県である。 
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しかしながら、最も進展が見られる1）の2県（南スラウェシ州タカラール県、南東スラ

ウェシ州ワカトビ県）にしても、現段階は協働の制度作りを始めたばかりであり、その後

の「運用・定着」を経るまでに更に時間が必要である。このことから、本プロジェクトの

終了時点で、PAを通した協働メカニズムの構築に取り組む事例は、6件（プロジェクト目標

の指標値）以上になるものの、協働メカニズムの定着が確認された段階には至っていない。 

また、上記のケースを除いて、活動が限定的な県は表4-1の（6）と（7）の13県ある。こ

のうち、（6）の10県では何らかの活動が実施されているが、個人レベルでの取り組みとな

っている。しかしながら、残る3県（7）は、PICからの働きかけにもほとんど反応がない状

態になっている。 

これらのことから、プロジェクト目標達成には至っていないものの、能力開発の取り組

みにおいて一定の成果を上げていることから、本プロジェクトのアプローチは、有効であ

ると判断される。他方、成果の対外的発信や、類似案件形成・実施プロセスにおいて、当

該アプローチの有効性は、更なる検証（可能な限り相対化させたうえで）と教訓の取りま

とめを行うことが重要となる。 

 

表４－１ 到達ステージ別の対象県市（その１） 

到達ステージ 対象県の数 対象県市 

（1）人づくり＋組織づくり＋

制度づくり 

2 ワカトビ県、タカラール県 

（2）人づくり＋組織づくり 1 ポフワト県 

（3）人づくり 4 スラヤル県、パリギモトン県、トジョウナウナ

県、北ミナハサ県 

（4）予算化 4 ポアランモゴウドウ県、トモホン市、パル市、

北ゴロンタロ県 

（5）意思表明 5 タラウッド県、ブオル県、マジェネ県、シドラ

ップ県、ボネ・ボラゴ県 

（6）個人レベルでの活動への

取り組み 

10 トンガラ県、南ミナハサ県、ポレワリマンダル

県、ママサ県、北マムジュ県、北ブトン県、南

コナエ県、バウバウ県、ボネ県、ボアレモ県 

（7）反応なし 3 北コナエ県、マムジュ県、ゴロンタロ県 

 

PAに向けた進展に貢献している要因として以下のものが指摘されている。 

1）インドネシアでは、2005年以降地方政府の首長が住民、直接投票で選ばれることにな

ったため、政策決定者が計画プロセスへの住民の声を反映させることに熱心になった。 

2）既存の類似技術協力プロジェクトの経験・成果・人的アセットを活用した。 

3）インドネシアには、ゴトンロヨンと呼ばれる、住民が相互扶助の精神で協力し合う素

地があった。 

    

また、PAに向けた進展を阻害する要因として、以下のものが指摘されている。 

4）いくつかの対象県では、計画官研修参加者や、その上司が首長選挙に伴う人事異動で

他部署に移ったため、本プロジェクトのアプローチを共有する人的ネットワークが分断
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され、活動が停滞した。 

5）PA認定の条件の一つが地方政府の予算配分であるが、関係者（関係部局長、県知事・

市長等）の本プロジェクトのアプローチへの理解不足から、調整に時間がかかり、予算

配分が遅れるケースが散見される。 

6）県毎の研修参加者は計画官5名に対し、CF1名のみであるため、住民に働きかけるCFの

活動が、PA形成の障害となるケースがみられた。 

7）計画官研修参加者アンケートによれば、参加者のなかには研修内容が職務分掌と合わ

ない、権限をもたない、退職間際等研修受講生としては不適当な職員がおり、研修後の

活動に取り組まないケースが生まれた。 

 

（2）因果関係 

本プロジェクトの活動フロー「研修  アクションプラン  PA」の考え方は、関係者間

で十分に理解されている。インタビューによれば、対象県において、計画官研修参加者と

CF研修参加者がPAの内容について協議をしている。さらに、PAに向け進展のある県では、

計画官とCFが県政府の政策決定者とも協議をしており、本プロジェクトの活動フローに従

って自主的な活動が進められている。 

 

（3）アプローチの有効性 

1）研修活動 

インタビューによれば、本プロジェクトの3層研修において強調されたボトムアップ・

アプローチ、参加型アプローチ、事実に基づくこと、RON（資源、組織、規範）等のコ

ンセプトは、各研修対象者の関心に合致しており、重要な知識を得たとする反応がほと

んどであった。そのほか、以下の点が研修の有効性として指摘された。 

①地域住民の生活を理解し、そのニーズ、能力、限界を把握する 

②セクターやプロジェクトの枠組みに捉われることなく、コミュニティを包括的に理

解する 

③地域住民の意識を偏見を持たずに理解する 

④CFがプロジェクトや資金をもたず、個人的な将来の協働者として地域住民と交流す

る 

本プロジェクトに関する第３者終了時評価調査最終報告書によれば、以下の点が3層研

修の特長的な点として指摘されている。 

⑤3層研修参加者間での強力な共同・協働意識の醸成を目指している 

⑥CF研修では、研修内容または教材は事実・現実に基づく研修そのもののプロセスか

らできており、プロジェクトが準備した研修モジュールや教材からではない 

⑦CF研修では、いくつかのシリーズで間隔をおいて順次実施されるので、その合間に

研修参加者は知識、技術、自信を身につけるため現場にでて、研修での学びを応用

し、復習をすることになる 

⑧CF研修では、教室での討議は現場での実践とつながっており、研修参加者が課題分

析を含めて幅広い理解を得ることが可能である 
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2）プロジェクト・チーム、PICによるコンサルテーション 

インタビューによると、研修参加直後では、計画官やCFが住民に対し十分なコンサル

テーションができないケースがあったが、プロジェクト・チーム、及びPICによる継続的

なコンサルテーションにより、PAが更に実践的な内容になった事例が報告された（プロ

ジェクトによるコンサルテーションが研修を実践的活動へ結びつける一役を担った）。 

3）アプローチの付加価値 

インタビューによれば、以下の点が確認された。 

①PAが進展している事例では、住民、行政、NGOのそれぞれがお互いの役割を認識し

たうえで協働している状況（意識の変化）が確認できた。 

②行政側が住民やNGOからの要請に対し、積極的に現地へ出向き、事実の基づく計画

作りに取り組むようになった（業務の変化）。 

③州・県BAPPEDAで、ムスレンバン制度の改善としてCDPのアプローチを取り入れる

取り組みが実施されている（制度の変化）。 

④PAなどでの住民への働き掛けにより、住民のKAS（知識：Knowledge, 態度：Attitude, 

能力：Skill）に前向きな変化が出ているとの指摘が非常に多かった。 

 

４－１－３ 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

 

（1）アウトプットの達成度 

3層研修と経験共有の成果は計画通りに達成されている。成果2（実践：PA）では、ほと

んどの対象県でPA形成に向けた取り組みがあったが、進捗にはバラツキがでている。 

成果達成に貢献している要因は、以下のものがある。 

1）本プロジェクトが実施した3層研修において、強調された参加型アプローチ等のコンセ

プトが、「インドネシア」のボトムアップ型の地方自治の定着化での人づくり・組織作り・

制度づくりのニーズに合致した。 

2）地域のステークホルダーのオーナーシップ醸成を重視するため、プロジェクトから事

業資金提供をしない姿勢を貫いた。 

3）既存の類似JICA技術協力プロジェクトの経験・ノウハウ・人的アセットを活用した。 

一方、阻害要因としては、対象県での首長選挙に伴い、研修参加者あるいはその上司の

人事異動により活動が個人レベルにとどまっているケースが報告された。また、首長選挙

に関連した事業に予算が重点配分され、PAの予算が削減されたケースが４県から報告され

ている。 

 

（2）投入と成果の因果関係 

これまで、成果１－３に対する活動は順調に実施されている。プロジェクト資料によれ

ば、成果1の研修活動では、2州8県が独自の研修を企画したため、本プロジェクトへのサポ

ート要請が想定以上にあった。そこで、中間レビューの提言に基づき、計画官研修担当の

長期専門家の任期を延長した。また、地元ハサヌディン大学（UNHAS）の村落開発専攻修

士コース修了者が、州・県市BAPPEDA職員になり、本プロジェクトに関係した業務ついて
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いる事例が３ケース確認された。 

長期・短期専門家の派遣、本邦研修への参加者受入れ、現地国内研修・セミナー、必要

な器材の提供、現地活動費等の投入はほぼ計画通りであった。特に、本邦研修については、

計画外の枠で研修生受け入れを実施しており、全体として十分な投入であった。 

 

（3）タイミング 

カウンターパート研修は2回実施（2008年度と2009年度）した。1回目の研修の後、ゴロ

ンタロ州を除く5州のBAPPEDA長官が交代したため2回目の研修が行われたが、その研修を

通して、各州BAPPEDA長官によるプロジェクトにかかる十分な理解の下、各州からの強い

支援が続いている。このことから、プロジェクト側の投入はタイミングよく実施された。 

一方、プロジェクト資料によると、現場での具体的対策の検討において、技術的要素に

関することを技術的専門家を招かずに、協議するケースが見られた（例えば、植林の樹種

選定）。こうした場合、関係する事業局（Dinas）に依頼して、タイムリーなコンサルテーシ

ョンを受けるべきであった。 

 

（4）費用対効果 

プロジェクト・チームによれば、費用対効果を高めるため、以下のようにプロジェクト

をデザインしている。 

①各州にPICとプロジェクト・チームとの調整役としてPOを配置した。 

②CF研修担当として、インドネシア人の長期専門家を雇用している。 

③日本人長期専門家は全員インドネシア語が堪能なため、通訳・助手の同行が不要 

④インドネシア側のオーナーシップ醸成を図り、PA等に必要な現地活動費のインドネシ

ア負担割合が以下の通り、3年間で増加した。 

 

2008年：日本側 対 インドネシア側 ＝ 2億4,300万円 ： 6,600万円（79％：21％）

2009年：日本側 対 インドネシア側 ＝ 4,900万円 ： 2億600万円（19％：81％）

2010年：日本側 対 インドネシア側 ＝ 5,800万円 ： 2億6,100万円（18％：82％）

3年間 ：日本側 対 インドネシア側 ＝ 3億5,000万円 ： 5億3,300万円（34％：66％）

 

４－１－４ インパクト 

以下の理由から、本プロジェクトのインパクトは大きいと判断される。 

 

（1）上位目標の達成予測 

インタビューによれば、PAに認定されている先進的な県市（7県）では、計画策定過程（ム

スレンバン）へ住民の要望を取り込む際に、単なるwish-listから住民ニーズに基づく優先順

位を踏まえた活動計画として取り込む方向へ意識・行動の改革が進められている。この状

況が進展すれば、地域の資源や特性を生かした（住民ニーズに基づく）地域開発事業数が、

将来的に増加することが見込まれる。他方、それ以外の対象県がPAを計画・実施していく

ためには、追加的研修あるいはコンサルテーションを提供する（プロジェクト・チームに

代わる）組織が形成される必要があり、そうした組織の形成なくして、今後3年から5年で

の上位目標の達成は見込めない。 
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上位目標の達成には本プロジェクトのアプローチを理解する関係者が増大する必要があ

るが、当面は対象県で活躍するキーパーソンに頼らざるを得ない。このため、特に地方政

府において、キーパーソンが人事異動で他部署に異動した場合には、活動が中断する恐れ

がある。 

 

（2）波及効果 

インタビューによれば、想定されていなかった正の影響として、以下の事例が確認され

た。 

1）中央政府、他の地方政府等からの問い合わせ： 

①内務省教育訓練庁から、同庁主催のワークショップで、プロジェクトの活動内容の紹

介依頼 

②スラウェシ6州内の非対象県５県から参加希望が伝えられている。 

③スラウェシ地域外として、リアウ州、マルク州アンボン市、西ヌサテンガラ州東ロン

ボク県から計画官研修に参加希望が伝えられている。 

 

2）州・県市が独自に実施した追加的研修等の実施数と参加者数： 

州、県政府が独自に実施した追加的研修等は2州8県であり、1,268名の参加があった。

プロジェクト主導による3層研修の参加者は、計315名であるので、その４倍の人が地方

政府独自の研修活動の裨益者となっている。 

 

3）研修参加者（計画官、CF）あるいは地方政府が独自に実施した活動事例；6州26県で計

47の活動が確認された。 

 

4）他ドナープログラムへの波及 

CF研修参加者が、国家コミュニティ開発プログラム（Program Nasional Pemberdayaan 

Masyarakat：PNPM）、Coremap（WB）、ACCESS（AusAID）等のインドネシア政府あるい

は他ドナー実施するプログラムのファシリテータになっている事例が、各州へのインタ

ビューで確認されている。 

 

5）プロジェクト・チームによると、東部インドネシア開発支援プログラムとの連携とし

て、以下の活動があった。 

①マミナサタ広域都市圏環境配慮型都市開発促進プロジェクト：スラウェシ州公共事業

局職員に対するファシリテーション技術に関する講義 

②アンボン市で実施中の「復興期の地域に開かれた学校づくり（マルク）プロジェクト」

関係者によるCF研修参加 

 

6）プロジェクト・チームによれば、住民の課題把握能力、オーナーシップが向上したと

みている。また、計画官、CFはプロジェクトプロポーザル作成に非常に積極的であり、

これからはプロポーザル作成スキル向上に重点を置く必要がある、と見ている。さらに、

プロジェクトモニタリング・スキルは全般的に低いので、この強化も今後の課題である。 
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7）また、ワカトビ県のモデル村活動では、村中期開発計画（RPJMDes）の作成で、村の

ニーズに基づく優先順位が反映されている。さらに、ムスレンバン実施のための技術ガ

イドラインを作成し、県知事令として発行する計画である。 

 

8）プロジェクト資料によれば、PAに認定されたものは、5州の7県で実施中の27活動であ

り、対象県全体29県の24％がカバーされている。一方、PAに認定されていないが、その

準備段階等で3層研修参加者が主体的に始めた活動は6州の19県で47件となっている。両

者の活動が実施されている県は計26県であり、対象県の90％で裨益者が出ている。 

 

４－１－５ 自立発展性 

以下の理由から、本プロジェクトの自立発展性は中程度と判断される。 

 

（1）政策・制度面 

各州では、本プロジェクトの成果を維持するため、政策決定者セミナー、事業局職員向

け計画官研修、CF研修等の追加研修の実施、本プロジェクトのアプローチを応用させるこ

とによるムスレンバンの改善を計画している。さらに、BAPPEDA Forumを通じた本プロジ

ェクト活動の普及、活動が停滞している対象県へのコンサルテーションの継続等も計画中

であり、高いオーナーシップをもっている。また、各県政府においても、独自の事業の継

続・拡大計画をもっている。 

また、いくつかの州には以下の独自の地域開発事業が計画されており、その実施におい

て本プロジェクトのアプローチを活用することを検討している。しかしながら、これらの

政策を州が独自に実施する段階には至っておらず、プロジェクトからの支援が引き続き求

められている。 

    

1）西スラウェシ州： 

「自立した住民活性化プログラム（Bangun Mandar、2008～2013年）」 

州予算510億ルピア / 3年間（1村1CF養成） 

2）南東スラウェシ州： 

BAHTERAMAS（村落開発プログラム）（村政府と住民の能力向上 

州予算1500億ルピア / 3年間） 

3）中スラウェシ州： 

村落開発プログラム（PPWP） 

州予算550億/年（養成したCFによる住民ファシリテーション） 

 

（2）組織・財政面 

PIC設置の州知事令は、本プロジェクト実施期間中のみが対象であるため、プロジェクト

終了後にPICは解散する。PIC機能（参加型開発の推進、県市との調整、モニタリング・評

価）のBAPPEDA内への内在化を進める必要がある。地方政府は、州BAPPEDAと県市

BAPPEDAの間のコミュニケーション・チャネルであるBAPPEDA Forumを通じて、関係者間

の調整、PAのモニタリング・評価を実施することを検討中である。 
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（3）技術面 

本プロジェクトが実施した計画官研修、CF研修の教材をベースに、州・県が独自に改訂

した研修コースが５事例確認された。このことから、本プロジェクトの3層研修の内容は基

本的なものとしてインドネシア側に受け入れられており、また、改定版を作成する工夫が

なされている。 

POの機能のうち、プロジェクト・チームとPICとの調整役という機能は、本プロジェクト

終了後必要なくなる。一方、本プロジェクトの実施において各州POが担った機能（研修で

の講師、コンサルテーション等）は大きいものがあり、これをいかに確保するかの検討が

必要である。 

 

（4）普及可能性 

本プロジェクトでは、計画官研修の講師はPLSD Indonesia Institute（JICAのPLSDに関する

課題別研修参加者がメンバー）のメンバー6名が中心であり、CF研修はインドネシア人専門

家、各州のPOのほか、「市民社会の参加によるコミュニティー開発プロジェクト（PKPM）」

の参加者（マスターファシリテータ）、プロジェクトが実施したCF研修の参加者のうち、優

秀だったもので構成された。このことから、研修講師そのものを養成する研修があれば、

十分な数の研修講師を確保することは可能と思われる。 

研修講師は、計画官研修についてPLSD本邦研修参加者が着実に増えており、また、CF研

修については優秀なCFが養成されてきていること、及びTOTガイドブック（研修教材）が

プロジェクト側で作成済みであり、講師の人材は揃いつつある。今後は、これらの人材を

組織化する講師人材バンクのような組織の準備が、研修事業の継続・普及に必要である。

さらに、本プロジェクトのアプローチ普及のための方策として、具体的には、他地域・事

業への当該アプローチ導入のための端緒作りが求められる。 

 

４－２ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）現地のニーズに合致したアプローチ 

本プロジェクトが実施した3層研修（政策決定者向け、計画官向け、CF向け）において強

調されたボトムアップ・アプローチ、参加型アプローチ、事実に基づくこと、RON（資源、

組織、規範）等のコンセプトが、インドネシアの地方自治の定着化における人づくり・組

織づくり・制度づくりのニーズに合致した。また、地域のステークホルダーのオーナーシ

ップ醸成を重視するため、プロジェクトから事業資金提供をしない姿勢を貫いた点も有効

であった。 

2）既存の類似技プロの経験・ノウハウ・アセットの活用 

「１－１協力の背景と概要」で述べている通り、本プロジェクトはスラウェシ地域で展

開された既存の類似技術協力プロジェクト4件のアセット（人材、研修教材、人的ネットワ

ーク）とその経験・教訓を十分に活用していることが、業務の円滑な実施に寄与している。 
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（2）実施プロセスに関すること 

1）PICとPOの配置によるコンサルテーション 

各州にPICを州知事令により設置するとともに、POを配置してプロジェクト・チームと、

PICとの調整を行う体制を構築したことが、活動全体の推進に寄与している。また、プロジ

ェクト・チーム内に日本人専門家と同等な、ナショナル・エキスパート（CF研修担当）を

採用し、PIC及びPOとの円滑な意思疎通を行うとともに、対象県でのステークホルダー間へ

のコンサルテーションを随時行っており、プロジェクト・チーム、州PIC、県市の間で一体

的な活動が実施された。 

 

４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）PA形成過程の長期化 

本プロジェクトは、研修アクションプラン作成PAというプロセスに基づくが、PAの

実施に当たり、プロジェクト・チーム、及びPICによるPAの認定手続きが必要となる。特に、

地方政府の予算確保という条件について関係者との調整に時間がかかったため、PAに認定

された７県の事例はすべて2009年以降の実施になった。その結果、プロジェクト期間（3年）

で計画されたプロセスをすべて実践することが困難となった。 

2）CFの不足 

対象県毎の研修参加者は計画官5名に対し、CF1名のみであったため、住民に働きかける

CFの活動がPA形成活動フローのネックとなるケースがみられた。なお、いくつかの県では、

独自のCF研修を実施しCFの増員を図っていた。 

3）今後の研修実施体制の検討が不十分 

本プロジェクトが自立発展するためには、研修実施体制、特に研修講師の確保を検討す

る必要がある。計画官研修については、PLSD本邦研修参加者が着実に増えていること、CF

研修については優秀なCFが養成されてきていること、及びマスターファシリテーター用の

ガイドブック（研修教材）が、プロジェクトによって作成済みであり、講師の養成手段が

できたことから、講師人材バンクのような組織化が必要であるが、評価時点では十分な検

討がなされていない。 

4）計画段階からの中央政府巻き込みが不十分 

一地方で実施される案件とはいえ、他地域への普及プロセスがスムーズに進展するため

にも、計画段階から中央政府を巻き込んでおくべきであったものの、専門家からの定期報

告以外の協力関係を築いてこなかった。 

5）達成すべき目標の不明確さ 

本プロジェクトは、C/Pのイニシアティブを尊重するタイプの案件であるため、プロジェ

クトが提供する階層別研修後の展開が読みにくい面はあるものの、誰・何がどのような状

態が目標達成といえるのか、第三者的に明確になっていなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

いくつかの対象県では、計画官研修参加者や、その上司が首長選挙に伴う人事異動で他

部署に移ったため、本プロジェクトのアプローチを共有する人的ネットワークが分断され、
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活動が停滞したケースが見られた。また、首長選挙向け予算への重点配分から本プロジェ

クトの活動のために確保された予算が削減されたため、活動が停滞したケースも散見され

た。 

その他、以下の要因が挙げられる。 

1）BAPPEDA以外の関連部局に対する研修機会が限られていた 

2）PAにおける技術支援が迅速さを欠いているケースが散見された 

3）動きが見られない対象県は、首長選挙の影響で人的ネットワークが分断されたうえ

に、選挙前後の数年間政治的に不安定となっていた 

4）本部課題部（経済基盤開発部）からの支援が限定的であった 
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第５章 結論、提言、教訓 
 

５－１ 結 論 

５－１－１ 調査方法 

今回の終了時評価は、通常の5項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立的発展

性）を行うプロセスで、優良事例だけ取り上げるのではなく、対象6州29県でどういうインパク

トがあったか、を念頭に、研修参加者に対する個別アンケート、第3者による評価調査及び調査

団による対象6州への視察を行い、より定量的にプロジェクトのインパクトを把握することに努

めた。また、個別事例で定性的にプロジェクトのもつ能力開発のダイナミズムの部分を、でき

るだけわかりやすく整理した。 

 

５－１－２ プロジェクトの進捗 

本プロジェクトは、インドネシアが推進するムスレンバンを補強するシステムである。今回

の調査の結果、ファシリテーターが介在することで、行政と住民の間の橋渡し役を行い、住民

のニーズに基づいた事業が展開していることを確認した。これらの成果は、本プロジェクトの

研修が政策決定者、行政計画担当及びファシリテーターの3層に対し、能力強化を行い、関係者

のマインドセットを実践者に変え、具体的な事業の推進を通し、実践的な能力を育成した結果

である。 

量的なインパクトとしては、対象29県中、26県で波及効果があった。事業の進捗には大きな

違いがあるも、おおむね、関係者間の意識の醸成が進み、かつ研修対象の中から推進役のリー

ダーが存在した。他方、まったく動きのない県（3県）では、人事異動等により、関係者の意識

改革が進まなかったことが主要な要因として挙げられる。 

質的なインパクトとしては、16県でパイロット事業が進展、もしくは準備中であり、うち、2

県（ワカトビ県、タカラール県）では、パイロット事業の教訓をとりまとめ、制度化の取組ま

で進んでいる。ただし、残り10県については、研修を通し、さまざまな活動が動き出している

が、個人的なレベルに留まっているのが現状、引き続き県行政を巻き込んだ事業へ進展させる

必要がある。 

能力開発を通した取組は一定の成果を挙げつつあるも、当初計画されたプロジェクト期間（3

年間）で、プロジェクト目標の達成は難しい現状である。 

 

５－１－３ プロジェクトの有効性 

プロジェクトの有効性を判断するために、関係者の意識を変える研修とは何かを明らかにす

る必要がある。政策決定者、及び行政官向けの研修は、これまでのJICAが行ってきた「スラウ

ェシ貧困対策村落開発支援プロジェクト」及び、「地方行政人材育成プロジェクト」で開発した

PLSD研修を母体にしており、ボトムアップ・アプローチや参加型協力の必要性を強調し、政府

関係者に実践者の視点を意識させた。また、CF研修は、「市民社会の参加によるコミュニティ開

発プロジェクト」でのガイドラインを活用し、38日間を5つに分けて、理論及び実践（実際のコ

ミュニティでの活動）を併せて行うモジュールで構成されている。研修受講者は、研修を通し、

Plan-Do-Seeを経験、特にコミュニティでの実践活動は、市民社会の参加によるコミュニティ開

発プロジェクト（Pengembangan Kemitraan dalam Pemberdayaan Masyarakat：PKPM）で育成され
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たマスターファシリテーターに厳しく批判されるプロセスを経て、コミュニティを見る目を育

成される。 

双方とも、これまでのJICAの協力のアセットを効果的に活用する点及び実践的なアプローチ

がベースになっており、プロジェクトの能力開発の骨格である「研修―アクションプランーパ

イロット事業」の重要な役割を担っている。また、プロジェクトでは、研修に限らず、パイロ

ット事業を具体化させる段階で、様々なコンサルテーションを行っており、経験・体験をベー

スにしたアプローチが一貫した形でフォローされるのが特徴であり、研修後、各受講者が何ら

かのアクションをとる可能性が高いという結果に反映される。 

今回実施した研修参加者へのアンケートでは、進捗に大きな違いのある県の対象者を比較し

ても、研修の理解度に大きな差はなかった。このことから、進捗の遅れは、研修自身の問題で

はなく、人事異動や選挙等の政治状況等、何らかの外部要因が影響していると推察される。 

 

５－１－４ 他地域への展開 

インドネシア側のオーナーシップを尊重し、能力開発を主体とすることで、州、県及びコミ

ュニティの主体的な取り組みを促していることはプロジェクトの特徴である。プロジェクトの

目標は、夫々のコミュニティ、県が、夫々のリソース（予算、体制）をより効果的に、効率的

に活用する方策を提案する能力を強化することにあり、コミュニティ及び県の基礎的能力の強

化により、これまでムスレンバンがカバーできない特に脆弱なコミュニティへの開発手法とし

て有効であると内務省、国家開発企画庁（Badan Perencanaan Pembangunan Nasional：BAPPENAS）

から評価を受けた。具体的には、ヌサテンガラ、マルク、カリマンタンへの適用の提案があっ

た。 

 

５－１－５ 自立発展性への懸念 

他方、このプロジェクトの自立的発展を阻害する要因は、プロジェクトが直接雇用、もしく

は研修講師として活用しているナショナルエキスパートを有効に活用する組織がないことであ

る。プロジェクトの特徴である能力開発は、一部は日本人専門家が担っているもの、その多く

は、プロジェクトが直接雇用するナショナルエキスパートが担当している。自立的発展性を確

保するためには、これまでプロジェクトが担ってきた役割を、何らかの組織が代替し、ナショ

ナルエキスパートが今後とも活動できることが重要である。 

また、これら質の高いリソースを活用した研修を誰が、予算化し、実施するかが課題であり、

調査団は、一部の州で実施が進んでいるように、州政府がプロジェクトに代わり研修を実施し

ていくことが適当と考え、調査団から州政府に提案し了解を取り付けた。 

 

５－１－６ 結論 

結論として、以上の観点（プロジェクトの目標が未達成であること、他地域への展開の要望

があったこと、自立的発展性に懸念の3点）から2年間の延長が妥当と判断する。延長にあたり、

以下の点に留意する。 

（1）一部の県を除き、多くの県では活動の成果発現に向け、プロジェクトからの適切なコン

サルテーションが必要。 

（2）自立発展性の確保のために、研修講師、ファシリテーターの組織化と育成が必要。 
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（3）先進的な州及び県のモデルを他の地域へ普及、浸透させていくプロセスが必要であり、

プロジェクトとして教訓を整理し、対外的に発信していくことが重要。 

（4）中央政府から要望のある他地域への展開に関して、延長期間中に試行し適用の条件等を

整理する。 

 

５－２ 提 言 

ここでは前節で提示されたプロジェクトの二年間延長の結論を受け、二年後のJICA支援の終了

を念頭に、特に本プロジェクトの有効性、自立発展性（持続性）、波及効果を高めるために後続す

る各節において、以下5側面について一連の提言を行う。 

・延長期間の位置づけと新たなタスク 

・より効率的かつ効果的な事業の実施 

・事業の持続性・自立発展性担保を踏まえた出口戦略 

・他地域へのアプローチの普及・拡大 

・効果の波及のための他事業との積極的連携 

 

５－２－１ 延長期間の位置づけと新たなタスク：‘Glocalization’ of Sulawesi CDP 

調査団は次の2年間の延長期間を、①プロジェクト目標の達成のみならず、2年後に本プロジ

ェクトの事業をインドネシア側へ引渡すことを念頭に、②インドネシア側によるプロジェクト

事業の持続的・自立的実施を可能とし、また③本プロジェクト及び一連の前身プロジェクトで

蓄積された経験を整理の上、他地域や他事業へ本プロジェクトのアプローチを普及する足がか

かりを作る期間と位置づける。そして延長期間中の活動を貫く理念として ‘Glocalization’ of 

Sulawesi Capacity Development Project（CDP）を提案する。 

‘Glocalization’ of Sulawesi CDPは、上の①から③を目指すうえで、以下二点を重視するもので

ある。 

①Localization of the operation：インドネシア側の人材・組織の有効活用、コミットメントをよ

り重視したプロジェクト活動の実施。 

②Globalization of market for the approach：本プロジェクトのアプローチに対するマーケットの

拡大＝普及努力。 

そのため、延長期間中のプロジェクトに新たなタスクを加えることを提言する（内容につい

ては次段落で説明）。これにより全体的業務量、及びその効果の増大が見込まれるが、現在まで

の業務の延長部分については、本プロジェクト及びその前身プロジェクトにより育成・強化さ

れたインドネシア側の人材や、組織をより積極的に活用し、また州や県政府のより積極的関与

とコストシェアにより、プロジェクト側の投入を相対的に減らすことが可能と見込まれる（州

レベルでの研修の制度化、講師傭上費のコストシェアについては既に州政府の了解取り付け済

み）。逆に追加業務に対するプロジェクト側のより積極的関与が期待される（図5-1参照）。 

具体的には、2年後の本事業からのJICA撤退を念頭においた上記理念にもとづき、本プロジェ

クト事業の持続性・自立発展性、さらにはその効果の波及可能性を高めるため、評価団として

は延長期間中に実施すべきタスクとして以下を新たに追加することを提言する。 
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図５－１ 延長期間の活動の理念 

 

（1）「CDリソースバンク」（仮称）設置準備 

本プロジェクト終了後も地方政府他からの研修や、本プロジェクトのアプローチ適用に

際しての助言要請に応えるため、本プロジェクト及びその前身のプロジェクトにより育成

されつつあるPLSD、及びCF研修講師の人材登録機関「CDリソースバンク（仮称）」設立可

能性の検討と設立準備を行う。 

 

（2）有効性の更なる検証と教訓の取りまとめ 

本プロジェクトの実施プロセスとその結果、有効性につき先行事例のみならず、後発事

例も含めて体系的に分析を行い、類似案件や関連政策の立案に活用可能な教訓を取りまと

める。 

 

（3）アプローチ普及のための方策検討 

本プロジェクトの対象地域外（スラウェシ内外）に本アプローチを普及していくための

具体的方策を検討し、取りまとめる。 

 

（4）他地域・事業へのアプローチ導入への端緒づくり 

スラウェシ以外のインドネシア地域、あるいは新興ドナー国として、他国へ本プロジェ

クトのアプローチを移転するため、その方策の検討のみならず、スラウェシ以外の関係者

に向けてのワークショップの開催や、他地域・他国からのスタディーツアーの受け入れな

ど、具体的普及活動に取り組む。 

    

各々のタスク推進のためのより詳細な提言については、後続する節においても言及する。 
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５－２－２ より効率的かつ効果的な事業の実施 

調査団は、現在までの本プロジェクトの進捗状況と成果を積極的に評価するとともに、実施

プロセス上散見された懸念事項に対し、より効率的・効果的事業運営を推進する立場から以下

を提言する。 

（1）TOTの促進 

増加傾向にあるCF研修需要に対し、CF研修を実施できる人材の数はいまだ限られている。

質の高い研修を提供できるマスターファシリテーター育成は急務であり、プロジェクトは

TOTを優先的に実施することが望まれる。 

 

（2）研修を受けるべき適切な人材の選抜 

階層別研修の目的に即した人選が行われていないケースも報告されたため、地方政府は、

研修機会を最大限生かすため、研修生候補の職務、意欲、能力、退職までの期間、近々の

異動の可能性などを勘案のうえ、適切な人選を行う必要がある。 

 

（3）セクター別事業部、コミュニティ・エンパワメント部局の人材に対する研修機会の提供 

PA実施にあたっては、セクター別事業部（Dinas）やコミュニティ・エンパワメント部局

（Community Empowerment Board：CEB）からの技術的支援を必要とする場合も多いことか

ら、地方政府は計画官研修にDinasやCBSスタッフの参加を奨励する、あるいはPA実施に関

与する当該スタッフに対し、参加型事業実施やコミュニティ・エンパワメントの重要性、

住民とのコミュニケーションスキル等について、県支援のCFによるオリエンテーションを

実施することが望ましい。 

 

（4）タイムリーかつ適切な技術支援の必要性 

訪問したPA実施地域内には、必ずしも技術的に適切な方法で実施されていない活動例や、

専門的助言がないばかりに住民が不必要に長い期間問題解決を、先延ばしにせざるを得な

いケースも見られた。PA活動の質と効率性担保のため、CFは住民の自助努力を不必要に強

調しすぎることなく、住民が担うべき部分とそれ以外が担った方がいい部分を的確に判断

し、必要な場合には、専門的助言をタイムリーに仰ぐことが重要である。また、住民の抱

える問題を解決するに必要な専門的サービスを県などの行政が、人材あるいは財政的制約

などから提供できない場合には、プロジェクトが適切な組織や人材と連絡・協議し、場合

によっては、そうしたサービス購入にかかるコストの一部を、プロジェクトで負担するこ

とも検討すべきであろう。 

 

（5）PA対象県の変更検討 

三層の階層別研修がさまざまな理由によりPAあるいはそれ以外の具体的アクションにつ

ながっていない県が三県だけある（Konawe Utara, Mamuju, Kab.Gorontalo）。こうした県を抱

える州のなかには、PA対象県の変更を希望するところもあり、プロジェクト側は州及び県

と協議のうえ、今後の方針を明らかにする必要がある。 
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（6）ICTのモニタリング評価及びコンサルテーションへの活用 

継続的なモニタリングとコンサルテーションは、本プロジェクトの要である。現在計画

中のPAが延長期間中に実施フェーズに移行することを考えると、プロジェクト及びPICに対

するモニタリング、コンサルテーションへのニーズは急増すると推察される。こうした状

況のなか、プロジェクト及びPICは、県やCFあるいは住民に対するコミュニケーション手段

として、携帯電話を含めた情報通信技術（Information and Communication Technology：ICT）

デバイスをより効果的に活用することが求められる。 

 

（7）PAの一環としてのCF活動対象村選定のクライテリア 

CFの活用及びPAの機会を最大限に生かしてより不利な状況におかれた地域の問題解決

につなげるよう、プロジェクト並びに地方政府（州及び県）は、現在、県に一任している

村の選定に関し、貧困率等の一定基準を導入することが望ましい。 

 

（8）本部の支援体制（経済基盤部から公共政策部への副担当部署の変更） 

PA活動が含まれているとはいえ、本プロジェクトはハードインフラの整備というよりは、

地域開発と貧困削減促進のため、関係者及び関係機関の間に望ましい関係構築を図り、協

議・調整メカニズムと分業体制を構築するキャパシティ・デベロップメントを行うソフト

型事業である。こうした事業の性質、と本プロジェクトの経験から引き出される教訓の有

効活用を考えるとき、主管はMFOとしても、副担当部署を本部経済基盤部から、公共政策

部（ガバナンス、あるいは貧困削減）に変更することが望ましいと考える。 

 

５－２－３ 2年後の出口戦略を踏まえた事業の持続性・自立発展性確保 

既に5項目評価でも明らかにしたように、他の項目に関し本プロジェクトは、概して高い評価

を受けたのに対し、自立発展性については相対的に低い評価を受けている。2年後の本プロジェ

クトからのJICA撤退を念頭に置いたとき、プロジェクトの持続性・自立発展性をいかに高める

かは、今後二年間における最大の課題である。本側面に関し、評価団として以下を提言する。 

    

（1）州レベルで実施される計画官研修及びCF研修の制度化 

三層の階層別集団研修は現在までプロジェクトの負担で実施されてきた。しかしながら、

研修受講者の人事異動等により、研修後に計画・実施されるPA活動の進捗が停滞するのみ

ならず、本プロジェクトの経験が関係機関内で継承・蓄積されにくい状況が出てきている。

かかる状況より、州レベルで実施される計画官及びCF研修は州が定期的に実施するよう制

度化することが望ましい（ゴロンタロ州、北スラウェシ州は既に階層別研修の制度化を図

っている）。そのため、州BAPPEDAが人材養成局等関係部署と協議し、研修の継続的実施

や制度化に向けた計画づくりを行うとともに、州の地域中期開発計画（Regional Mid-term 

Development Plan：RPJMD）策定プロセス等を通じ、必要な予算措置を講じることが望まれ

る。 

 

（2）研修講師やトレーナー傭上費に対する州政府のコストシェア 

研修が本プロジェクトにより計画されたものであれ、州・県政府が独自に計画したもの
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であれ、現在までのところそうした研修講師やトレーナーはプロジェクトが全費用を負担

のうえ傭上している。延長期間以降もプロジェクト関連活動が支障なく続けられるよう、

研修講師やトレーナー傭上費については、州政府によるコストシェアが妥当と判断され、

延長期間中から開始されるべきであろう。 

 

（3）県政府のコミットメント 

県レベルでの研修及びPA活動の持続性を担保するため、県政府の担う役割は大きい。州

レベルでの研修への県政府の積極的参加及び県政府の本プロジェクトへのコミットメント

を醸成するため、PICは県の関係者に対し、会議を開催し意見交換を図ることが奨励される。

必要と判断される場合には、本プロジェクトの実施及び関連活動の継続につきPICと県政府

の間で両者の役割分担に関し、合意文書（Minutes of Understonding：MoU）を交わすことも

一案であろう。 

 

（4）地方政府の若手スタッフに対する村レベルの実地研修実施の検討 

CF研修を介して、地方政府職員に村の実態を理解する機会を提供することは、研修を受

ける本人のみならず、分権化の流れのなかで、参加型開発を促進する地方政府にとっても

貴重な資産となろう。地方政府が、特に若手スタッフ対象にCF研修を通じた村のエクスポ

ージャープログラムを導入することは、検討に値すると思われる。 

 

（5）PIC解消後の組織体制 

２年間の延長期間後PICは解消され、本プロジェクトの効果を持続的に担保する、あるい

は本プロジェクトのアプローチを普及する組織体制がなくなることが懸念される。州

BAPPEDAはCEBなど関係部局と協議し、PIC機能を州政府のどこに内在化させるか具体的

案を検討し始めるべきである。 

 

（6）中央政府との関係強化 

本プロジェクトの自立発展性の担保とそのアプローチの他地域への普及可能性を高める

ため、またコミュニティ/地域開発、貧困削減、地方分権化にかかる政策立案へ適切なイン

プットを提供するため、PIC及びプロジェクトは、積極的に中央政府の関連部局と情報・意

見交換を図る必要がある。特に、内務省地域開発局のBANGDA（地域開発担当）、PMD（コ

ミュニティ・エンパワメント担当）、Badan Diklat（研修担当）とは延長期間中・後のCDP

の展開を考慮し、密なコミュニケーションを図ることが望まれる。 

 

５－２－４ 他地域への能力向上（CD）アプローチの普及・拡大 

本プロジェクトのアプローチは、コミュニティ／地域開発促進のため、村の住民や県・州の

行政機構等に対して同時多発的に働きかける能力強化アプローチであり、その有効性にかんが

み、州政府並びにプロジェクトは、プロジェクトの経験の発信、及びアプローチの普及に関し、

より積極的な役割を担うべきである。以下はそのための具体的提言である。 
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（1）プロジェクトの経験のより体系だった記録努力と中央政府への情報発信・政策提言 

プロジェクトの関係者は、本プロジェクトの経験から様々は教訓を引き出し、それを東

部インドネシア地域及びBANGDAを含めた内務省等中央省庁に、発信していくことが求め

られる。そのために州政府とプロジェクトは、本プロジェクトの実施プロセス及び経験を

より体系的に記録・分析整理することが肝要である。 

 

（2）「CDリソースバンク（仮称）」設立準備 

現在までのところ、研修講師、トレーナー等人材は様々な機関や地域から、個人ベース

でリクルートされており、これが今後能力向上（Capacity Development：CD）アプローチの

他地域への普及展開の足かせとなることが懸念される。そのため、プロジェクトは関係機

関と協議のうえ、人材登録組織（「CDリソースバンク（仮称）」）の設立を検討することが

重要である。その一環として、設立が想定される法人の異なる形態（民間、NGO、政府機

関、半官半民等）を長所、短所、設立可能性などの点から比較し、同リソースバンク設立

に向けた戦略ペーパーを作成することが望まれる。 

 

（3）ICT活用によるプロジェクトの経験発信及びアプローチの普及 

本プロジェクト及びその前身プロジェクトにより様々な人材が育成され、こうした人々

のなかで緩やかなネットワークが形成され、情報・意見交換なども進められつつある。本

プロジェクトは、スラウェシでの地域開発への貢献という位置づけで開始されたが、その

有効性、波及可能性にかんがみ、本プロジェクトの経験や情報発信を、ICTをより有効に活

用することによりスラウェシ外にも発信していくことが肝要である。具体的には、プロジ

ェクト関係者や関連研修受講者が、ソーシャル・ネットワーク・サービスを介して自由に

情報発信・意見交換をすすめていくこと、さらには、プロジェクト関連研修をマルチメデ

ィア教材やon-line教材として、より広範な人々に提供していくことも積極的に検討してい

く必要があるであろう。 

 

（4）JICA専門家が担う機能の拡大 

上で例示したように本プロジェクトのアプローチの普及及びCDリソースバンク設立準

備に向け、プロジェクト専門家はより積極的に中央政府機関、ドナーほかの関係機関に接

触し、意見交換を図る必要がある。そのため、専門家はスラウェシのプロジェクト関係者

のみならず、より広範な関係者に対し、本プロジェクトの経験共有、情報発信、アドボカ

シー業務を行っていくことが求められる。また、そのためにJICA MFO、JICAインドネシア

事務所、本部の関係部署からの支援も必要であろう。 

 

５－２－５ アプローチの有効性の更なる検証と普及のため他ドナー・事業との連携促進 

他の類似事業やアプローチとの比較における本プロジェクトのアプローチの有効性の検証や

比較優位性の特定、及びそれに基づく普及促進に向け、評価団は以下を提言する。 

    

（1）第三者評価を通じた類似案件・アプローチとの比較研究の実施 

地方分権化の文脈におけるコミュニティ・地域開発にかかる能力強化事業は本プロジェ
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クトのみならず、他のドナー支援により複数実施されているが、その有効性の判断につい

ては個々の分析・評価枠組みに基づいてのみなされている。こうしたなか、類似案件を実

施しているドナー地方政府支援プログラム（Local Governance Support Program：LGSP

（USAID）、貧困・後進地域支援事業（Support for Poor and Disadvantaged Areas：SPADA）（WB）、

AIPD（AusAID）など）が、それぞれ第2フェーズを企画中であることを踏まえ、類似案件

の比較と有効性の検証、さらには教訓の引き出しのため第三者評価の計画・実施が検討さ

れている。現在、こうしたドナーをメンバーとし、内務省が議長を務めるワーキンググル

ープ設置準備が進められつつあるところ、本プロジェクトもメンバーとして積極的に関与

し、自身のアプローチの有効性、比較優位性、あるいはほかから学べる点などを第三者評

価から明らかにすることが肝要と考える。 

 

（2）州プログラムとの協調・連携促進 

既に本プロジェクトのアプローチを州の事業のなかに取り込む動きがいくつかの州でで

ている（西スラウェシ州のBangun Mandar、南東スラウェシ州のBAHTERMAS、中央スラウ

ェシ州の農村開発プログラム（PPWP）等）。しかしながら、州政府の関心は、CF活用によ

る村レベルでの計画作成部分に限定される傾向がある。州事業の有効性を担保するには、

CFによるコミュニティーレベルの能力強化のみならず、県や州の関係部局の能力強化と、

持続的事業実施に向けてのシステムづくりが肝要であり、そのために本プロジェクトは州

及び県の関係者への啓もう・協議を継続すべきであろう。 

 

（3）国家プログラムとの連携 

中央政府は、貧困削減に焦点を当てた「コミュニティ・エンパワメント国家プログラム

（National Program for Community Empowerment：PNPM）」を実施している。PNPMはブロッ

クグラントを村レベルに提供することにより、主に貧困削減に資する小規模インフラ整備

を奨めており、そのためにコミュニティのニーズや能力確認、住民の合意形成、住民主体

の事業計画策定・実施、評価を側面支援するファシリテーターを郡レベルまで配置してい

る。PNPMと本プロジェクトの間には事業実施理念や、方法に違いもあるが、相互に補完す

ることでより効果的な事業を全国レベルで展開できる可能性も大きい。そのため、プロジ

ェクトはPNPM実施に関連する中央省庁、特に内務省、BAPPENAS、社会福祉協議省などと

今後はより密に連絡・協議し連携の可能性（ファシリテーション研修や住民の組織化、イ

ンフラの持続的維持管理体制作り等）を探ることが望ましい。 

 

（4）他のJICA協力事業との連携促進 

本プロジェクトは、「マミナサタ広域都市圏環境配慮型都市開発促進プロジェクト」や、

「復興期の地域に開かれた学校づくり（マルク）プロジェクト」など他のJICA協力事業に

対し、ファシリテーションにかかる研修機会提供実績がある。プロジェクトはこうした機

会をインドネシア内外で展開されるJICA協力事業に対し引き続き提供して、本プロジェク

トのアプローチの普及展開に努めることが期待される。 

（上記提言を反映した改訂版PDMとPOは、付属資料2 ANNEX5 参照。） 
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５－３ 教 訓 

ここでは、本プロジェクトの特徴を整理したうえで、類似案件形成・実施に向けての教訓及び

更なる教訓を引き出すため、今後検討されるべきと思われる事項を提示する。 

    

（1）本プロジェクトの特徴 

「プロジェクトをもち込まないプロジェクト」 

本プロジェクトは、政策立案者、地方行政計画官、そしてコミュニティ・ファシリテータ

ーの3層に対するセミナーや、研修を同時進行的に実施し、ボトムアップ・アプローチ及び住

民参加型事業の重要性理解の促進と、その計画・実施に必要となる具体的能力を複層レベル

で強化し（特に意識や態度変容促進）、さらにPAによる実体験を通じ、効果的、持続的事業展

開に必要となる住民と、行政他との間の望ましい関係構築、発展を目指した事業である。そ

して事業実施理念として｢プロジェクトをもち込まないプロジェクト｣を掲げ、具体的には、

以下を強調する形で事業を実施したと推察される。 

1）コンサルテーション＞物理的資源投入 

本プロジェクトは、時機を得た効率的・効果的資源活用のため、資源投入前・中の社会

的準備・整備（コミュニティの状況分析や、課題解決法の模索・検討能力、必要とされる

人材や、組織の特定と関係者間の役割分担、連絡・協議・調整体制や紛争処理体制の構築

等）のための研修やコンサルテーションに力を注ぎ、PAの事業運営に必要となるリソース

については意図的にインドネシア側からの負担を前提とするアプローチを採った。 

2）自助努力＞援助 

本プロジェクトは住民、県、州の全てのレベルにおいて、まずは自助努力を強調・引き

出す方針を採った。そのためPA認定にあたっても、住民・コミュニティによる負担（労働

力、原材料等）、県や州政府による予算措置を前提とし、そうした要件が満たされた場合の

みPAが実施されることになった。 

3）能力強化＞インセンティブ供与 

上と関連して、本プロジェクトの前提として近年の地方分権化の流れのなかで、ムスレ

ンバンなどボトムアップでの事業計画・実施を進める法・制度は整備されたものの、それ

が必ずしも実効的に機能しないという理解があった。そしてその原因は、住民参加型の地

域開発促進にかかる関係者の能力不足にあると認識され、そのためインセンティブや資源

供与よりも、能力強化研修が重視された。 

4）包括的思考＞セクター思考 

何らかの事業実施を念頭にコミュニティの状況調査を行う場合、往々にしてセクター思

考に縛られがちである。しかし、本プロジェクトのCF研修や活動では、コミュニティを包

括的かつ住民の視点から理解することに努めた。CFが住民の日常生活に触れ、信頼関係を

築くなかで個々のコミュニティ/住民が自らのもつ資質、対処すべき優先課題を特定し、解

決策を模索するよう促した。 

5）経験的学習アプローチ＞ブループリントアプローチ 

本プロジェクトは、その研修方法やPAの実施において、経験的学習アプローチを重視し

た。そして、関係者が決められたことをこなす能力以上に、現実のなかで変化する状況や、

課題に柔軟に対処できる能力を培うことをめざした。 
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（2）教訓と検討事項 

前頁（1）で見たような特徴をもつ本プロジェクトは、プロジェクトに対する相手国側の様々

なレベルでのオーナーシップ、自助努力、資源投入を促すものとして、また州により多少の

違いはあるものの、C/Pのイニシアティブにより、PA対象地域を超えたインパクトを出しつつ

あり、積極的に評価され、また普及促進がのぞまれるものと考える。しかしながら、類似ア

プローチの他地域や、他事業への導入が即同様の効果やインパクトを生むかどうかについて

は未知数の部分もあり、そうした点について早急、かつ慎重な整理・検討が必要である。以

下本プロジェクトから引き出される教訓と類似案件形成・実施に向けての検討点について記

述する。 

1）達成すべき目標及び出口戦略の明確化 

本プロジェクトでは階層別研修後のPAに関してはあくまでC/Pのイニシアティブを重視

する姿勢をとった。そのため、村、県、州レベルで、いつどのような活動展開がなされる

のか事前に把握することが難しいということも一因となり、プロジェクト期間中に達成す

べき目標や出口戦略が誰にでもわかる形で明示されなかった。プロジェクトの性質上難し

い部分もあるが、類似案件の形成・実施にあたっては、本案件も参考にして中間レビュー

時点でプロジェクト終了時までに達成すべき現実的目標とその後の出口戦略（どういう状

態になればJICAのインプットは引き上げるべきであるかを知るための分岐点）を具体的、

かつ明確に示すことが必要であろう。 

2）計画段階からの中央政府の巻き込みの重要性 

本プロジェクトはインドネシアの地方分権化の流れのなかで、スラウェシ6州の地域開発

にかかる能力強化を目指し、スラウェシ内での活動及び情報・意見交換を促進し効果を挙

げた。しかし、JICAの出口戦略を念頭に活動の持続性や他地域への普及を考える時、一地

方（と言ってもスラウェシ6州というのは、広大ではあるが）のみに限定した活動では限界

がある。よって類似案件においては、案件形成の初期段階から中央政府を巻き込み、情報

発信、経験共有を図り、関連分野の政策立案や他地域への普及などプロジェクト実施地域

を超えたインパクトを出せるよう事業を計画することが肝要である。 

3）ICTの有効活用 

インドネシアの一地域での展開とは言え、CDPは本州の面積の3分の2を占めるスラウェ

シ全6州を対象とし、質を担保した研修やコンサルテーション提供のため相当の時間・労力

を費やした。今後類似案件の形成・実施にあたっては、広範囲へのサービスの提供と普及

を念頭に、途上国で急速に普及している携帯端末などICTを有効活用することがのぞまれる。

また研修教材もデジタル化やオンライン化し、場合によっては市場を通じて、広範囲のア

クセスを可能とすることも積極的に検討すべきと考える。 

4）本プロジェクトのアプローチが効を奏する社会的文脈特定の必要性と地域の専門家の活

用 

本プロジェクトが一定の成果をあげた背景には、前節で提示した特長をもつアプローチ

が現在のインドネシア、及びスラウェシが置かれた状況や、それらがもつ能力に適合して

いたと考えられる。第一に地方分権化に伴い、村レベルから始まる事業計画策定、それに

基づく予算措置が義務づけられ、住民・地方行政ともにコミュニティレベルでの優良、か

つ実施可能な案件形成・実施が重要な関心事となっていること（地域社会開発、住民参加
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型研修、CF研修を受け入れる素地の存在）。第二にインドネシアは援助卒業間近の国であり、

本プロジェクトのパイロット事業展開に必要となる事業費の大半を住民・地方政府が捻出

できる経済力をもつようになっていたこと（資源を供与しないプロジェクトを受け入れら

れる状況の存在）、第三に、スラウェシは、インドネシアのなかでも地域コミュニティの紐

帯が、比較的色濃く残っているところも多く、コミュニティへの適切な働きかけが課題へ

の自主的、かつ集団対応につながる社会的基盤があったこと（自助努力の尊重）、第四に、

住民のニーズに適した事業の実施や、その側面支援（例：無償のCF活動）が、地方分権化

に伴い導入された村長から州知事の選挙の現在、あるいは将来の票取りに直接・間接に結

びつく事情があること（政策立案者や、CFへの金銭以外のインセンティブの存在）。そして

第五に、こうしたインドネシアそしてスラウェシの事情に熟知した専門家の存在（地域専

門家の存在）と、研修やコンサルテーションサービスを提供できるインドネシア側の人材

が、本プロジェクトの前身プロジェクトにより育成されていたことが挙げられる。上に挙

げた点はあくまで推測の域を出ないため、まずは当該アプローチが効果を発揮する社会的

条件の特定を進め、今後の類似案件につき社会的文脈を踏まえたうえで実施の可能性、ア

プローチの的確性の判断をすることが望ましい。 

5）本プロジェクトのアプローチの相対化とその有効性の再検証の必要性 

研修とコンサルテーションを重視し具体的事業に対しては原則「資金を出さない」本プ

ロジェクトは、様々な分野で現在展開されている「ブロックグラント」方式のプロジェク

トの対極をなす（インドネシア政府が実施する国家プログラムであるPNPMとの比較イメー

ジについては下図参照）。本プロジェクトのアプローチは、相手国側の高いオーナーシップ

や自助努力を引き出し、ある面での持続性担保に大きな貢献がある。しかし、類似案件形

成・実施に際しては、まずはこうしたアプローチをブロックグラント形式と比較し、どの

ような比較優位性があるのか、あるいは導入が適切と判断される状況を特定することが肝

要である。そのため、他のドナーと協調で類似案件の比較研究を実施すること、またその

前提として、分析枠組み構築や適用できる指標の検討をすすめることは、ガバナンスに限

らずさまざまなセクターの案件に示唆と教訓を提供すると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ プロジェクトの性質 

プロジェクトの性質
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附属資料3－１

（１）　実績と実施プロセスの検証

大項目 小項目

1) 日本側からは計画どおりの投入がなされたか 日本側からの投入は、ほぼ計画通りおこなわれた。

a. 専門家派遣 ANNEX 3-1 参照

b. 機材の供与 ANNEX 3-2 参照

c. 日本におけるカウンターパート (C/P) 研修と他の研修
員受入れ

ANNEX 3-3 参照

d. 現地活動費

Rp. 1,521 million (実績 JFY2007);
Rp. 4,391 million (実績 JFY2008);
Rp. 4,215 million (実績 JFY2009);
Rp. 1,318 million (見通し JFY 2010)

2) インドネシア側からは計画どおりの投入がなされたか インドネシア側からは以下のインプットがあった。

a. カウンターパートの配置 ANNEX 3-5 参照

b. 各州におけるプロジェクト執務室 州BAPPEDA事務所内およびその近くにPOの執務場所（電話、事務備品を含む）が確保された。

c. 6 州によるプロジェクト予算

プロジェクト実施のために6州は合計で3,399百万ルピアの予算を確保した。
Rp. 23 million (報告分 2007.9 - 2008.3);
Rp.1,184 million (報告分 2008.4-2009.3);
Rp. 1,373 million (報告分 2009.4-2010.3);
Rp. 819 Million (見通し 2010.4-2010.9)

d. 12 県/市によるプロジェクト予算

プロジェクトの活動費として、29のターゲット県・市のうち11県・市が合計8,952百万ルピアの予算を確保した。
Rp. 43 million (報告分 2007.9-2008.3);
Rp. 545 million (報告分 2008.4-2009.3);
Rp. 1,960 million (報告分  2009.4-2010.3);
Rp. 6,404 million (見通し 2010.4-2010.9)

(1-1) 地域開発と関係者ごとの役割についての計画と実施プロセスについての研修参加者の理解度
本プロジェクトは、三層の研修を政策決定者、計画官、CFを対象としておこなった。そして州および県・市が自らおこなう
研修活動をサポートした。研修後の質問票によると、研修修了者は研修コースの内容のほとんどを習得している。

(1-2) 他の関係者と協働を通じてつくったアクションプランの数
2010年7月現在、 7つの PA の計画がプロジェクトの承認を得ている。さらに９つのPA計画が他の県・市で準備されてい
る。
承認したPA: Wakatobi (Southeast Sulawesi), Takalar and Selayar (South Sulawesi), Tojo Una-una and Parigi Moutong
(Central Sulawesi), Pohuwato (Gorontalo) and North Minahasa (North Sulawesi)
準備中のPA: Sidrap (South Sulawesi), Majene (West Sulawesi), Palu and Buol (Central Sulawesi), Gorontalo and Bone
Bolango (Gorontalo), Tomohon, Talaud and Bolaang Mongondow (North Sulawesi)

(1-3) PAの経験を活用したトレーニングプログラム数
プロジェクト開始当初のプロジェクト紹介を目的としたワークショップや日本での研修、実践中心のCF以外では、PAの経
験を内容として使っている。その研修、ワークショップは 23件であり、うち 8件がプロジェクトチームによるもので、残りの
15件は州または県・市主催によるものである。

(1-4) 関係者により策定または改訂された開発計画の本数
プロジェクトチームへの報告によると、5県の38村がPAを通じてまたはPAに関連して、開発計画を策定または改訂した。

(1-5) 研修修了者がおこなった研修後の活動数
プロジェクトが把握しているところでは、研修修了者が研修後に主体的におこなった活動は42件である。この中には他の
ドナープログラムにおける活動を除く。

(2-1) PA内で研修や類似比較調査に参加した関係者の数
合計 1,268 名で、計画官、CF、村落エクステンションオフィサー、村民などを含む。

(2-2) PAに参加している地元民のグループ数
2010年7月現在、7件のPAには 34 組の地元民のグループが参加している。

(2-3) PAをつうじて地域開発のために作られたまたは再編された組織やネットワークの数
PA実施中の7県すべてが、県知事令により実施チームを組織している。そのうちの数県では、関係者や研修修了生によ
るワーキンググループやフォーラムを組織している。その数は 20 である。

資料レ
ビュー

インタビュー

インドネシア国「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」終了時評価 ：評価グリッド

評価項目
評価設問

方法 実績と評価

(1)
実績の検証

投入実績
資料レ
ビュー

アウトプットの達成
度

成果1:
研修を通じて計画・実施プロセスが理解され、関係者の
計画能力が強化される。

資料レ
ビュー

インタビュー

成果 2:
パイロット活動の経験を通じて、関係者の協働による事
業実施運営能力が強化される。

Administrator
３．評価グリッド（和文）



(2-4) PAをつうじて作られ改良された地域開発のシステム/メカニズムの数
2 県 (Takalar, Wakatobi) は地域開発のメカニズムを立案したが、まだ持続的に運営するためには完成とはいえない。 1
県 (Pohuwato) は試行のために地域開発メカニズムの試案をつくった。

(3-1) 研修およびPAの期間にまとめられたグッドプラクティスの件数
現状として 6 件が確認された。. PICの能力向上と知識共有のために、プロジェクトはGPCS (Good Practice Case Study)
をおこない、各州一件のグッドプラクティスをまとめて、2009年1月にワークショップを開催した。

(3-2) 情報共有のためにPAやグッドプラクティスに関して活動地域外からあった問合せ数
プロジェクトはスラウェシ島外から三件、内務省から一件の問い合わせを受けた。 Kota Ambon と Kota Tanjung Pinang
はCD研修への参加を問い合わせしてきた。Kabupaten Lombok Timur は資料提供を求めた。スラウェシ島内からは5
県・市からターゲット地域としてプロジェクトに参加したいという要望が届いた。

(3-3) メディア公表物の数と種類
プロジェクトの啓蒙と情報発信交流のために、以下の三つの媒介手段を活用した。
 (1) ニュースケター (8 号まで発行)
 (2) ビデオ (プロジェクトおよびPAを紹介する 3 種を作成 )
 (3) プロジェクトのホームページ (日本語とインドネシア語で運営)

技術移転の方法に問題はなかったか 三層 (政策決定者、計画官、CF) の研修内容は高く評価されている。
その後のPAへのコンサルテーションおよび協働メカニズム制度化へのアドバイスについては、参加県・市の主体性を重
んじて適切におこなっている。

モニタングの仕組み プロジェクト全体のモニタリングは、内務省を議長とする合同調整委員会（JCC）によりおこなった (2008年9月と2010年2
月に開催)。またJICAは中間評価ミッション (2009年5～6月) を送り、6州責任者とその報告・協議、そしてPDMの改訂をお
こなった。
PICは各州知事令により設立され、プロジェクト期間を通じて機能している。その内容は、定例会、研修活動、州内対象
県・市での活動の進捗モニタリングを含む。POはプロジェクト・チームとPIC間の調整をおこない、PICの活動を補強して
いる。
PA実施県は、県知事令により実施体制を確立して活動をおこなうとともに、モデル村へのサポートをしている。

意思決定過程 プロジェクト・チームはPO (Plan of Operation) に基づく活動をおこなうとともに、PICとよく協議して、PICの独自活動への
支援及びターゲット県・市によるPAの認定をおこなっている。

JICA本部・在外事務所の機能 本プロジェクト・チームとJICAとのコミュニケーションは、マカッサル現地事務所を通して頻繁に行われており、プロジェク
ト・チームから半期ごとに提出される業務進捗報告書以外に、毎月月例報告書が提出されている。
プロジェクトチームへのインタビューによると、本件在外主管の案件であるが、MFOへ問い合わせた件の返答がJICA本
部の関係部署への連絡により遅れることが度々あった。たとえば、終了時評価ミッションのスケジュールについて、本年
３月には５月派遣と伝えられたが、その後５月半ばまで連絡がなかった。このような連絡・指示の遅れは、プロジェクト活
動の効率に一定の影響を与えた。
なお、プロジェクト延長の際には、プロジェクトチームとしては、本部の関係部署として地域部と経済基盤部の体制から地
域部と公共政策部となることを希望している。プロジェクト・チームは、本プロジェクトの類似案件は公共政策部に多くあ
り、より有益な助言を受けやすいと考えている。

プロジェクトチーム内の意思疎通 プロジェクト・チームの専門家は、通訳を介さずにナショナルエキスパートおよびPOとは円滑な意思疎通をおこない、一
体的な活動をおこなっている。

C/Pの配置と意欲 各州BAPPEDA局長のプロジェクトへの参加意欲は高い。
各州のPICは適切なメンバー構成をおこなっている。ただしBAPPEDA職員以外のメンバーの参加が乏しい州がある。
プロジェクト・チームとのコミュニケーション・チャンネルとして、フォーカルポイントが有効に働いている。

ステークホルダーのプロジェクトへの参加と意欲 対象とする県市からの計画官研修参加者、ファシリテータ研修参加者は、PICが自主的に選定基準を設けて選定した。
概ね適格者が参加している。
PAは異なるステークホルダーのグループから積極的な参加者を生み出している。

プロジェクトの実施
プロセス

プロジェクトの実施プロセスは適切であったか

インタ
ビュー,
資料レ
ビュー

CDプロジェクトのアプローチは、実施機関の理解を得ており、適切なものであった。
PAの認定基準 (①地域の能力向上(組織・制度含む)、②住民の主体的な参加、③地方政府のコミットメント(予算含む)、
④関係者の責任の明確化、⑤関係者間の協働促進、⑥公平性、⑦現存の資源活用、⑧地域特性への配慮) は、PAに
参加する県・市が適切な準備をするための良き指針であった。それはPA認定後の活動がどこも停滞なくおこなわれてい
ることにより示されている。
ただし、PAの準備に予算措置を含むために時間がかかり、プロジェクトのPA認定はすべて2009年以降となった。結果と
して、CDプロジェクトのアプローチの一通りの実践をプロジェクト期間 (3年) 以内に完了することが難しくなった。

成果 3:
州内外の情報交流ネットワークが整備され、知識・経験
が共有される。

(2)
実施プロセスの

検証

活動と技術移転

活動は計画どおりに実施されたか

資料レ
ビュー

インタビュー

実施過程の問題

マネジメント体制
インタビュー

資料レ
ビュー

インタビュー

プロジェクト参加者 インタビュー

プロジェクトの実施過程で生じてた問題や、効果発現に
影響を与えた要因

人事異動によりPICのメンバーが大きく入れ替わる州があった。これはPICの運営に一定の影響を与えた。
ターゲット県・市の研修参加者が人事異動により他部局に移ったことより、活動が停滞した県・市があった。
ターゲット県・市の首長および議会選挙にともなう活動の中断やPA予算の削減が一部で起こった。

ＣＤプロジェクトの活動は、ほぼ計画通りに実施されている。

資料レ
ビュー

インタビュー



附属資料3－2

(２)　５項目評価

大項目 小項目

1-1) 必要性

1-1-1) プロジェクトの活動内容は、対象地域・社
会のニーズに合致しているか

各州ステークホルダーに起こった地方
分権化の影響及び地域開発促進に関
する問題意識

○ 「イ」国では、中央集権体制から地方分権体制に移行しており、また、地方政府首長の選出も住民の直接選挙になっており、住民参加型ア
プローチ、あるいは、ボトムアップ・アプローチの重要性が地方のステークホルダーの共通の認識になっている。本プロジェクトが取り組んで
いる地域社会全体のキャパシティ・デベロップメント、ステークホルダー間の協働メカニズムの構築は、こうしたインドネシアの政治・社会面
の変化に十分合致するものである。

1-2-1) イ側の開発政策との整合性はあるか イ国の開発政策との整合性 ○ 「イ」国では、新自治法第32号（2004年）、国家開発計画法第25号（2004年）が施行され、地方分権の制度が推進されている。同法には、計
画作成プロセスについて、地方政府の主体性、参加型、ボトムアップ・アプローチが要件として規定されている。こうした「イ」国側の開発政
策と、本プロジェクトのアプローチは十分に合致している。
　さらに、本プロジェクトは、「イ」国の新しく制定された中期国家開発計画（RPJM, 2010-2014）で主要な課題として取り上げられている「ア
ジェンダV: 包括的かつ均一な開発」と密接に関り合っている。同アジェンダでは、開発プロセスに住民が関わることが大変重要な要素にな
る、としている。また、同計画では、スラウェシ島を含む主要な島別の開発を地域による開発戦略として強調している。本プロジェクトはスラ
ウェシ地域全体を対象にした枠組みであることから、同計画の戦略とも合致している。

1-2-2) 日本の援助政策・JICA国別事業実施計
画との整合性はあるか

日本の対インドネシア援助方針 ○ 一方、我が国の国別事業実施計画では、３つの主要な柱の一つに「民主的で公正な社会造り」を掲げ、そのための支援として貧困対策が
位置付けられている。また、その方針に対応すべく、東北インドネシア地域開発プログラムが域開発プログラム」が現地ODAタスクフォース
（ODATF）により形成された。本プロジェクトは、同プログラムの中の中核プロジェクトとして位置付けられていることから、本プロジェクトは日
本の援助政策・JICA国別事業実施計画に沿って実施されている。

1-2-3) 中間レビュー以降のプロジェクトを取り巻
く環境の変化、ニーズの変化

州・県市での開発計画の方針、優先
順位、予算配分

○ 2010年1月に、新しい国家中期開発計画（RPJMN 2010-2014）が制定され、地方政府も同計画に基づく新しい中期開発計画（RPJMD 2010-
2014)を制定している。

1-3-1) 対象地域、対象グループの選定は適切
か

プロジェクト対象地域の選定根拠 ○ スラウェシ６州の面積は日本の本州の８割に相当する広大な地域であるが、本プロジェクトの形成にあたって参考とした既存の類似協力活
動が実施された地域であり、日イともに援助事業の経験・ノウハウ・アセットを有していたことから、本プロジェクト立ち上げが円滑に進めら
れた。また、各州PICのオーナーシップを尊重して州内対象県の選定をPICが行ったため、その後の州・県間の調整も問題なく進められてい
る。これらのことから、プロジェクト対象地域の選定は適切だった。

1-3-2) 他の援助事業と比較して、本プロジェクト
は中進国を目指すインドネシアの状況に合致し
たアプローチだったか

他援助事業との比較（資源投入が少
ない点など）

1-3-3) 地方分権化（地方政府への権限・予算の
委譲）において、本プロジェクトのアプローチは的
を得たものか

他援助事業との比較

1-3-4) 地方政府に住民参加型開発を促進する
インセンティブが政策上あるか

地方政府内で参加型開発を促進する
インセンティブの有無

インドネシア国では、2004年の国家開発計画法(第25号）が制定され、中央政府のみならず、地方政府も長期、中期、短期（年次）の開発計
画策定が求められ、その中で開発プロセスへのコミュニティの参加の確保が定められた。さらに、2005年から地方首長は住民の直接選挙
によって選ばれることになった。このため、地方政府は、コニュニティ参加の具体的な方法として本プロジェクトのアプローチの適用を検討し
ている。

1-3-5) 我が国の過去の援助事業の経験・ノウハ
ウを生かしているか

既存の類似技プロとの比較（表） ○ 本プロジェクトで実施している現地国内研修の３コースのうち、「政策決定者セミナー」及び「計画官研修」は、JICA技プロ「南スラウェシ州貧
困対策支援村落開発プロジェクト」（1997-2002）で開発した、「地域社会開発計画（PLSD）」理論をベースにしてインドネシア向けに改訂を加
えた教材を利用し、講師も同プロジェクトに参加した大学講師等が担当している。CF研修では、JICA技プロ「市民社会の参加によるコミュニ
ティ開発プロジェクト（略称PKPM）」（2004-2006）の教材と同プロジェクトで育成されたマスターファシリテータを講師として活用している。ま
た、計画官研修の実施は北スラウェシ州及び南スラウェシ州職員研修所であるが、これはJICA技プロ「地方行政人材育成プロジェクト」
（2002-2007）における内務省との協力関係に基づいて先方からの協力を得たものである。さらに、研修参加者の主体的提案をもとにパイ
ロット活動を策定していくプロセスにはJICA技プロ「地域開発政策支援プロジェクト」（2001-2005）の経験が生かされている。このように、ス
ラウェシ地域で過去に実施された技術協力プロジェクトの経験・ノウハウを十二分に活用して、本プロジェクトは運営されている。

2-1-1) 「協働メカニズムの整備」の定義（どういう
状態か）が、関係者間で共通認識されているか

協働メカニズムの整備に関する関係
者の認識

○ インタビューによれば、CDプロジェクトの活動に参加することで、関係者は協働メカニズムのコンセプト（関係者の役割の認識、住民の自助
努力の醸成、住民と行政の共同計画づくり、効果的な資源活用・予算執行を行うための仕組みづくり）の重要性を、体験的に理解するよう
になってきている。
特に、以前は、住民、NGOと行政の間には相互不信があったが、本プロジェクトでのパイロット活動を通して、お互いの役割の重要性を認
識し始めている。

インドネシア国「スラウェシ地域開発能力向上プロジェクト」終了時評価 ：評価グリッド

評価設問
必要なデータ/指標 評価結果

1) 妥当性

1-2) 政策上の優先度

1-3)手段としての適切性

インタビューの対象者の多くが、本プロジェクトのアプローチが、従来からの資源投入型のアプローチではなく、地元資源の活用とコミュニ
ティの能力開発を目指すものであり、この点に本プロジェクトの優位性があると指摘していた。特に、特定のグループを対象とするアプロー
チではなく、地域社会における主要なステークホルダーを包括的にとらえるアプローチを高く評価している。また、ファシリテーションのスキ
ルについて、本プロジェクトの取り組みが他ドナーのものより体系化されており、他のプロジェクトの実施支援にも活用ができるとの評価が
多く聞かれた。

2) 有効性

○



2-1-2) 「協働メカニズム」の有効性を計測する方
法論・枠組みは開発されたか（中間レビュー提言
３）

協働メカニズムの有効性評価の方法
論に関する資料

○ プロジェクト全体としては、パイロット活動（協働の実践への取り組み）がようやく始まったところであり、協働メカニズムの有効性を評価する
枠組みを構築するに至っていない。今後のモニタリング活動を通して、同枠組みが構築される見込みである。

○ プロジェクト・チームの資料によれば、対象県のパイロット活動の状況をステージ別にみると以下の通りである（本年7月時点）。すなわち、
対象29県のうち、パイロット活動に認定されている（プロジェクト・チームと対象県、PICの間でMOUを取り交わしている）のは下記1)から3)の
7県の活動であり、パイロット活動の申請準備中であるものが下記4)及び5)の9県である。しかしながら、最も進展が見られるワカトビ県、タカ
ラール県にしても、現段階は制度作りの過程であり、その後の「運用・定着」を経るまでに更に時間が必要である。このことから、本プロジェ
クトの終了時点で、パイロット活動を通した協働メカニズムの構築に取り組む事例は6県（プロジェクト目標の指標値）以上になるものの、協
働メカニズムの定着が確認された段階には至っていない。
1) 人づくり＋組織づくり＋制度作り(2)；ワカトビ県、タカラール県
2) 人づくり＋組織づくり(1)；ポフワト県
3) 人づくり(4)；スラヤル県、パリギモトン県、トジョウナウナ県、北ミナハサ県
4) 予算化(4)；ポアランモゴウドウ県、トモホン市、パル市、北ゴロンタロ
5) 意思表明(5)；タラウッド県、ブオル県、マジェネ県、シドラップ県、ボネ・ボラゴ県

○ インタビューによれば、上記のケースを除いて、活動が限定的な県が13県ある。このうち、10県では何らかの活動が実施されているが、個
人レベルでの取り組みとなっている。しかしながら、残る３県はPICからの働きかけにもほとんど反応がない状態になっている。
6) 個人レベルでの活動への取り組み (10)；トンガラ県、南ミナハサ県、ポレワリマンダル県、ママサ県、北マムジュ県、北ブトン県、南コナエ
県、バウバウ県、ボネ県、ボアレモ県
7) 反応なし (3)；北コナエ県、マムジュ県、ゴロンタロ県

貢献要因 ○ プロジェクト目標の達成に貢献している要因：
①インドネシアでは、2005年以降地方政府の首長が住民の直接投票で選ばれることになったため、政策決定者が計画プロセスへの住民
の声を反映させることに熱心になった。
②既存の類似技プロの経験・成果・人材をインドネシア側が活用した。
③インドネシアには、ゴトンロヨンと呼ばれる、住民が相互扶助の精神で協力し合う素地があった。

阻害要因 ○ プロジェクト目標の達成を阻害する要因：
①いくつかの対象県では、計画官研修参加者やその上司が首長選挙に伴う人事異動等で他部署に移ったため、本プロジェクトのアプロー
チを共有する人的ネットワークが分断されたため、活動が停滞した。
②上司、地方首長等の政策決定者のCDPアプローチへの理解不足から予算確保が困難になり、迅速かつタイムリーな活動の進展が確保
できない事例が散見された。
③対象県の研修参加者は計画官5名に対しCF１名のみである。このため、住民のニーズを引き出すCFの活動が対象県における活動フォ
ローのネックとなるケースがみられた。なお、いくつかの県では独自のCF研修を実施し、CFの増員を図っている
④計画官研修参加者アンケートによれば、計画官研修参加者の中には、研修内容が合わない分掌業務の人、権限が何もない人、退職間
際の人等がおり、研修後の活動に取り組まないケースが生まれた。

2-2-1) アウトプットは、プロジェクト目標を達成す
るために十分であるか（対象地域の大きさと成果
の量は妥当か）

アウトプットの過不足と対処方法 ○ ①成果１（研修の成果）では、特にCF研修終了者が各県１名と少なかった。このため、５県では独自のCF研修を実施した。
②成果２（パイロット活動）では、上記2-1-3)に記述の通り、プロジェクト目標の達成に関し終了時評価時点では量的には不十分であり、成
果の定着にはまだ時間を要する。
③成果３（情報の共有）では、広報用のフィルムを見た対象県の一つ（停滞中）が、活動の再開を県政府関係者を集めて協議するなどして
おり、有効であった。

2-2-2) 研修ーAction Planーパイロット活動の活
動フローは、効果的に機能したか

パイロット活動事例の形成過程（関係
者の参加状況等）

○ インタビューによれば、対象県において、計画官研修参加者とCF研修参加者がパイロット活動の内容について協議をしている。さらに、進
展のある県では、計画官とCFが県政府の政策決定者とも協議をしており、本プロジェクトの活動フローに従って自主的な活動が進められて
いる。

2-2-3) アウトプットからプロジェクト目標に至るま
での外部条件は、現時点においても正しいか

インドネシア国の地方分権化政策・開
発政策の変化の有無

○ 外部条件の「現在の地方分権を推進する制度的環境が維持される」は、依然正しい。

2-1-3) プロジェクト目標「スラウェシ６州において
地域開発に係る関係者の能力が強化され、協働
のメカニズムが整備される」は達成されたか

スラウェシ6州において、整備された地
域開発における関係者の協働メカニ
ズムの件数（ステージ別に確認された
事例数、州の関与度）

2-1-4) プロジェクト目標の達成に貢献した要因・
阻害した要因はあるか

2-1) プロジェクト目標の
達成予測

2-2) 因果関係



2-3-1) 研修活動 研修におぴて伝達したコンセプトへの
反応

○

○

インタビューによれば、本プロジェクトの３層研修において強調されたボトムアップ・アプローチ、参加型アプローチ、事実に基づくこと、RON
（資源、組織、規範）等のコンセプトは、各研修対象者の関心に合致しており、重要な知識を得たとする反応がほとんどであった。そのほ
か、以下の点が研修の有効性として指摘された。
- 住民の真のニーズ、能力（何ができるか）、制約（何に外部者の支援が必要か）の理解のために、地元住民の日常生活を理解しようとして
いる；
- CFのスコープをセクターやプロジェクトに限定させずに、コミュニティを総括的にとらえようとしている；
- 地域住民、コミュニティに対する何らの推測を持たず地域住民を理解しようとしている；
- そうするため、CFは何かのプロジェクトや予算を持ってコミュニティに入り込むのでなく、個人あるいは今後の協働者して地域住民と交わ
る。

CDPに関する第３者エンドライン評価調査最終報告書によれば、以下の点が３層研修の特長的な点として指摘されている。
- ３層研修参加者間での強力な共同・協働意識の醸成を目指している、
- CF研修では、研修内容または教材は事実・現実に基づく研修そのもののプロセスから出てきており、プロジェクトが作った研修モジュール
や教材からではない。
- CF研修では、いくつかのシリーズで構成されており、また間隔をおいて順次実施されるので、その合間に研修参加者は知識、技術、自信
を身につけるため現場に出て研修教材の内容を応用し、復習をすることになる、
- CF研修では、教室での討議は現場での実践とつながっており、研修参加者が課題と事実の分析を含めて幅広い理解を得ることが可能
である。

計画官研修参加者向けの満足度アンケートによれば、計画官研修の内容が日常業務と極めて密接と感じた参加者が大部分であった。さら
に、CF研修に関する満足度調査ではほぼ全員が研修内容を実践的であり有益と評価している。CF研修後の活動に未だ取り組んでいない
CFの割合は1割程度であり、研修活動は十分に有効であった。

2-3-2) プロジェクト・チーム、PICからのコンサル
テーション

研修後のコンサルテーションにおいて
伝達したコンセプトへの反応

○ プロジェクト・チームによると、同チームからPICあるいは対象県担当者に対して、パイロット活動の提案書作成・実施・モニタリングに関連し
て、継続的なコンサルテーションを実施している。
インタビューによると、研修参加直後では計画官やCFが住民に対し十分なコンサルテーションができないケースがあったが、プロジェクト・
チーム及びPICによる継続的なコンサルテーションによりパイロット活動がより実践的な内容になった事例が報告された（プロジェクトによる
コンサルテーションが研修を実践的活動へ結びつける一役を担った）。

2-3-3) アプローチの付加価値 パイロット活動等を通した意識・業務・
制度の前向きな変化の事例

○ インタビューによれば、以下の点が確認された。
1) パイロット活動が進展している事例では、住民、行政、NGOのそれぞれがお互いの役割を認識した上で協働している状況（意識の変化）
が確認できた。
2) 行政側が住民やNGOからの要請に対し、積極的に現地へ出向き、fact-basedの計画に取り組むようになった（業務の変化）。
3) ボトムアップ・アプローチによる計画づくりのムスレンバン制度の改善として、本プロジェクトのアプローチを取り入れる取り組み（制度の
変化）が、州・県BAPPEDAで実施されていることを確認した。

また、パイロット活動などでの住民への働き掛けにより、住民のKAS(Knowledge, Attitude, Skill)に前向きな変化が出ているとの指摘が非常
に多かった。

不利な立場にある住民は、生計を維持するために必要な資源である土地、水、森林へのアクセスが失われているか制限されがちである。
しばしばその理由として言われるのは、そうした住民の人種的あるいは社会経済的な背景により、住民の一部グループが社会的排除や非
主流派になってしまうことである。これらは、争いのきっかけになりうるし、地方政府はそうしたコミュニティに投資することを避けがちであ
る。CFの重要な役割のひとつが低開発の隠された要因を確認し、異なるグループ間でのコミュニケーションを促進することでそうした長引く
争いを調停することである。この土台は。特にコミュニティベース、貧困緩和の方向とともに、どんなプロジェクトを成功させ社会的に持続性
をもたせるために不可欠である。

3-1-1) アウトプットの達成度は適切か 「実績の検証」結果 ○ 成果１（３層研修）と成果３（情報共有）の成果は計画通りに達成されている。
成果２（パイロット活動）では、ほとんどの対象県でパイロット活動形成に向けた取り組みがあったが、進捗にはバラツキが出ている。これに
ついては、プロジェクト・チームでは想定の範囲内とのことである。

3-1-2) アウトプット達成を阻害した要因はあるか 阻害要因と対処方法 ○

○

インタビューによれば、対象県で首長選挙に伴う政治的不安定から、研修参加者あるいはその上司の人事異動によりCDプロジェクト活動
の継続が困難になっているケースが各州でいくつか報告された。
プロジェクト・チームによると、首長選挙に関連した事業に予算が重点配分され、パイロット活動のために申請した予算が削減されたケース
が４県（北ブオル県、南ミナハサ県、シドラップ県、モノボラゴ県）から報告されている。

3-1-3) アウトプット達成に貢献した要因はあるか 貢献要因と活用状況 ○ プロジェクト目標の達成に貢献している要因は、以下のものである。
①本プロジェクトが実施した３層研修（政策決定者向け、計画官向け、コミュニティ・ファシリテータ向け）において、強調されたボトムアップ・
アプローチ、参加型アプローチ、事実に基づくこと、RON（資源、組織、規範）等のコンセプトが、地方分権化での人づくり・組織作り・制度づく
りのニーズに合致した。
②地域のステークホルダーのオーナーシップ醸成を重視するため、プロジェクトから事業資金提供をしない姿勢を貫いた。
③既存の類似技プロの経験・アセットをインドネシア側が活用した。

2-3) CDアプローチの
有効性（設問２）

3) 効率性

3-1) アウトプットの達成
度



3-2-1) アウトプットを産出するために十分な活動
であったか

「実施プロセスの検証」結果 ○ これまで、成果1-3に対する活動は順調に実施されている。
プロジェクト資料によれば、成果１の研修活動では、2州8県で独自の研修を企画・実施しており、それらの研修へのプロジェクト側からのサ
ポート要請が想定以上にあった。

3-2-2) アウトプットを産出するために十分な投入
であったか

「実績の検証」結果 ○ 3-2-1)で述べた通り、対象州・県での独自研修が想定以上であったため、中間レビューの提言にしたがい、計画官研修担当の長期専門家
の任期を延長した。
また、追加的なインプットとしてJICA主催のYoung Leader Trainingの地方行政コース研修生枠を本プロジェクト関係者に割り当ててもらい
2008-2009の２回にわたり、県BAPPEDA職員を中心に計18名が参加した。さらに、2010年3月に短期専門家による「行動計画実施・評価に
関するファシリテーションのためのＷＳ」を追加実施するとともに、本プロジェクトのコンセプトを紹介するビデオを制作し、関係者に配布し
た。

3-4-1)で後述されるように、パイロット活動等に必要な経費はインドネシア側の地方政府が負担した。研修活動の経費を比較すると、３年間
の合計で、プロジェクト側負担は○○円に対し、インドネシア側負担は○○円であった。にこれらのことから、本プロジェクトの投入は十分で
あった3-2-3) 計画官研修参加者は、業務に研修成果

を生かそうと取り組んでいるか
計画官研修参加者の、参加後の業務
への取り組み姿勢の変化

○ インタビューによれば、計画官研修参加者は、研修で習得した知識を日常業務で生かすため、パイロット活動の準備段階でNGOや住民か
らの働き掛けに応じて積極的に現場へ出向き、fact-basedの計画作りに取り組んでいるケースがあった。また、ムスレンバン制度の改善に
のため本プロジェクトのアプローチを取り入れようとするなど、業務の改善に積極的である。

3-2-4) UNHAS修士コースはプロジェクト活動の
他の活動とどのような連携がとられているか

修士コース参加者は、コース修了後に
パイロット活動等に参加したか

○ インタビューによれば、UNHASの村落開発専攻修士コース修了者が、州・県市BAPPEDA職員になり、CDプロジェクトに関係した業務つい
ている事例が、南東スラウェシ州ワカトビ県と南コナエ県、ゴロンタロ州で確認された。

3-3-1) 計画に沿って活動するために、過不足な
い量・質の投入がタイミングよく実施されている
か（特に、プロジェクト内研修活動、PLSD研修
（本邦）、C/P研修）

「投入実績」の分析結果（過不足の発
生事実と影響）

○ 上記3-2-2)で述べたように、中間レビューの提言に基づくなどして追加的投入も実施している。C/P研修は２回実施（2008年度と2009年度）
したが、これは本プロジェクト開始後ゴロンタロ州を除く5州のBAPPEDA長官が交代したためであり、その結果、各州BAPPEDA長官から強
い支援が続いている。このことから、プロジェクト側の投入はタイミングよく実施された。

一方、プロジェクト資料によると、現場での具体的対策の検討において、技術的要素に関することを関係者だけで協議するケースが見られ
た（例えば、植林の樹種選定）。こうした場合、関係するDINASに依頼して、タイムリーなコンサルテーションを受けるべきであった。

3-3-2) パイロット活動のためのC/P予算は、遅
れずに配分されたか

C/P予算の配分状況 ○ パイロット活動認定の条件の一つが、地方政府が予算を配分していることであるが、各県とも関係者間の調整に時間がかかり、必ずしも計
画通りに予算配分はなされていない。

3-4) コスト

3-4-1) 類似プロジェクトと比較して、アウトプット
と投入予定コストにおける費用対効果は妥当な
ものか

他ドナー（WB、CIDA等）の援助事業、
JICA既存技プロとの比較表（C/Pの評
価）

○ プロジェクト・チームによれば、本プロジェクトの費用対効果を高めるため、以下のようにプロジェクトをデザインしている。
①広範囲な地域を対象にしたプロジェクト活動であるため、各州にPICとプロジェクト・チームとの調整役としてProject Officerを配置した。
②CF研修担当として、インドネシア人の長期専門家を雇用している。
③日本人長期専門家4名は全員インドネシア語が堪能なため、現場視察に通訳・助手を同行する必要がない。
④インドネシア側のオーナーシップ醸成を図ることで、パイロット活動等に必要な経費を地方政府側側に負担してもらった。プロジェクト・
チームによると、3年間の研修実施に関わる日イ双方の予算額は、次の通りである。すなわち、初年度の2008年度は基本研修をプロジェク
ト・チームが主催したが、次年度以降はインドネシア側のオーナーシップが醸成され、比率が逆転した。
　　　year 2008:　  CD Project vs. Indoneisan side　＝　\24.3M vs.  \6.6M  (79%　vs.　21%)
      year 2009:　  CD Project vs. Indoneisan side　＝　 \4,9M  vs. \20,6M (19%　vs.　81%)
      year 2010:　  CD Project vs. Indoneisan side　＝　 \5.8M  vs. \26.1M (18%　vs.　82%)
      For 3 years   CD Project vs. Indoneisan side　＝ \35.0M  vs. \53.3M (34%　vs.　66%)

4-1-1) 上位目標「スラウェシ６州において関係者
の協働メカニズムが普及することにより地方主導
の地域開発が推進される」は、プロジェクト終了
後3-5年で見込めるか

PDM指標：地域の資源や特性を生か
して計画された地域開発プログラム/
プロジェクト（中央政府・ドナー等から
の資金によるものを含む）の数の増加

○ インタビューによれば、パイロット活動に認定されている先進的な県市（7県）では、計画策定過程（ムスレンバン）へ住民の要望を取り込む
際に、単なるショッピング・リストから住民ニーズに基づく優先順位を反映させた活動計画として取り込む方向へ意識・行動の改革が進めら
れている。この状況が進展すれば、地域の資源や特性を生かした(住民ニーズに基づく）地域開発プログラムの数が、将来的に増加するこ
とが見込まれる。
他方、それ以外の対象県（パイロット活動申請の予算化・意思表示段階９県、活動が個人レベルの取り組みのケース（10県））がパイロット
活動を計画・実施していくためには、追加的研修あるいはコンサルテーションを提供する（CDプロジェクト・チームに代わる）組織が形成され
る必要があり、そうした組織の形成なくして、今後3-5年のでの上位目標の達成は見込めない。

4-1-2) 上位目標の達成を阻害する要因はある
か

阻害要因の有無 ○ 上位目標の達成にはCDPアプローチを理解する関係者が増大する必要があるが、当面は対象県で活躍するキーパーソンに頼らざるを得
ない。このため、特に地方政府において、キーパーソンが人事異動で他部署に異動した場合には活動が中断する恐れがある。

4-1) 上位目標の達成予
測

4) インパクト

3-2) 因果関係

3-3) タイミング



4-2-1) 想定されていなかった正の影響はあった
か

①中央政府・他の地方政府・他ドナー
からのプロジェクト実施内容への問い
合わせの有無
②検討中の他のJICA協力事業案件
③州、県政府が独自に実施した追加
的研修・ワークショップの数と参加者
数
④パイロット活動に認定されていない
が、地方政府が独自に開始した活動
事例の数
⑤他ドナープログラムへの波及

○ インタビューによれば、想定されていなかった正の影響として、以下の事例が確認された。
①中央政府、他地方政府等からの問い合わ：
・内務省教育訓練庁から、同庁主催のＷＳで本プロジェクトの活動内容の紹介依頼
・南東スラウェシ州では、非対象の２県（コナエ県、北コラカ県）から、本プロジェクトへの関心が伝えられた。
・リアウ州、マルク州アンボン市から計画官研修に参加したい旨の申し入れがあった。
・北スラウェシ州では、２県から参加希望が伝えられている。
・ゴロンタロ市 から参加希望が伝えられている。
③州・県市が独自に実施した追加的研修等の実施数と参加者数：
・プロジェクト資料によると、州、県政府が独自に実施した追加的研修等は2州8県で実施され、計1,268名の参加があった。プロジェクト主導
による３層研修の参加者は計315名であるので、その４倍の人が地方政府独自の研修活動の裨益者となっている。
④研修参加者（計画官、CF）あるいは地方政府が独自に実施した活動事例；6州26県で計47の活動が確認された。
⑤他ドナープログラムへの波及
・CF研修参加者が、PNPM(WB), Coremap（WB）、ACCESS(AusAID)等の他ドナープログラムのファシリテータになっている事例が、各州への
インタビューで確認されている。他ドナーのプログラムでは、CF向け研修が十分でないため、本プロジェクトのCF研修を活用している。

4-2-2) 東北イ・プログラムの中で、他のJICAプロ
ジェクトとの連携はあったか

他のJICA事業との連携の有無 ○ プロジェクト・チームによると、東部インドネシア開発支援プログラムとの連携として、以下の活動があった。
・マミナサタ広域都市圏環境配慮型都市開発促進プロジェクトの要請で、南スラウェシ州公共事業局職員（同プロジェクト主催のTOT, 30名
参加）に対し、ファシリテーションスキルに関する講義を提供した。
・アンボン市で実施中の「地域に開かれた学校作り」プロジェクト関係者が、CF研修のワークショップに参加した。

4-2-3) 想定されていなかった負の影響はあった
か

ジェンダー、人権、貧富など社会・文化
的影響や、環境保護への影響等

○ 特に、ネガティブなインパクトは認められなかった。

○ インタビューによれば、住民、役人の知識、態度、技術に変化がみられるというコメントが多かった。例えば、住民は自分達の問題、ニーズ
が分かるようになり、オーナーシップを発揮するようになった、植林の必要性、苗木の役割等が分かってきた、ゴトンロヨンの精神でまとまり
がでてきた、地方政府職員が住民から提案があるとfact-findingのため、現場に来るようになった等の指摘があった。また、NGOもファシリ
テーション・スキルを習得したほか、自主的に住民の能力強化活動を実施するようになった。

○ プロジェクト・チームによれば、住民の課題把握能力、オーナーシップが向上したとみている。また、計画官、CFは提案書作成に非常に積極
的であり、これからはスキル向上に重点を置く必要がある、と見ている。さらに、モニタリング・スキルは全般的に低いので、この強化も今後
の課題である。

4-2-5) ＣＤのパイロット活動により、地方政府の
計画策定過程に影響を与えた事例はあったか
（設問３）

計画策定過程に影響を与えたＣＤプロ
ジェクト活動

○ インタビューによれば、ムスレンバンの過程で、住民は単なるショッピング・リストから自分達のニーズに基づく優先順位の提案が出始めて
いる。
また、ワカトビ県のモデル村活動では村中期開発計画（RPJMDes）の作成で、村のニーズに基づく優先順位が反映されている。さらに、ム
スレンバン実施のための技術ガイドラインを作成し、県知事令として発行する計画である。

4-2-6) プロジェクトのパイロット活動及びプロジェ
クトから派生した活動から裨益すると考えられる
人口はどの程度か

①パイロット活動の裨益対象者数
②派生事業からの裨益対象者数

○ プロジェクト資料によれば、パイロット活動に認定されたものは5州の7県で実施中の27活動であり、対象県全体29県の24%がカバーされて
いる。一方、パイロット活動に認定されていないが、その準備段階等で３層研修参加者が主体的に始めた活動は6州の19県で47件となって
いる。両者の活動が実施されている県は計26県であり、対象県の90%で裨益者が出ている。

5-1) 関連規制、法制度は整備されているか インドネシア側の地域開発関連法、各
州の地域開発推進関連条例の有無

○ タカラール県とワカトビ県では、パイロット活動を通してNGOとの連携と住民参加を制度化する予定である。また、ワカトビ県の対象村では、
例えば森林保全に関する村条例の制定がパイロット活動の一つになっている。他の県については、今後同種の制度化を検討することにな
る。

○ 各州PICへのインタビューによれば、当面、CDプロジェクトの継続として以下の計画をもっている。
西スラウェシ州：研修活動は依然必要であり、政策決定者（議会）向けPLSDセミナー、CF研修（１村１CF）、農業普及員を対象の計画官研
修を計画中。また、BAPPEDA Forumを通じたCDプロジェクト活動の普及活動継続
南東スラウェシ州：ムスレンバン・フォーラムやその他の調整会議を通じて、計画作成と予算化プロセスへのファシリテーション；活動が停滞
している対象県への働きかけの継続。
北スラウェシ州：PIC機能の維持やスラウェシ島内各州のPICの定期的交流を検討中。計画官研修の内容を改訂した「地域開発計画研修」
を実施した。今後も継続する予定。
中スラウェシ州：CDプロジェクト終了後、州BAPPEDA経済課を中心にしてPIC機能を維持することを決めている。
ゴロンタロ州：州・県市の農業普及員向けの計画官研修の実施
南スラウェシ州：計画官研修は州研修所、CF研修は州村落開発局で継続実施が可能である。その他の機能はBAPPEDAが担当可能であ
る

4-2-4) プロジェクト実施により、行政、住民の問
題解決能力は向上したか（設問４）

パイロット活動実施前後で、行政・住
民のKASに変化があったか

5-1-2) ＣＤプロジェクトの活動を継続する今後の
計画はあるか

各州が計画・実施中の本プロジェクト
に関連した事業計画

4-2) 波及効果

5) 自立発展性



○ 対象県においても、各県政府は、独自に事業の継続・拡大計画を持っている。インタビューした県政府によると、対象県での今後の活動計
画は以下のものである。
西スラウェシ州マムジュ県；プアワン村で実施中の県政府の活動を同村の他地区に拡大実施する。このため、CF養成のためのCF研修の
実施（CDプロジェクトからの支援が必要）
同州ポルマン県：停滞していた活動の再活性化のための会合の開催
南東スラウェシ州ワカトビ県；政策決定者（村長、議会関係者、DINAS局長）向けCF研修の実施、モデル村での活動（村中期開発計画の作
成を含む）の全村への拡大、全村へのCF配置のためのCF研修の実施
南スラウェシ州タカラール県：Gerbang P2K Programの県知事条例を制定するために、県議会関係者、DINAS関係者等への説明を実施す
る。
ゴロンタロ州ポフワト県：CDPアプローチの全県（103村）展開を検討している。

5-1-3) ＣＤアプローチを用いた新たな地域開発
事業の制度化に関する計画があるか

各州のＣＤプロジェクト成果に関する
今後の活用計画

○ 各州PICへのインタビュー・質問票への回答によれば、各州には以下の独自の地域開発事業が計画されており、その実施においてCDＰア
プローチを活用することを検討している。
西スラウェシ州：「自立した住民活性化プログラム（Bangun Mandar、2008-2013）」（州予算Rp. 51billion/3years）--（１村１CF養成）
南東スラウェシ州：BAHTERAMAS（村落開発プログラム）--（村政府と住民の能力向上；州予算　Rp.150billion/3years）
中スラウェシ州：村落開発プログラム（PPWP）（州予算Rp. 55 billion/year）--（養成したCFによる住民ファシリテーション）

5-2-1) 州実施委員会に、協力終了後も効果をあ
げていくための活動を実施する組織能力はある
か

5-2-2) 州実施委員会の機能が州政府の本来業
務として取り込まれているか（中間レビュー提言
２）
5-2-3) 州実施委員会は事業局（DINAS）の協力
を十分に得ているか

州実施委員会の活動状況と事業局の
取り込み状況

○ インタビューによると、PICメンバーは当初事業局関係者が入るケースもあったが、日常業務の関係から出席回数が減ったため、BAPPEDA
中心のメンバー構成になってきている。

5-2-4) 州PICのオーナーシップは十分に確保さ
れているか

州PICのプロジェクト活動への参加状
況・オーナーシップの度合

○ 上記5-1-2)に示したように、PICはCDアプローチを継続するための当面の活動計画を持っており、オーナーシップは高い。

5-3-1) プロジェクトで用いた研修（3コース）の内
容は受容されつつあるか

本プロジェクト計画外で実施された、
本プロジェクトの研修内容を基にした
研修活動

○ インタビューによれば、CDプロジェクトが実施した計画官研修、CF研修の教材をベースに、州・県独自の研修コースが以下のように開発・
実施されている。このことから、本プロジェクトの３層研修の内容は基本的なものとしてインドネシア側に受け入れられており、また、各県の
事情に合った改定版も作られている。
・北スラウェシ州「地域開発計画研修」（計画官研修とCF研修の凝縮版）
・ゴロンタロ州の計画官研修（期間の短縮と現場視察の取り込み）
・ゴロンタロ州ポフワト県の独自研修（（計画官研修とCF研修の凝縮版））
・南東スラウェシ州ワカトビ県のOJT研修（CF研修を短縮化した研修）＋アドバンスト研修（計画官研修とCF研修の凝縮版）
・南スラウェシ州タカラール県CF研修

5-3-2) 研修講師は十分に養成されているか 本プロジェクトで養成された研修講師
の数と活用可能性の状況

○ 本プロジェクトでは、計画官研修の講師はPLSD Indonesia Instituteメンバー6名（JICAのPLSD研修参加者）が中心であり、CF研修はインド
ネシア人専門家、各州のPOの他、PKPMプロジェクトの参加者（PKPMのマスターファシリテータ）、プロジェクトが実施したCF研修の参加者
のうち優秀だったもので構成された。このことから、研修講師そのものを養成する研修があれば、十分な数の研修講師を確保することは可
能と思われる。

5-3-3) 州POの機能を継続的に設置する計画・
予算・人材は検討されているか

州POの機能・人材等に関する州PIC
の検討内容

○ POの機能のうち、CDプロジェクト・チームとPICとの調整役という機能はCDプロジェクト終了後は必要なくなる。他方、今後、本プロジェクト実
施中にPOが担った以下の機能を確保するする必要がある。
　　- 研修のリソースパーソン
    - 対象県、州政府へのコンサルテーション
    - モニタリング機能

5-3-4) 地域開発の計画プロセス・実施にかかる
役割を理解している関係者が十分に確保されて
いるか（設問５）

各州の人的リソースの現状 ○ インタビューによれば、CFの人数が少ないため、州・県政府が独自にCFを養成する必要に迫られている。また、住民参加型開発を進める
に当たり、政策決定者（政府高官、議会関係者）、DINAS関係者がCDのコンセプトを共有する必要があり、そのための研修・ワークショップ
開催が重要と考えている。

5-2) 組織・財政面

州実施委員会の設置に関する条例の
有無、会合の開催頻度、予算項目、金
額

○

○

PIC設置の州知事令は、本プロジェクト実施中のみが対象であるため、PIC機能（参加型開発の推進、県市との調整、モニタリング・評価）の
BAPPEDA内への内在化を進める必要がある。地方政府は、州BAPPEDAと県市BAPPEDAの間のコミュニケーション・チャネルである
BAPPEDA Forumを通じて、関係者間の調整、パイロット活動のモニタリング・評価を実施することを検討中である。
ゴロンタロ州では、2011年までPICの活動予算を確保している。

5-3) 人材・技術面

5-1) 政策・制度面



5-4-2) ＣＤPアプローチの非対象地域への普及
展開の必要条件はあるか、スラウェシ地域以外
に拡大することは容易か

非対象地域への普及・拡大をするた
めの必要条件

5-4-3) ＣＤPアプローチには汎用性があるか ＣＤPアプローチの汎用性に関する技
術的分析

○ ＣＤＰアプローチは、JICAの既存類似技プロの経験・教訓をベースにしており、それらの技術プロジェクトの関係者、成果が残っているタカ
ラール県、ワカトビ県は、対象県の中でも進捗が著しい。一方、その他の対象県は、今回初めてJICAの技術プロジェクトに参加しており、既
存の経験等がなくても着実な進捗があり、オーナーシップも高いケースが生まれている。このことから、CDPアプローチは特別な条件がなく
ても取り組むことができる汎用的なアプローチということができる。

5-4-4) 中央政府レベルでCDPアプローチを他地
域や他プログラム（PNPM等）へ拡大させる計画
はあるか

中央政府レベルのＣＤPアプローチに
対する評価

本プロジェクトにおける研修の実施体制は、以下の通りであった。

研修活動の予算確保はパイロット活動の条件になっており、インドネシア側で用意する必要がある。州・県市政府の独自開発プログラムに
は、予算が確保されている。

プロジェクト・チームでは、CF研修に関し講師役のマスターファシリテータ養成のためのTOT向けのガイドライン（応用編）と、通常のCF研修
用ガイドライン（基本編）を既に開発しており、他地域への拡大の体制整備を進めている。

 5-3-1)に示したように、CDPで実施する研修内容はインドネシア側に受入れられており、地方政府の独自のニーズに応じて、研修モジュー
ルを改訂して実施することも可能である。
研修講師は、計画官研修についてはPLSD本邦研修参加者が着実に増えており、また、CF研修については優秀なCFが養成されてきている
こと、及びマスターファシリテータ用のガイドブック（研修教材）がプロジェクト側で作成済みであり講師の養成手段ができたことから、PLSD II
のような組織化を図れば、他地域への普及・拡大の体制整備が可能である。したがって、研修活動予算を他地域の地方政府が確保できれ
ば 他地域 CDPアプロ チを普及 拡大することが可能である

5-4) 普及可能性

5-4-1) CDプロジェクト活動の普及・拡大のため
の体制は用意されているか

①講師人材；政策決定者ワークショッ
プ、計画官研修、CF研修実施のため
の講師人材
②研修教材
③組織的体制（リソースバンク的な既
存の組織の確認）
④予算

○

○

○

政策決定者セミナー 計画官研修 ＣＦ研修

講師人材 大濱教授
PLSD IIメンバー6名
タカラール県職員

PKPM関係者（マスターファシリテー
タ6名）
PO
インドネシア人専門家

研修教材
PKPMプロジェクトで作成したガイドラ
イン

組織的体制
大濱教授
場所は南スラウェシ州、北スラウェシ
州のホテル

研修講師はPLSD IIの組織（PLSD
本邦研修のインドネシア人参加者が
メンバー）
場所は北スラウェシ州と南スラウェシ
州の州研修所

組織体制なし
場所は、ホテル、現場の村等

予算
プロジェクト：インドネシア側
\24.3M vs. \6.6M (79%: 21%)

プロジェクト：インドネシア側
\4.9M vs. \20.6M (19%: 81%)

プロジェクト：インドネシア側
\5.8M vs. \26.1M (18%: 82%)

PLSDをベースにしたもの。スラウェシ貧困対策村落開発プロジェクトで作
成した教材の改定版



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

1 関係者間の活動デザイン協議 済
パイロット活動認
定以前の活動

CDプロジェクト研修参加者と関係者

2 研修（CF5シリーズ,村長ワークショップ） 済 研修参加者（のべ235人）

3

村での住民活動と行政との連携（33村中9村で課題
把握と活動実践）
・バイオ燃料確保
・飲料水確保
・海岸線浸食防止

実施中 25000人（9村）

4 制度化 実施中 260969人（県の全人口）

1 関係者間協議（活動デザイン作成） 済
パイロット活動認
定以前の活動

CDプロジェクト研修参加者と関係者

2 研修（CF3シリーズ） 実施中 研修参加者（のべ44人）

3
村でのCF実践活動と住民による課題把握（2村）
・生計向上

実施中 6360人（2村）

4 制度化と普及 未 66935（県の全人口）

波及可能性

1

CF（県農業普及員）によるファシリテーションを通
じて、農民が換金作物（トマト、唐辛子など）栽培
を開始。1つの村で成功し、別村へも普及済。県知
事が視察後、ジャワ島への加工技術に関する視察研
修が県予算で実施。その後、住民がグリーンハウス
建設を行った。

継続実施
中

視察のための県予
算

2村（7569人）

2

BAPPEDA職員（計画官研修参加者ら）が、上記CF活
動を参考として、農業普及員へのCF研修を企画、予
算化も行った。しかし、担当者の人事異動関連で予
算が削減され、延期となった。現在、BAPPEDAでは
デザインを変え、対象をNGO関係者にしたCF研修実
施を計画中。2010年度の補正予算で予算化を目指
す。2011年にモデル村の展開を予定。

企画中
2010年度県補正予
算確保見込み

コンサルテーショ
ン

研修参加者は30人を予定。モデル村
実践はその中から5名を選別して実
施。

ボネ県 367 386,120 1 3 1

活動計画作成、予算化も
あったが、担当者が他地
域へ異動となり、活動は
中断。

1

2009年6月、POとBAPPEDA関係者の協議から、協働メ
カニズムを通じた沿岸部住民活性化プログラムの実
施を関係者間で合意した。その後、タスクフォース
も結成されたが、具体的活動計画を作成するまでに
至っていない。

活動素案
作成

県予算800万ルピア
（マナドでの研修
参加費）。タスク
フォース結成（県
知事令2009年6月）

コンサルテーショ
ン

研修実施費4000万ルピアを用意し
たが、2009年7月、BAPPEDA担当者
がマカッサル市BAPPEDAへ異動し
て、活動停滞。研修は実施され
ず。

備考（以前のプロジェクト関係者の有
無など）

パイロット活動認定済み

評価５項目
成果

No. PAの進展ステージCF研修 現状

附属資料4-1

評価５項目 成果 インパクト

インプット

裨益

CDP終了後の持続可能性

1.階層別集団研修
参加者

2.パイロット活動認定
に向けての取組

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

州 対象県市数
対象県市にお

ける村数
対象地（県
市）の人口

（１）南スラウェシ州

人つくり
組織つくり
制度づくり

人づくり

タカラル県

南スラウェシ州

スラヤル県

対象地域 CDプロジェクト

有効性 自立発展性

74 66,935 3

講師派遣、コンサル
テーション、6州全
体でのワークショッ
プ実施

パイロット活動実施中77

5

JICA スラウェシ貧困プロジェクト関連
人材　（タスクフォースメンバー、
CF）

54260,969 2

予算（42億5131万ル
ピア）
タスクフォース結成
（県知事令2009年4
月）

シドラップ県 105

パイロット活動以外の自主的活動

CF（BAPPEDA職員）水難事故で2009年末
に死亡

1 パイロット活動実施中

予算（8214万ルピ
ア）
タスクフォース結成
（県知事令2009年2
月）

講師派遣、コンサル
テーション、6州全
体でのワークショッ
プ実施

パイロット活動デザイン
検討中

286,199

政策決定者セ
ミナー

計画官研修

5 11

プロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

PLSD 6
CF 7

人づくり

計画官研修は
州研修所、CF
研修は州村落
開発局で継続
実施が可能。
その他の機能
はBAPPEDAが担

当可能。

PICの能力
PLSD講師,TOT
（MF)等の確保

の見込み

自立発展性

州政府の意向
予算確保の見

込み

Administrator
４．プロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表



1

2009年2月、活動デザインをまとめているタカラル
県とスラヤル県が計画内容、障害等について、情報
交換を行い、州実施委員会、CDプロジェクトがコメ
ントした。

実施 州予算
リソースパーソン
参加。コンサル
テーション

2県

2

2010年5月、州地域開発企画局の計画担当の専門職
員を対象に、CDプロジェクトのドキュメンタリービ
デオを活用した勉強会が州実施委員会により実施さ
れた。CDプロジェクトのアプローチ、その中での州
の役割などについて意見交換が行われた

実施
リソースパーソン
参加

州実施委員会メンバーと、計画専門
職員ら総勢18名

州 2,874 7,044,034 9 13 3



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

1
研修（CF5シリーズ,計画官、村長、事業局長、視察
型研修）

済 研修参加者（のべ289人）

2

村での住民活動と行政との連携（6村）
・井戸建設
・森林保全（植林など）
・各種条例制定

実施中 5200人（6村）

3 CF研修（村住民対象） 実施中 研修参加者（61人）

4 普及（6村→61村→全村） 実施中 62000人（61村）

5 制度化 実施中 105576人（県の全人口）

波及可能性

1 ファシリテーター研修企画 計画中 コンサルテーション

中心となっていたBAPPEDA職員が選挙に
絡み閑職へ置かれ、協議停滞。しか
し、州BAPPEDA元局長（C/P研修参加）
が県知事就任（2010年7月）で改めで協
議再開。

2
CF研修参加者が農業省プログラム（PUAP)にてファシ
リテーターとして活用

実施中 省予算、県予算

南コナウェ県 305 268,118 4 4 1
県知事選挙の影響もあり
活動が停滞。

1 住民主体のマングローブ林保全 実施中
県予算4億3600万ルピ
ア、関連事業局、NGO

459人（1村）
JICAマングローブ保全プロジェクト
（バリ）との連携活動

北コナウェ県 89 51,200 1 3 1
選挙に伴う政治的な混乱
が生じ、関係者の行動が
制限されている

1

バウバウ市 43 143,863 5 5 1

BAPPEDA職員（中心的に
協議）が異動、また、CF
研修参加者がワカトビ県
政府職員として採用さ
れ、協議停滞。

1
CF研修と計画官研修参加者による2村におけるPra-
Musrenbangでのファシリテーション実施

実施済 県予算 2村
CF研修参加者がワカトビ県政府職員と
して採用。

1
州実施委員会による先行県活動普及のためのワーク
ショップ

2回実施
州BAPPEDA予算、ワカ
トビ県事例活用

リソースパーソン参
加

州関係者と対象4県

2
BAHTERAMAS(南東スラウェシ村落開発プログラム）の
中でのCDコンセプトの活用

実施中
（2008年か
ら12年）

州予算（1549億ルピ
ア／3年間）

コンサルテーション 全村

3
CFがクンダリ市で、CIDA-CIPSEDプログラムのファシ
リテーターとして、零細企業支援

実施中 他ドナープロジェクト

対象地域 CDプロジェクト CDP終了後の持続可能性

PICの能力

2.パイロット活動認定
に向けての取組

備考（以前のプロジェクト関係者の有
無など）

予算確保の見込
み

対象県市にお
ける村数

対象地（県市）
の人口

PLSD講師,TOT
（MF)等の確保

の見込み

南東スラウェシ州

CDプロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

パイロット活動認定済み

成果評価５項目

評価５項目

（２）南東スラウェシ州

州政府の意向州
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インプット

裨益No. ステージ

成果

対象県市数

PAの進展

1.階層別集団研修
参加者

政策決定者セ
ミナー

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

活動内容、場所計画官研修 CF研修 現状

有効性 自立発展性 自立発展性

講師派遣、コンサル
テーション、6州全体
でのワークショップ
実施

JICA PKPM人材　（知事、BAPPEDA事務
局長）

予算（23億4363万ル
ピア。開発事業費は
除く）
タスクフォース結成
（県知事令2009年5
月）

ムスレンバン・
フォーラムやそ
の他の調整会議
を通じた、計画
作成と予算化プ
ロセスへのファ
シリテーショ

ン；活動が停滞
している対象県
への働きかけの

継続。

BAHTERAMAS（村
落開発プログラ
ム）--（村政府
と住民の能力向

上；州予算
1,500億ルピア

/3年）

人・組織づくり
の段階

PLSD 1
CF 9

5 1
パイロット活動

実施中

人つくり
組織つくり
制度づくり

ワカトビ県 104 105,576 2

パイロット活動以外の自主的活動

インパクト

北ブトン県 207 51,968 3 5 1
パイロット活動実施への
意思表示

7 4州 1,843 1,934,973 3



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

1 関係者間協議（活動デザイン作成） 済
パイロット活動認
定以前の活動

CDプロジェクト研修参加者と関係者

2 CF研修（3シリーズ、10郡から2名ずつ） 済

3 計画官研修（事業局） 済

4
村での住民活動と行政との連携（1村）
・用水路修復と農業活動再開

実施中 1782人（1村）

5
村でのCF実践活動と住民による課題把握（2村）
・植林と河川壁建設
・用水パイプ設置

実施中 2550人（2村）

6 上記活動のある村でのプロセス調査・比較・分析 未 4332人（3村）

7 制度化 未 401562人（県の全人口）

1 関係者間協議（活動デザイン作成） 済 CDプロジェクト研修参加者と関係者

2
パイロット村住民と事業局関係者へのワーク
ショップ（プログラム説明）

済 参加者20人

3
村での住民活動と行政との連携（1村）
・換金作物栽培、行政は種支給

済 1156人（1村）

4
他村への普及のための人材育成（現在、活動デザ
イン協議と予算化の段階）

未 未定

5 制度化 未 125126人（県の全人口）

波及可能性

1
協働メカニズムと住民活性化促進チーム結成
（市の住民活性化プログラムへのCDアプローチ活
用を検討。計画官研修実施などを企画）

実施

市長令2008年11月
によりチーム結
成。活動費として
市予算から4700万
ルピア

CDプロジェクトの各研修参加者など

2
2008年8月、上記チームによる、郡長、村長など
様々な関係者に対する、CDコンセプト共有のため
のワークショップ開催

実施 市BAPPEDA予算 4郡の郡長と43の村長

3
2009年5月、各研修参加者、市開発プログラム関係
者、ドナーなどを参加者とした、パル市の協働に
関するワークショップ

実施

市BAPPEDA予算
（500万ルピア）と
州実施委員会（200
万ルピア）

参加者35人

4
2009年6月、協働メカニズムに基づく計画マネジメ
ント研修実施

実施
市BAPPEDA予算
（3000万ルピア）

参加者30人

5
CFがクミリの加工研修（UNDPプログラム）におい
て、組織化に関する講師を務めた。

実施 参加者25人

1

2008年12月、全101村の村長、村事務局長などに対
して「村役場マネジメント研修」を3回にわけて実
施。県BAPPEDAのOlivia課長が、計画官向け研修の
参加型地域社会開発の概要を説明した。現場で動
くことができるファシリテーターの不足も問題点
として浮き彫りとなった。

実施 BAPPEDA予算 全村（135299人）
Olivia氏の異動で、活動デザインに
関する他関係者との協議は停滞。

2

プロジェクトオフィサーによるBAPPEDA局長へのCD
プロジェクト概要説明、同局長のCDプロジェクト
の6州向け情報共有ワークショップ参加を通じて、
同局長から活動デザイン作成と予算化の意向が伝
えられている。

活動デザ
イン協議
開始予定

ワークショップへ
の自費参加

コンサルテーショ
ン、6州全体での
ワークショップ実
施

ドンガラ県 146 261,353 0 2 1
県が分離し、計画官研修
参加者（2人とも）が新し
い県政府に異動した。

1
CFの村での実践活動として、住民間の会合を推進
し、用水路の公平な活用を進めるとともに、県行
政への橋渡しを行った。

実施 CF個人活動 1村

1

州内の全11県・市を対象に、各県・市でそれぞれ
10村を選定し、一村当たり5億ルピア（約500万円/
村当り）の交付金を拠出する「村落部開発プログ
ラム/Program Pengembangan Wilayah Perdesaan」
を実施中。州BAPPEDAは、CDプロジェクトのCF研修
修了者を活用しいくつかの対象地域でファシリ
テーション活動を展開した上で、その成果が認め
られた場合、コミュニティファシリテーター研修
を州主催で実施していく方針である。

実施中
州予算（全体で500
億ルピア）

コンサルテーショ
ン

110村

2

2009年4月、パル市とパリギモトン県の活動デザイ
ン協議のためのワークショップ開催。州実施委員
会から、活動目的、県版研修後の流れなどについ
て様々なコメントが出され、両県が持ち帰り、再
検討することとなった。

実施 州予算
コンサルテーショ
ン

2県

2.パイロット活動認定に
向けての取組

自立発展性

インプット

パイロット活動認定済み

評価５項目
成果

有効性 自立発展性

ステージ PAの進展
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活動内容、場所計画官研修 CF研修 現状 No.

CDプロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

PICの能力
予算確保の見

込み

対象地域 CDプロジェクト CDP終了後の持続可能性

州 対象県市数
対象県市にお

ける村数
対象地（県
市）の人口

1.階層別集団研修
参加者 PLSD講師,TOT

（MF)等の確
保の見込み政策決定者セ

ミナー

（３）中部スラウェシ州

人つるり
組織づくり

研修参加者（総勢67人）CFフォーラム
と計画官フォーラムを結成

53125,156 人づくり

予算（1億4874万ル
ピア）
タスクフォース結成
（県知事令2009年2
月）

講師派遣、コンサル
テーション、6州全
体でのワークショッ
プ実施

117

1 5 1

3

1

5

パイロット活動以外の自主的活動

評価５項目 成果

コンサルテーショ
ン、6州全体での
ワークショップ実
施

PLSD 2
CF 7

CDプロジェク
ト終了後、州
BAPPEDA経済課
を中心にして
PIC機能を維持
することを決
めている。

村落開発プロ
グラム

（PPWP）（州
予算550億ルピ
ア/年）--（養
成したCFによ
る住民ファシ
リテーショ

ン）
1

インパクト

講師派遣、コンサル
テーション、6州全
体でのワークショッ

プ実施

人・組織づく
りの段階

予算（1億4874万ル
ピア）

タスクフォース結成
（県知事令2009年7

月）

6

パル市 43 262,645

ブオル県 108 135,299 2

4

3

中部スラウェシ州

パリギモトン県 179 401,562

州 1,702 2,514,912

トジョウナウナ県

州政府の意向

裨益
備考（以前のプロジェクト関係者の

有無など）

4

0
BAPPEDA局長により、活動
への予算化が伝えられて
いる

2009年と2010年、パイ
ロット活動の準備と実施
のための予算確保済み。
2010年はパル版の計画研
修を企画した。しかし、
市長選挙に関連した人事
異動があり、関係者間の
協議が円滑に行われてい
ない。

パイロット活動実施中

パイロット活動実施中



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

1
活動準備（デザイン協議、視察研修、ワークショッ
プ）

済
パイロット活動認定
以前の活動

ワークショップ参加者50人、視察研修10
人

2 CF研修、議員ワークショップ 済 研修参加者（のべ33人）

3 CF研修2回、計画官研修 未
研修参加者（予定：のべ60人）CF研修参
加者16人がCFフォーラム結成

4

CFによるモデル村（2村）でのファシリテーション実
践
および
関係者間の組織づくり
（2011）

未 2500人（2村）

5 制度化 未 161727人（県の全人口）

波及可能性

ボラアンモゴンド
ウ県

152 220,273 2 4 1
パイロット活動実施への
意思表示

1

国立公園ボガニ・ナニワルタボネ周辺の住民活性化
プログラムの企画・実施準備。エコツーリズムに関
するバンドンへの視察旅行の実施。北ミナハサ県の
コミュニテイファシリテーターとの情報交換を開
始。2010年、CF研修2バッチ、視察型研修など実施予
定。

実施中
県予算3億532万ルピ
ア

コンサルテーション、
6州全体でのワーク
ショップ実施

BAPPEDA局長（PLSD研修参加者）を中心
に活動企画を行っている。パイロット活
動プロポーザルに関する具体的コンサル
テーションは数回実施されている。現
在、とりまとめ最終段階。

トモホン市 44 91,929 1 4 1
パイロット活動実施への
意思表示

1
2010年、今後の活動計画を考えるための関係者ワー
クショップを開催予定。

予定 県予算1200万ルピア コンサルテーション
2009年、BAPPEDA担当者の人事異動で一
時的に協議が停滞。

タラウッド県 153 84,709 2 5 1
パイロット活動実施への
意思表示

1
計画官研修参加者を中心に、海洋保護地域の推進活
動を住民主体で展開していくためのCDアプローチの
活用を検討中。

検討中

南ミナハサ県 156 202,080 2 4 1

CF研修実施を企画した
が、BAPPEDA局長交代と全
体予算の削減から、活動
は実施されなかった。

1
BAPPEDA局長（政策決定者セミナー参加者）、計画官
研修参加者とともに、郡レベルのCF研修を計画。

中止 コンサルテーション

BAPPEDA局長（政策決定者セミナー出
席）の異動、全体予算が赤字となったこ
と、県知事プログラムがインフラ建設中
心となったことから、活動は実施できて
いない。

1

2009年11月、州実施委員会と州研修所が連携し「地
域開発計画研修」を実施。計画官とCF双方が参加し
て、住民イニシアティブに基づく開発計画と実施の
手法について研修した。

実施
州BAPPEDA予算9982万
ルピア

デザイン協議へのコン
サルテーション、講師
派遣

州事業局から18名、CDプロジェクトの対
象県からコミュニティファシリテーター
7人と行政官（計画担当）8人の合計33人
が参加。

2
2010年2月、これまで実施された研修（CDプロジェク
ト主催と、州が実施した関連研修の双方）参加者の
研修後の活動に関する情報交換会を実施。

実施 州予算 リソースパーソン参加 4県と州から29名が参加

3

2010年4月、州実施委員会は北ミナハサ県とボラアン
モゴンドゥ県の経験を他県に普及していく目的で、
情報交換会を開催。両県が準備段階を含めた活動プ
ロセスをタラウッド県と南ミナハサ県関係者へ説明
した。

実施 州予算 リソースパーソン参加 4県

自立発展性

パイロット活動以外の自主的活動

人・組織づく
り、定着への取

組

PLSD 1
CF 4

111 161,727

9州 5

1

評価５項目

CF研修 現状
備考（以前のプロジェクト関係者の有

無など）
No.

成果

有効性

ステージ
政策決定者セ

ミナー
計画官研修

自立発展性

PIC機能の維持
やスラウェシ島
内各州のPICの
定期的交流を検
討中。計画官研
修の内容を改訂
した「地域開発
計画研修」を実
施済み。今後も

継続予定。
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インパクト

対象地（県市）
の人口

1.階層別集団研修
参加者

2.パイロット活動認定に
向けての取組

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

州政府の意向

PAの進展

インプット

裨益

5

CDP終了後の持続可能性

予算確保の見込
み

PICの能力
PLSD講師,TOT
（MF)等の確保

の見込み

パイロット活動実施中

予算（8627万ルピ
ア）

タスクフォース結成
（県知事令2009年11

月）

講師派遣、コンサル
テーション、6州全体
でのワークショップ実

施

（４）北スラウェシ州

人づくり

対象地域

活動内容、場所

CDプロジェクト

州

PICのファシリテーションによりパイ
ロット活動形成が促進された。

対象県市にお
ける村数

北スラウェシ州

北ミナハサ県

CDプロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

評価５項目 成果

パイロット活動認定済み

1,510 2,242,366

対象県市数

1

4



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

1
村と郡関係者ワークショップ（Musrenbangプロセス強
化）

済
参加者（総勢335人）
郡開発・協働タスクフォース／村開発・
協働タスクフォース

2 関係者間協議（活動デザイン作成） 済
CDプロジェクト研修参加者と関係者（5
人）

3 タカラル等への視察型研修） 済
参加者（のべ95人）CFフォーラム、計画
官フォーラム、地域開発協働フォーラム
を結成

4 研修（CF、計画官、 実施中

5
村5カ年計画作成（マレオ村はドラフト完成、他19村は
作成中）

実施中 21000人（20村）

6

村でのCF実践活動と住民による課題把握（12村）
・海岸浸食防止
・森林保全（植林など）
・用水路建設
・村ファシリテーター人材育成

実施中 4329世帯（12村）

7 制度化 未 121643人（県の全人口）

波及可能性

1

PICによるファシリテーションを通じて、BAPPEDA局長
がCDアプローチへの理解を持ち、2010年中に、コンセ
プト認知のための政策決定者レベルへのワークショッ
プを計画中。

計画中
2010年度補正予算確
保見込み

BAPPEDA事務局長（Young Leader研修参
加）の異動で一時、協議が停滞。

2 CF研修参加者がPNPMのファシリテーターとして活躍中

1
2009年、県教育局の教育委員ワークショップと、女性
活性化・家族計画局ワークショップにおいて、それぞ
れコミュニティを主体とする計画作りについて講演。

実施

2
州レベルの計画官研修参加者、BAPPEDA局長らが州実施
委員会と協議を重ね、2011年、計画官研修を事業局職
員向けに実施していく予定となった。

計画中
2011年度予算確保見
込み

2010年に活動開始予定であったが、
BAPPEDA担当者の異動と県知事選挙の影
響から、2011年へ。

ゴロンタロ県 170 378,344 2 5 1
CFの公務員採用(州議会事務
局）、BAPPEDA職員の人事異
動（監査局へ）で活動停滞

1

CF研修参加者が彼が所属するNGOがファシリテーション
活動を行っていた村において、Partnership Building
のプロセスを実践していた。しかし、公務員に採用さ
れ、活動が停止した。

このCFは、公務員試験に受かり、州議会
事務局へ配属された。

ボアレモ県 82 139,017 3 3 2

CFが農業局プログラムにお
いて、ファシリテーション
を展開中。計画官研修参加
者は異動で、活動継続でき
ていない。

1

CF研修参加者が農業局のトウモロコシ栽培プログラム
（農業局が苗を用意し、農民グループが栽培）の5つの
農民グループの統括リーダーとして、活動中。農民と
協議し、グループ活動を活用して、大豆栽培も開始し
た。

実施中 1グループ50人。5グループが活動中。

1
2008年12月、計画官研修とCF研修の参加者に対する、
研修後活動に関する情報交換会を開催

実施 州BAPPEDA予算
リソースパーソン参
加

州実施委員会メンバー、研修参加者とそ
の職場上司

2

2009年11月、州地域開発企画局と州人事研修局が「コ
ミュニティー、協働メカニズムに基づいた計画マネジ
メント」研修を実施。ポフワト県の活動プロセスが事
例として紹介された。

実施
州BAPPEDA予算7893万
ルピア

デザイン協議へのコ
ンサルテーション、
講師派遣

州政府と県・市行政官（地域開発企画局
と村落開発局）の職員26名

3
2010年度、州と県の普及員事務所職員を対象にしたCF
研修と計画官研修双方をベースにした研修を実施予
定。

実施予定 予算確保済
デザイン協議へのコ
ンサルテーション

州・県農業局職員

4 ポフワト県10村でのモニタリング活動（2010年5月） 実施
州BAPPEDA予算（PIC
メンバー出張費）

プロジェクトオフィ
サー同行

ゴロンタロ市、ボネボラゴ県、北ゴロン
タロ県関係者への普及

CDプロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

附属資料4-5

農業局予算

0 5 1
パイロット活動実施への意

思表示

有効性 自立発展性

州 595 1,060,391

自立発展性

州・県市の農業
普及員向けの計
画官研修の実施

北ゴロンタロ県

ボネボラゴ県 134 150,173

56

人・組織づく
り、定着への取

組

PLSD 3
CF 5

No. ステージ

パイロット活動認定済み

評価５項目

活動内容、場所 PAの進展

インプット

裨益
備考（以前のプロジェクト関係者の有

無など）

成果

政策決定者セ
ミナー

計画官研修 CF研修 現状

州政府の意向
予算確保の見込

み
PICの能力

PLSD講師,TOT
（MF)等の確保

の見込み

106,059

評価５項目

CDP終了後の持続可能性

州 対象県市数
対象県市におけ

る村数
対象地（県
市）の人口

1.階層別集団研修
参加者

2.パイロット活動認定に向
けての取組

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

人つくり
組織づくり

5

パイロット活動以外の自主的活動

インパクト

パイロット活動実施中3121,643 1

6

パイロット活動実施への意
思表示

成果

3 5 2

7 4

（５）ゴロンタロ州

対象地域 CDプロジェクト

パイロット活動認
定以前の活動

予算（4億5985万ルピ
ア）

タスクフォース結成
（県知事令2009年11

月）

講師派遣、コンサル
テーション、6州全体
でのワークショップ

実施

ゴロンタロ州

ポフワト県 104



県政府 CDP

有効性・インパクト 波及可能性

なし

波及可能性

1
CFの実践（Puawang村住民活動へのファシリテーショ
ン）

CF2人（研修参加者と、そのNGOのリー
ダー）
住民グループ75人（25人ｘ3グループ）

2
知事、BAPPEDA関係者との協議（Puawang村での活動
支援について）

3

村での住民活動と行政との連携（Puawang村）
・貯水タンク建設
・農道建設
・共同集会所建設

4 普及のための活動デザイン（人材育成など）を協議 138709人（県の全人口）

1
CF研修を企画したが、BAPPEDA担当者が異動で協議停
滞。CDプロジェクト教材ビデオ観賞会実施後、
BAPPEDA職員を中心に改めて協議再開。

継続中
BAPPEDA関係者に
よる協議

コンサルテーショ
ン

2
CF研修参加者がPNPMのファシリテーターとして活躍
中

ママサ県 141 118,243 0 3 1

当初、CF研修のための予算
化がされたが、全体的な予
算削減の動きから、実行さ
れず。

1

CF（同県BAPPEDA職員）が西スラウェシ州の住民活性
化プログラム（BANGUN MANDAR)の対象村1つで、他
ファシリテーターに対して、ファシリテーションの
プロセスを普及することも兼ねて、活動中。

継続中
BAPPEDA職員の実
践

マムジュ県 154 358,823 3 4 1
研修後の活動に対して、関
心を示さず

1
CFが実践活動として、住民と協議を重ね、生計向上
のための換金作物栽培を開始。

実施中
コンサルテーショ
ン

2
同州のBAPPEDAフォーラムでのCDプロジェクトに関す
るプレゼンをきっかけに、BAPPEDA局長、職員、CF
が、CF育成について検討開始

計画中 BAPPEDA関係者
コンサルテーショ
ン

1
BAPPEDAフォーラムを活用した、州実施委員会による
先行県活動普及のためのワークショップ

1回実施
州BAPPEDA予算、
マジェネ県
Puawang事例活用

リソースパーソン
参加

州関係者と対象5県

2
BANGUN MANDAR(西スラウェシ村落開発プログラム）
の中でのCDコンセプトの活用

実施中
50億ルピア（2010
年）

コンサルテーショ
ン

66村（州内5県から選別された村）

評価５項目 成果 インパクト

PAの進展

インプット

評価５項目
成果

有効性

No. 活動内容、場所

附属資料4-6

パイロット活動以外の自主的活動

BAPPEDAの主要職員が異動と
なり、協議は一時停滞し
た。2010年7月、改めて、
BAPPEDAが中心となり事業局
とともに、活動協議を再開
した。

対象地域 CDプロジェクト

西スラウェシ州

1

選挙絡みでBAPPEDA局長の交
代が頻繁に起こり、各関係
者の相互協議が円滑に行わ
れていなかった。

自立発展性

裨益CF研修 現状
備考（以前のプロジェクト関係者の有

無など）

パイロット活動認定済み

ステージ

（６）西スラウェシ州

2.パイロット活動認定に向
けての取組

3.パイロット活動内容　あるいは　それ以外の自主的活動

CDプロジェクトの成果、有効性、インパクト、自立発展性、波及可能性検討のための一瞥表

北マムジュ 63

CDP終了後の持続可能性

州 対象県市数
対象県市にお

ける村数
対象地（県
市）の人口

1.階層別集団研修
参加者

政策決定者セ
ミナー

計画官研修

州 564 1,225,173 3 8 2

マジェネ県 40 138,709 1 5

ポレワリマンダル
県

146 414,589

194,809 4

1

1

5

3 5

現在、活動デザインを県
BAPPEDAとCFが作成中。

研修活動は依然
必要。政策決定
者（議会）向け
PLSDセミナー、
CF研修（１村１
CF）、農業普及
員を対象の計画
官研修を計画
中。また、

BAPPEDA Forum
を通じたCDプロ
ジェクト活動の
普及活動継続

コンサルテーショ
ン、6州全体でのワー
クショップ実施 120世帯　（Puawang村）

予算（1億8250万ルピ
ア）
BAPPEDA職員とCFによ
る今後の活動デザイ
ン作成

Puawang村
の経験普
及を通じ
た、人・
組織・制
度づくり
のための
活動デザ
イン協議
の段階

「自立した住民
活性化プログラ

ム（Bangun
Mandar、2008-
2013）」（州予
算510億ルピア
/3年間）--（１
村１CF養成）

人づくり

州政府の意向
予算確保の見

込み
PICの能力

自立発展性

PLSD 1
CF 4

PLSD講師,TOT
（MF)等の確
保の見込み



付属資料5

人づくり 組織づくり

Takalar
Selayar
Sidrap
Bone

Wakatobi
Buton Utara
Konawe Selatan
Kota Bau Bau
Konawe Utara

Pohuwato
Gorontalo Utara
Bone Bolango
Boalemo
Gorontalo

Minahasa Utara
Bolaan Mongondow
Kota Tomohon
Talaud
Minahasan Selatan

Parigi Moutong
Tojo Una Una
Kota Palu
Buol
Donggala

Majene
Polewari Mandar
Mamasa
Mamuju Utara
Mamuju   

対象各県の終了時評価時点での到達ステージ

州 県 個人レベル
パイロット活
動実施意思

表示

パイロット活
動実施予算

化

パイロット活動実施中

備考
制度化

南スラウェシ

南東スラウェシ

CDP関連研修を州
政府が予算化し、
実施

ゴロンタロ

北スラウェシ
CDP関連研修を州
政府が予算化し、
実施

中スラウェシ

州政府が主導する
開発プログラムの
中でCDP概念が活
用されている

西スラウェシ

州政府が主導する
開発プログラムの
中でCDP概念が活
用されている

　

Administrator
５．対象各県の終了時評価調査時点での到達ステージ
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